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厚生労働省保険局医療課医療指導監査室



(まえがき）

当実施要領は、保険医療機関等及び保険医等に係る指定・登録業務、施設基準に係る
業務及び指導に係る業務について、処理手順や手法等を定めたものであり、各地方厚生
(支)局及び都府県事務所においては、今後この要領により実施されたい。

平成２５年３月
厚生労働省保険局医療課長



本書においては､以下の略称･略語を使用しています

○法令等

法令名等 略 称
法律 健康保険法(大正11年法律第70号） 健保法
〃 船員保険法(昭和14年法律第73号 船保法
〃 国民健康保険法(昭和33年法律第192号 国保法
高齢者の医療の確保に関する法律(昭和57年法律第80号Ｉ 高齢者医療確保２
社会保険医療協羅会法(昭和25年法律第47号； 協議会制
行政手続法(平成5年法律第88号） 行手滅

政令 保険医療機関及び保険薬局の指定並びに保険医及び保険薬剤師の登録に関すそ
政令(昭和32年政令第87号） 登録政寺

社会保険医療協議会令(平成18年政令第373号 協議会等
省令 健康保険法施行規則(大正15年内務省令第36号】 健保法規貝Ｉ

保険医療機関及び保険薬局の指定並びに保険医及び保険薬剤師の登録に関す愚
省令(昭和32年厚生省令第13号） 登録省午

〃 保険医療機関及び保険医療養担当規則(昭和32年厚生省令第15号 療担規則

保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則(昭和32年厚生省令第16号 薬担規則

告示 高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の給付等の取扱い及び担当
に関する基準(昭和58年１月20日厚生省告示第14号 高担基準

通知 基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて(平成2４
年３月５日付け保医発0305*2号Ｉ

基本基準通知

特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて(平成2‘
年3日５日付け保医発O305R3号Ｉ

特掲基準通知

入院時食事療養費及び入院時生活疫養の食事の提供たる療養の基準等に係る眉
出に関する手続きの取扱いについて(平成18年３月6日付け保医発第0306010号）
※【改正】平成24年３月19日付け保医発0319第５号厚生労働省保険局医療謀長通知

食事療養通知

〃
厚生労働大臣の定める先進医療及び施設基準の制定等に伴う実施上の留意事哩
及び先進医療に係る届出等の取扱いについて(平成24年７月31日付け医政発0731第２号､薬
食発0731第２号､保発0731第７号

先進医療届出通知

〃

｢療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項
等｣及び｢保険外併用療養費に係る厚生労働大臣が定める医薬品等｣の実施上の胃
意事項について(平成18年３月13日付け保医発第0313003号）
※【改正】平成24年３月26日付け保医発0326篇5号厚生労働省保険局医療腺長通知

保険外療養費留意事項
通気

〃
保険医療機関等及び保険医等の指導及び監査について(平成7年12月22日付けＣ
発第117号厚生省保険局長通知)別添1〔指導大綱〕
※【改正】平成加年９月30日付け保発第09…号厚生労働省保険局長通知

指導大綱

〃

｢指定訪問看護事業者等の指導及び監査について(平成15年４月1日付け保発首
0401”6号厚生省保険局長通知)別添1〔指導要綱〕
※【改正】平成20年９月30日付け保発傭093000&号厚生労働省保険局長通知

訪問看腹指導要繍

漕
純

事
連 新大絹等質問集(平成8年３月29日付け医療指導監査室事務連絡 新大綱質問算

内か人
平成8年３月29日付け医療指導監査室長内かん別添〔指導大綱関係実施要領〕
※【改正】『｢保険医療機関等及び保険医等の指導及び監査について｣の-都改正について｣の取扱いＩ
ついて(平成20年９月30日付け医療指導監査室事務連絡)別添１

指導大綱実施要；



○その他

/、

用 謀 略冨
保険医療機関及び保険薬局 保険医療機関籍
保険医及び保険薬剤菌 保険医零
診療報酬及び調剤報閤 診療報国
診療報酬明細書､調剤報酬明細書及び訪問看護療養費明細書 ﾚセプト

北海道厚生局の医療課､その他の地方厚生(支)局の指導監査課及び分冒 事務所皇
都道府県医師会､都道府県歯科医師会及び都道府県薬剤師会 都道府県医師会尋

社会保険診療報酬支払基箇 支払基討

国民健康保険団体連合会 国保達

社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険団体連合ヨ 支払基金等

地方社会保険医療協議会 地医協

指導医療官､保険指導医､保険指導薬剤師及び保険指導看護罰 指導医療官冒
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保険医療機関等の指定申請等に係る業務

（１）法令
・健康保険法（大正１１年法律第70号）第63条、第65条、第66条、第67条、第68条、

第69条、第79条、第82条
・社会保険医療協議会法（昭和25年法律第47号）
・保険医療機関及び保険薬局の指定並びに保険医及び保険薬剤師の登録に関する政令

（昭和32年政令第87号）
・保険医療機関及び保険薬局の指定並びに保険医及び保険薬剤師の登録に関する省令

（昭和32年厚生省令第１３号）
・社会保険医療協議会令（平成１８年政令第373号）

（２）通知
・健康保険法の一部を改正する法律の施行について

（昭和32年５月１５日付け保発第42号）
・保険医療機関及び保険薬局の指定の遡及について

（昭和32年７月１８日付け保険発第104号）
・保険医療機関及び保険薬局の指定期日の遡及について

（昭和33年８月21日付け保険発第110号の2
・健康保険法の-部を改正する法律の疑義について

。（昭和32年９月２日付け保険発第123号）
・調剤薬局の取扱いについて（昭和57年５月27日付け薬発第506号・保発第34号）
・調剤薬局の取扱いについて（昭和57年５月２７日付け薬企第25号・保険発第“号）
・保険医療機関及び保険医療養担当規則の一部改正等に伴う実施上の留意事項について
（ 通 知 ） （ 平 成 ８ 年 ３ 月 ８ 日 付 け 保 険 発 第 2 2 号 ）

巨一棄霧丙蓉１
保険医療機関等の申請･届出（以下「申請等」という。）については、関係法令等に基づき、
次により行うこととする。

（１）受付
① 受 付
窓口、郵送又は電子申請により行う。

②受付時の留意事項
ア窓口受付分については、提出された申請書・届書（以下「申請書等」という。）に
基づき、必要に応じて申請者､届出者又は申出者（以下「申請者等」という。）に対．し聞き取り等を行う。

イ郵送又は電子申請受付分については、送付･･送信された申請書等に基づき、必要に、

１関係法令等（主たるもの



応じて申請者等に対し電話等により聞き取り等を行う。
ウいずれの受付においても､申請害等に添付書類漏れや記載事項に不備がある場合は、
「地方厚生(支)局文書管理規程」に基づき返戻する。

③申請書等の様式等
申請書等の様式及び添付書類については、巻末各種様式例及び巻末各種様式例の添付

種類一覧によることとする。．
なお、申請書等の様式及び添付書類については、地方厚生(支)局ホームページにも掲
載する。

（２）現地調査
指定申請書の審査に当たっては､周辺の地図等で確認することが困難な構造面（同一建物
又は敷地内）等の確認を行う必要がある場合にはへ現地調査を実施する。

（３）要件審査、地医協への諮問及び指定通知書の送付等
①指定申請書については、要件審査の後、地医協に諮問し、その答申を受け、保険医療
機関等管理システムに入力を行うとともに指定後速やかに指定通知書の送付を行う。
②関係法令に基づき、指定に関する公示を行う。

（４）保険医療機関等として指定した場合には、支払基金等への連絡を行う。

（５）指定更新
提出された更新書類については、上記（１）から（４）に準じて処理する。
ただし、健保法第68条第２項の規定力植用される場合には、更新書類が提出されたもの
とみなして処理する。

（６）指定辞退．
①、提出された申出書の受付については、上記（１）に準じて処理する。
②受付した申出害については､要件審査の後､保険医療機関等管理システムに入力する。
なお、保険医療機関等の指定辞退の申出に対する受理通知は不要とする。

③関係法令に基づき、保険医療機関等でなくなった旨の公示を行う。
④保険医療機関等でなくなった場合には､支払基金等への連絡を行う。



保険医等の登録申請等に係る業務へ
≦

（１）法令
・健康保険法（大正１１年法律第70号）第64条、第71条、第79条
・保険医療機関及び保険薬局のｷ碇並びに保険医及び保険薬剤師の登録に関する政令

（昭和32年政令第87号）・保険医療機関及び保険薬局の指定並びに保険医及び保険薬剤師の登録に関する省令

（昭和32年厚生省令第13号）

（２）通知
・健康保険法の一部を改正する法律の施行について

（昭和32年５月１５日付け保発第42号）
・健康保険法の一部を改正する法律の疑義について

（昭和32年９月2日付け保険発第123号）

匡一棄霧丙蓉司
保険医等の登録に関する申請等については､関係法令等に基づき､次により行うこととする。

（ １ ） 受 付 ．
「１保険医療機関等の指定申請等に係る業務」（1頁）参照

（２）要件審査及び登録票の送付
①登録申請書については、要件審査の後、保険医療機関等管理システムに入力を行うと
ともに速やかに保険医等登録票の送付を行う。

②登録日については､保険医等名簿に記載した年月日とし、遡及しての登録は行わない。
③関係法令に基づき、登録に関する公示を行う。

（３）登録抹消
①受付については、「１保険医療機関等の指定申請等に係る業務」（１頁）参照
②登録抹消の申出書については、要件審査の後、保険医療機関等管理システムに入力す
る。

③関係法令に基づき、登録掬肖に関する公示を行う。

、

１関係法令等（主たるもの）



ー

3-（１）施設基準等に係る業務（届出等）

（１）法令
・健康保険法（大正１１年法律第70号）第63条、第76条、第85条、第85条の2，

第86条・保険医療機関及び保険医療養担当規則（昭和32年厚生省令第15号）
・保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則（昭和32年厚生省令第16号）
・診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）
・基本診療料の施設基準等（平成20年厚生労働省告示第62号）
・特掲診療料の施設基準等（平成20年厚生労働省告示第63号）
・厚生労働大臣の定める先進医療及び施設基準の一部を改正する告示

（平成22年厚生労働省告示第104号）
・高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の給付等の取扱い及び担当に関す
る 基 準 （ 昭 和 5 8 年 厚 生 省 告 示 第 １ ４ 号 ）
・厚生労働大臣の定める評価療養及び選定療養（平成20年厚生労働省告示第98号）
・保険外併用療養受に係る厚生労働大臣が定める医薬品等

（平成１８年厚生労働省告示第498号）
･厚生労働大臣の定める先進医療及び施設基準（平成20年厚生労働省告示第129号）
・療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等

（平成１８年厚生労働省告示第107号）
･入院時食事療養費に係る食事療養及び入院時生活療養費に係る生活療養の費用の顎の
算 定 に 関 す る 基 準 ． （ 平 成 2 0 年 厚 生 労 働 省 告 示 第 4 7 4 号 ）

（２）通知
・基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて

（平成24年３月５日付け保医発0釦5第２号）
・特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて

（平成24年３月５日付け保医発0305第３号）
ｄ入院時食事療養費に係る食事療養及び入院時生活療養費に係る生活療養の実施上の留
意事項について（平成１８年３月６日付け保医発第03 0 6 0 0 9号）
・入院時食事療養費及び入院時生活療養の食事の提供たる療養の基準等に係る届出に震
，する手続きの取扱いについて（平成18年３月６日付け保医発第0306010号）
・厚生労働大臣の定める先進医療及び施設基準の制定等に伴う実施上の留意事項及び失
進医療に係る届出等の取扱いについて（平成24年７月３１日付け医政発0731第２号・蕊
食発0731第２号・保発0731第７号）
．「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等」
及び「保険外併用療養費に係る厚生労働大臣が定める医薬品等」の実施上の留意事項に
ついて（平成１８年３月１３日付け保医発第0313003号）

辰一葉霧丙蓉̅１
施設基準等の届出については、関係法令等に基づき、次により行うこととする。

４

１関ｆ屑法令等（主たるもの）



■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

（１）受付
①受付及び受付時の留意事項

「１保険医療機関等の指定申請等に係る業務（1頁）参照
②届出書・添付書類の様式
届出書・添付書類（以下「届出書等｣という。）の様式については、上記１（２）の
通知に定めるものとする。
なお、届出書等の様式については、地方厚生伎)局ホームページにも掲載する。

（２）要件審査及び受理通知書等の送付
①届出書等については、要件審査の後､受理又は不受理を決定し保険医療機関等管理シ
ステムに入力を行い通知する。

②要件審査に要する期間は原則として２週間以内を標準とし、遅くとも概ね１か月以内
（提出者の補正に要する期間は除く）とする。

（３）算定開始日
①月の最初の開庁日より後に受理を行った場合
受理日の属する月の翌月１日とする。

②月の最初の開庁日に受理を行った場合
受理日の属する月の１日とする。

（４）７月１日報告等
報告を求める内容については、施設基準の届出等の適正化を図るため届出されている全
ての施設基準とする。
①上記２（２）の通知に定めるもののうち､先進医療に係る報告を除き、７月１日現在
の状況を同通知に基づく届出書等により報告を受ける。．②先進医療に係る報告については、８月末日までに同通知に基づく届出書等により報告

を受ける。

（５）変更の届出
上記２（２）
場合は、（１）

の通知に基づき保険医療機関等から変更の届出（辞退を含む。）があった
から（３）に準じて処理する。



３-（２）施設基準等に係る業務（適時調査）

（１）法令
・健康保険法（大正１１年法律第70号）第60条、第63条、第73条、第76条、第85条、

第85条の2，第86条
・保険医療機関及び保険医療養担当規則(昭和32年厚生省令第15号）
・保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則（昭和32年厚生省令第16号）
・診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）
・基本診療料の施設基準等（平成20年厚生労働省告示第62号）
・特掲診療料の施設基準等（平成20年厚生労働省告示第63号）
・厚生労働大臣の定める先進医療及び施設基準の一部を改正する告示

（平成22年厚生労働省告示第104号）
・高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の給付等の取扱い及び担当に関す
る 基 準 （ 昭 和 5 8 年 厚 生 省 告 示 第 1 4 号 ）
・厚生労働大臣の定める評価療養及び選定療養（平成20年厚生労働省告示第98号）
・保険外併用療養費に係る厚生労働大臣が定める医薬品等

（平成１８年厚生労働省告示第498号）
・厚生労働大臣の定める先進医療及び施設基準（平成20年厚生労働省告示第129号）
・療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等

（平成１８年厚生労働省告示第107号）
・入院時食事療養費に係る食事療養及び入院時生活療養費に係る生活療養の費用の額の
算 定 に 関 す る 基 準 （ 平 成 2 0 年 厚 生 労 働 省 告 示 第 4 7 4 号 ）

（２）通知
・基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて

（平成24年３月５日付け保医発O鋤5第２号）
・特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて

（平成24年３月５日付け保医発0305第３号）
・入院時食事療養費に係る食事療養及び入院時生活療養糞に係る生活療養の実施上の留
・意事項について（平成18年３月6日付け保医発第03 0 6 0 0 9号）
・入院時食事療養費及び入院時生活療養の食事の提供たる療養の基準等に係る届出に関
する手続きの取扱いについて（平成１８年３月６日付け保医発第0306010号）
・厚生労働大臣の定める先進医療及び施設基準の制定等に伴う実施上の留意事項及び先
進医療に係る届出等の取扱いについて（平成24年７月３１日付け医政発0731第２号・
薬食発0731第２号・保発0731第７号）
。「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等」
及び「保険外併用療養費に係る厚生労働大臣力淀める医薬品等」の実施上の留意事項に
ついて（平成１８年３月１３日付け保医発第031伽3号）

Ｅ了棄霧丙蓉可
施設基準等に係る適時調査については、関係法令等に基づき、次により行うこととする。

１関係法令等（主たるもの）



（１）調査対象となる保険医療機関等
基本診療料等の施設基準等の届出があった保険医療機関等を対象とし、原則として年１
回、受理後６か月以内を目途に調査を実施する。

（２）調査担当者
①原則として、事務所等の事務官（指導監査課長、所長、各課課長及び医療指導監視監
査官等。以下同じ。）及び保険指導看護師で行う。
②調査内容を考慮して医学的、歯科医学的又は薬学的判断が必要とされる場合には、指
導医療官、保隣旨導医又は保険指導薬剤師を加える。
③必要に応じて地方厚生伎)局の医療指導監査担当官も調査に加える。

（３）都道府県医師会等への対応
①学識経験者への立会依頼
実施に当たり、都道府県医師会等への立会依頼は行わない〈

②年度。月別計画書等の事前通知
年度・月別計画及び実施の事前通知は行わない。

１

１

（４）調査実施通知
調査対象となる保険医療機関等に対して、事務所等は文書で調査日の３週間前を目途に
通知する。
ただし、速やかに調査をする必要が生じた場合には、通知時期を変更しても差し支えた
い。
なお、当該通知には、次の事項を明記する。
①適時調査の根拠及び目的
②調査の日時及び場所
③準備すぺき書類等

’

（５）鯛査結果の通知等
①適時調査終了後、調査担当者は当該保険医療機関等に対し、口頭で調査の結果を説明
し、後日、別途速やかに鯛査の結果を文書で通知するとともに鯛査結果の通知後１か
月後を期限として改善報告書の提出を求める。

②調査結果の指摘事項は、「改善事項」と「返還事項」に分けること。
なお、「改善事項」は、運用内容に適正を欠く部分が認められるものの、施設基準の

．状態の維持には問題はないもの(施設基準を満たしていないことから返還を求めるもの
・を除く。）を、「返還事項」は、届出・運用内容に適正を欠く部分が認められ、施設基
準を満たしていないと判断されるものを、それぞれ記載する。

（６）経済上の措置
．①診療報酬の返還が生じる場合は、施設基準を満たさなかった期間について、保険医療
機関等に自主点検を行わせ、返還同意書等必要な書類の提出を求める。
なお、返還については、診療録及びレセプトの保存期間が５年間とされていることか
ら、原則５年とする。

●



②保険医療機関等から返還金同意書等必要な書類が提出された場合は保険者に通知す
る。

③今後支払われる診療報酬がある場合には、地方厚生(支)局が保険者に代わって支払基
金等に対し､今後支払われる診療報酬から返還するよう依頼することができる。
※支払基金等がこれによりがたい場合､支払基金等から当該保険者に連絡し､返還
金相当額を当該保険医療機関等から直接当該保険者に返還させることとなる。

④保険医療機関等の自主点検の結果､被保険者の一部負担金に過払いが生じた場合は、
適切かつ速やかに被保険者へ返還するよう保険医療機関等に指導する。



選定委員会に係る業義β
４

（１）法令
・健康保険法（大正１１年法律第70号）第73条

（２）通知
・保険医療機関等及び保険医等の指導及び監査について

（平成７年１２月22日付け保発第117号）
・指導大綱における保険医療機関等に対する指導の取扱いについて．

（平成７年１２月２２日付け保険発第164号）
・保険医療機関等に対する指導及び監査の取扱いについて

（平成１０年３月１８日付け保険発第36号）
・指定訪問看瞳事業者等の指導及び監査について

（平成１５年４月１日付け保発第0401006号Ｉ

Ｅ̅̅棄霧丙蓉可
選定委員会の設置及び開催については、関係法令等に基づき、次により行うこととする。
なお､被保険者等から提供された保険医療機関等に係る情報については､担当者のみで判断
処理せず、必ず文書で記録を残し、速やかに課・事務所内（事案により局内）において供覧等
を行い、情報の適切な管理、共有の徹底を図ること。

（ １ ） 設 置 規 程 及 び 運 営 規 程 ､
設置規程及び運営規程については、地方厚生(支)局において定める

（２）構成員
地方厚生(支)局長が指名する指導医療官(保険指導医､保険指導薬剤師及び保険指導看
護師を含む。以下同じ。）及び事務官等とする。

（３）選定内容
①集団的個別指導及び個別指導の対象保険医療機関等並びに特定共同指導及び共同指導
の対象候補となる保険医療機関等の選定

②個別指導の対象となる訪問看護ステーションの選定

（４）選定委員会の開催
①年度計画に係る開催
厚生労働省から示された保険医療機関等に係るデータのほか、各種情報提供等に基づ
き、３月中に次年度計画を作成し開催する。
②臨時の開催
情報提供等により速やかに個別指導を実施すべき案件が生じた場合は、随時に開催す

‘

Ｉ

１関係法令等（主たるもの）



る。

（５）都道府県医師会等への提示・選定委員会の議を得た集団的個別指導及び個別指導に係る指導方針､年度計画､月別実

施予定件数等については提示して差し支えないが､対象保険医療機関等の名称については
明らかにしない。なお､都道府県医師会等に対する連絡､調整等は、必ず複数人で行うこ
と。また、指導実施に係る年間計画の連絡､調整等については､指導への立ち会いを依頼
する関係から行っているものであり、個別の保険医療機関等を特定できる情報について
は、提供することのないよう徹底すること。

1０



各種指導に係る業務（集団指導）剣０６
″Ｉ。、５-

１関係法令等（主たるもの）
（１）法令
・健康保険法（大正１１年法律第70号）第73条
・船員保険法（昭和１４年法律第73号）第59条
・国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第41条
・高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第66条

（２）通知
・保険医療機関等及び保険医等の指導及び監査について

（平成７年１２月２２日付け保発第117号）
・保険医療機関等に対する指導及び監査の取扱いについて

（平成１０年３月１８日付け保険発第36号）

闘 丙 蓉 可
集団指導については、関係法令等に基づき、次により行うこととする。

（１）指導形態
①新規指定の保険医療機関等に対する指導（以下「指定時集団指導」という。）
②診療報酬の改定時における指導（以下Ｆ改定時集団指導」という。），
③指定更新時における指導（以下「更新時集団指導」という。）
④新規登録時の保険医等に対する指導（以下「保険医等集団指導」という。）
※．臨床研修病院、大学附属病院、特定機能病院等（以下「臨床研修病院等」Ｊ
について特定共同指導が行われる場合は、集団指導を併せて実施する。

という。）

（２）実施時期等
①指定時集団指導
ア新規指定から概ね１年以内に全てを対象として実施する。
イ新規指定前に実施しても差し支えない。
ウ新規個別指導を実施する場合又は実施した場合は除外しても差し支えない。
②改定時集団指導
診療報酬改定月の前月末までに実施する。

③更新時集団指導
保険医療機関等の更新予定数を勘案して実施時期を決定する。

④保険医等集団指導
保険医等の新規登録の状況を勘案して実施時期を決定する。

（３）実施場所等
①原則として、事務所等会議室で実施する。

、



子 一

②指導の規模等により事務所等会霞室の使用が困難な場合は、公的施設等（有償・無償
を問わず、広く一般の使用に供されている施設等のことをいう。以下同じ。）を使用す
る。
③都道府県医師会等の会議室は､原則として使用しない。
④都道府県医師会等と同時に実施する場合は､時間帯の区分､費用負担の区分を明確に
する。

（４）指導担当者
①原則として、事務所等の指導医療官等、事務官、都道府県指導医及び都道府県担当者
で行う。

②指導内容を考慮して医学的、歯科医学的又は薬学的見解等が必要とされない場合にお
いては、事務官のみで指導を行っても差し支えない。

③必要に応じて、地方厚生(支)局の医療指導監査担当官も指導に加える。
④特定共同指導と併せて集団指導を行う場合は、厚生労働省保険局医療課の医療指導監
査担当官が指導を行う。

（５）指導実施通知
指導対象となる保険医療機関等又は保険医等に対して、事務所等は次の事項を記載した
文書で指導日の１か月前を目途に通知する。
①集団指導の根拠規定及び目的
②。指導の日時及び場所
③出席者
④地方厚生(支)局及び都道府県が共同で行うこと

（ ６ ） 出 席 者 ・
集団指導への出席を求める者については、上記（１）の指導形態により決定する‘

（７）指導方法等
①指導については、講習、講演等の方法で行う。
②指導内容については、保険診療の取扱い、診療報酬請求事務、診療報酬の改定内容、
過去の指導事例等とする。
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5-（２）各種指導に係る業務（集団的個別指導）

（１）法令
・健康保険法（大正１１年法律第70号）第73条
・船員保険法（昭和14年法律第73号）第59条
・国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第41条
・高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第66条

（２）通知
・保険医療機関等及び保険医等の指導及び監査について

（平成７年１２月２２日付け保発第117号）
・指導大綱における保険医療機関等に対する指導の取扱いについて

（平成７年１２月２２日付け保険発第164号）
・保険医療機関等に対する指導及び監査の取扱いについて

（平成１０年３月１８日付け保険発第36号）

尼一葉霧丙蓉司
集団的個別指導については、関係法令等に基づき、次により行うこととする。

（１）指導対象となる保険医療機関等．
指導大綱、指導大綱実施要領等に基づき選定し、選定委員会に諮り決定する。

（２）実施時期
原則として、毎年度４月から実施する。

（３）実施場所
①原則として、事務所等会議室で実施する。
②指導の規模等により事務所等会議室の使用が困難な場合は、
③都道府県医師会等の会麓室は、原則として使用しない。

公的施設等を使用する。

（４）指導担当者
①原則として、事務所等の指導医療官等、事務官、都道府県指導医及び都道府県担当者
で行う。

②必要に応じて、地方厚生(支)局の医療指導監査担当官も指導に加える。

（５）指導実施通知
指導対象となる保険医療機関等に対して、事務所等は次の事項を記載した文書で指導日

・の３週間前を目途に通知する。
①集団的個別指導の根拠規定及び目的

田
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②指導の日時及び場所
③出席者
④､準備すべき書類等
⑤地方厚生(支)局及び都道府県が共同で行うこと

（６）出席者
①原則として、指導対象となる保険医療機関等の管理者の出席を求めるほか、必要に応
じて保険医等、診療報酬鯖求事務担当者等の出席を求める。

②管理者が出席できない場合は､理由書及びそれを証明できるもの（診断書等）の提出
を求め、当該理由が正当な理由と判断される場合は、指導を延期し、原則として当該年
度中に集団的個別指導を実施する。．③正当な理由がなく集団的個別指導を拒否した場合は、個別指導を行う。

（７）指導方法等
①集団部分
指導については、講習、講演等の方法で行う。

②個別部分
集団部分終了後、引き続き個別部分を実施する場合は、少数のレセプトに基づき、催
別に簡便な面接懇談方式で行う。
※個別指導を優先して実施することに伴い､集団部分のみの実施とすることも差し支
えないこととされているので留意すること。

（８）学識経験者への立会依頼
原則として、学織経験者（都道府県医師会等）へ立会依頼を行う‘

(9)指導結果の説明
個別部分を実施した場合は、指導終了後指導担当者は当該保険医療機関等に対し、口藤
で指導結果（指摘事項）を説明する。

(10）経済上の措置
教育的指導を目的としていることから返還は求めない
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各種指導に係る業務（個別指導）′ つ ､
.Ｓｰノ５ -

１関係法令等（主たるもの）
（１）法令
・健康保険法（大正１１年法律第70号）第73条
・船員保険法（昭和１４年法律第73号）第59条
・国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第41条
・高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第66条

、 ．

（２）通知
・保険医療機関等及び保険医等の指導及び監査について

．（平成７年１２月２２日付け保発第117号）
・指導大綱における保険医療機関等に対する指導の取扱いについて

（平成７年１２月２２日付け保険発第164号
・保険医療機関等に対する指導及び監査の取扱いについて

（平成10年３月18日付け保障発第36号）

臣̅̅棄誘丙蓉司
個別指導については、関係法令等に基づき、次により行うこととする。

（１）指導対象となる保険医療機関等
①指導大綱及び指導大綱実施要領等に基づき選定し、選定委員会に諮り決定する
②情報提供等により個別指導が必要と認められた保険医療機関等については、園②情報提供等により個別指導が必要と認められた保険医療機関等については、随時選定
委員会に諮り決定する。

③情報提供等により選定された保険医療機関等に対する個別指導は、高点数により指導
対象となる保険医療機関等に優先し実施する。

（２）実施時期
原則として、毎年度４月から実施する

（３）実施場所
①原則として、病院については当該病院内において実施し、診療所及び薬局については
事務所等会議室で実施する。
②保険医療機関等が遠隔地にある等、事務所等会議室の使用が困難な場合は、公的施設
等を使用する。
③都道府県医師会等の会議室は、原則として使用しない６

（４）指導担当者
「5-(2)各種指導に係る業務（集団的個別指導）」（１３頁）参照
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（５）指導実施通知
①指導対象となる保険医療機関等に対して、事務所等は次の事項を記載した文書で指導
日の３週間前(DPC算定機関は４週間前）を目途に通知する。
ア個別指導の根拠規定及び目的
イ指導の日時及び場所
ウ出席者
工準備すべき書類等（特定共同指導及び共同指導を参考に必要な書類等を記載）
オ地方厚生伎)局及び都道府県が共同で行うこと
②指導実施通知を送付する場合は、名宛人への到達が確認できる方法により行う。

（６）出席者
①原則として、保険医療機関等の開設者（又はこれに代わる者)及び管理者に出席を求
めるほか、必要に応じて保険医等、診療報酬請求事務担当者、看護担当者等の出席を求
める。

②開設者（又はこれに代わる者）及び管理者が出席できない場合は、理由書及びそれを
証明できるもの（診断書等)･の提出を求め、当該理由が正当な理由と判断される場合は、
指導を延期し、原則として当該年度中に個別指導を実施する。
③正当な理由がなく個別指導を拒否した場合は、監査を行う。

（７）指導方法等
①原則として、指導月以前の連続した2か月分のレセプトに基づき、関係書類等を閲覧
し、面接懇談方式により行う。

②、指導対象となるレセプトの件数は30人分とする。
③指導時間については、指導の目的が果たせる時間とし、原則として診療所及び薬局は
２時間、病院は３時間とする。

（８）学識経験者への立会依頼
原則として、学識経験者（都道府県医師会等）へ立会依頼を行う。

（９）指導結果の通知等
①指導終了後、指導担当者は、当該保険医療機関等に対し、口頭で指導結果(指摘事項
のみで指導後の措置には言及しない。）を説明し、後日、別途速やかに指導結果（指摘
事項及び指導後の措置）を文書で通知するとともに、指導結果の通知後１か月後を期限
として改善報告書の提出を求める。

②指導後の措置は、「概ね妥当」、「経過観察」、『再指導」及び「要監査」の４区分
とし、「要監査」の場合は、指導の中止を宣言し、指導結果を通知せず、必要に応じ患
者調査を実施し監査を行う。

③指導結果の通知には､．「指摘事項」と「返還事項」を記載すること。
なお､「指摘事項｣は、指導において確認した不適切なものを、「返還事項」には、
指摘事項のうち算定要件を満たしていないことから返還を求める必要があるものを、そ
れぞれ記載する｡、

(10）経済上の措置
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⑧ 一 -

①指導対象となったレセプトのうち返還が生じるもの及び返還事項に係る全患者の指導
月前1年分のレセプトについて、保険医療機関等に自主点検を行わせ、返還同意書等必
要な書類の提出を求める。
※施設基準に係る返還については、「3-(2)施設基準等に係る業務（適時調査）」
（7頁）参照。

②保険医療機関等から返還同意書等必要な書類が提出された場合は保険者に通知する。
③今後支払われる診療報酬がある場合には、地方厚生(支)局が保険者に代わって支払基
金等に対し、今後支払われる診療報酬から返還するよう依頼することができる。
※支払基金等がこれによりがたい場合､支払基金等から当該保険者に連絡し､返還金
相当額を当該保険医療機関等から直接当該保険者に返還させることとなる。

④保険医療機関等の自主点検の結果､被保険者の一部負担金に過払いが生じた場合は、
適切かつ速やかに被保険者へ返還するよう保険医療機関等に指導する。
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5-（４）各種指導に係る業務（新規個別指導Ｉ

｢子(3)各種指導に係る業務（個別指導）」（１５頁）参緊

E一雲霧丙蓉］
新規指定保険医療機関等に対する個別指導（以下「新規個別指導」という。）については、
関係法令等に基づき、次により行うこととする。
（１）指導対象となる保険医療機関等
①新規個別指導は、新規指定から概ね６か月を経過した保険医療機関等に実施する。
②指導対象となる保険医療機関等については､選定委員会に諮り決定を行う必要はない。

（２）実施時期
①原則として、毎年度４月から実施する。
②新規指定から概ね６ヶ月経過後、１年以内に実施する。
③指定時集団指導も実施する場合は、当該指導を実施後､新規個別指導を実施する。

（ ３ ） 実 施 場 所 ．
「5-(3)各種指導に係る業務（個別指導）」（１５頁）参照

（４）指導担当者
「５-(2)各種指導に係る業務（集団的個別指導）」（１３頁）参照

（ ５ ） 指 導 実 施 通 知 、
「５(3)各種指導に係る業務（個別指導）」（１６頁）参照

（６）出席者
①原則として、保険医療機関等の開設者（又はこれに代わる者）及び管理者に出席を求
めるほか、必要に応じて保険医等、診療報酬諾求事務担当者、看護担当者等の出席を求
める。

②開設者（又はこれに代わる者）及び管理者が出席できない場合は、理由書及びそれを
証明できるもの（診断書等）の提出を求め、当該理由が正当な理由と判断される場合は、
指導を延期し、原則として当該年度中に新規個別指導を実施する。
③正当な理由がなく新規個別指導を拒否した場合は、個別指導を行う。

’

（７）指導方法等
①原則として、指導月以前の連続した２か月分のレセプトに基づき関係書類等を閲鼠
し、面接懇談方式により行う。

②指導対象となるレセプトの件数は、診療所及び薬局は1 o人分程度、病院は20人我
程度とする。
③指導時間については、指導の目的が果たせる時間とし、原則として診療所及び薬局に
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1時間、病院は２時間とする．

（８）学識経験者への立会依頼
、「5-(3)各種指導に係る業務（個別指導）」（１６頁）参照

（９）指導結果の通知等
「5-(3)各種指導に係る業務（個別指導）」（１６頁）参照

(10）経済上の措置
①指導対象となったレセプトのうち、保険診療の内容に適正を欠くものについてのみ返
還対象とし、返還同意書等必要な書類の提出を求める。
※施設基準に係る返還については、「３-(2)施設基準等に係る業務（適時調査）」
（7頁）参照。

②保険医療機関等から返還同意書等必要な書類が提出された場合は保険者に通知する。
③今後支払われる診療報酬がある場合には、地方厚生伎j局が保険者に代わって支払基
金等に対し、今後支払われる診療報酬から返還するよう依頼することができる。
※支払基金等がこれによりがたい場合､支払基金等から当該保険者に連絡し､返還金
相当額を当該保険医療機関等から直接当該保険者に返還させることとなる。

④保険医療機関等の自主点検の結果、被保険者の一部負担金に過払いが生じた場合は、

●

適切かつ速やかに被保険者へ返還するよう保険医療機関等に指導する‘
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6-（１）訪問看護ステーションに係る業務（指定申請等）

１関係法令等（主たるもの）
（１）法令
・健康保険法（大正11年法律第70号）第88～90条、第92条、第93条、第96条、

第111条
・健康保険法施行規則（大正１５年内務省令第36号）第74条～79条．
・指定訪問看護事業者の指定を受けることができる者（平成４年厚生省告示第32号）
・指定訪問看護の事業の人員及び運営に関する基準（平成12年厚生省令第80号）

（２）通知
・指定訪問看護の事業の人員及び運営に関する基準について

（平成１２年３月３１日付け保発第70号･老発第397号）
・指定訪問看穫等の事業を行う事業所に係る健康保険法第88条第１項の規定に基づく指
定等の取扱いについて（平成１２年３月３１日付け保発第72号･老発第４㈹号）
・指定訪問看護事業者の指定を受けることができる者について

（平成１２年３月３１日付け保医発73号･老発第399号）

匡一雲霧丙蓉可
訪問看護ステーションの申請等については､関係法令等に基づき､次により行うこととする。

（１）受付、現地調査、要件審査及び指定通知書の送付等
「１保険医療機関等の指定申請等に係る業務」（1頁）に準じて取り扱う。

（２）訪問看瞳ステーションとして指定した場合には､支払基金等への連絡を行う。．

（３）みなし指定
①指定訪問看薩事業者以外の訪問看護事業者が指定居宅サービス事業者又は指定介護
予防サービス事業者の指定を都道府県知事から受けたときは、訪問看護ステーション
の指定があったものとみなされる。
②指定訪問看薩事業者以外の訪問看護事業者が指定地域密着型サービス事業者の指定
を市町村長から受け､当該事業者力勅問看護事業を行うもののうち､厚生労働省令で定
める基準に該当する場合については､訪問看護ステーションの指定があったものとみな
される。
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訪問看獲ステーションに係る業務（施設基準等の届出）の畠
ｆ

ｌ一
二屋〕

（１）法令
・健康保険法（大正１１年法律第70号）第88条
・指定訪問看瞳の事業の人員及び運営に関する基準（平成１２年厚生省令第80号）
・指定訪問看護事業者の指定を受けることができる者（平成４年厚生省告示第32号）
・訪問看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法

（平成20年厚生労働省告示第67号）
・訪問看護療養費に係る訪問看護ステーションの基準等

（平成１８年厚生労働省告示第103号

（２）通知
・指定訪問看護の事業の人員及び運営に関する基準について

（平成１２年３月３１日付け保発第70号･老発第397号Ｉ
・指定訪問看護事業者の指定を受けることができる者についで

（平成１２年３月３１日付け保発第73号･老発第399号Ｉ
・訪問看瞳療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法の一部改正に伴う実施上０
留意事項について（平成24年３月５日付け保発0305第３号）
・訪問看護ステーションの基準に係る届出に関する手続の取扱いについて

（平成24年３月５日付け保医発第0305第１０号）

尼一葉霧丙蓉̅１
施設基準等に係る届出については、関係法令等に基づき、次により行うこととする！

（ １ ） 受 付 ・
『3-(1)施設基準等に係る業務（届出等）」（5頁）に準じて取り扱う。

（２）要件審査及び受理通知書等の送付
、「3-(1)施設基準等に係る業務（届出等）」（5頁）に準じて取り扱う。

（３）算定開始日
｢3-(1)施設基準等に係る業務（届出等）」（5頁）に準じて取り扱う。

（４）変更の届出
「3-(1)施設基準等に係る業務（届出等）」（5頁）に準じて取り扱う。

2：

１関係法令等（主たるもの）



６-（３）訪問看瞳ステーションに係る業務伽穀基準等の適時調査）

（１）法令
・健康保険法（大正11年法律第70号）第88条、第91条、第92条
・健康保険法施行規則（大正１５年内務省令第36号）第76条
・指定訪問看護の事業の人員及び運営に関する基準（平成12年厚生省令第80号）
・指定訪問看護事業者の指定を受けることができる者（平成４年厚生省告示第32号）
・訪問看睡療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法

（平成20年厚生労働省告示第67号）
・訪問看護療養費に係る訪問看護ステーションの基準等

（平成１８年厚生労働省告示第103号）

（２）通知
・指定訪問看護の事業の人員及び運営に関する基準について

（平成１２年３月３１日付け保発第70号･老発第397号
・指定訪問看護事業者の指定を受けることができる者について

（平成１２年３月３１日付け保発第73号･老発第399号
・訪問看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法の一部改正に伴う実施上０
留意事項について（平成24年３月５日付け保発03崎第３号）
・訪問看醗ステーションの基準に係る届出に関する手続の取扱いについて

（平成24年３月５日付け保医発第0305第１０号）

匡一棄霧丙蓉司
施設基準等に係る適時調査については、関係法令等に基づき、次により行うこととする。

（１）鯛査対象となる訪問看護ステーショニ
適宜調査を実施する。

（２）調査担当者
「3-(2)施設基準等に係る業務（適時調査）」（7頁）に準じて取り扱う

（３）調査実施通知
「3-②施設基準等に係る業務（適時調査)」：(7頁）に準じて取り扱う

（４）爾査結果の通知等
「3-(2)施設基準等に係る業務（適時調査）」（7頁）に準じて取り扱う《

（５）経済上の措置
①訪問看護療養費に返還が生じる場合は、施設基準を満たさなかった期間について、訪
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１関係法令等（主たるもの）



問看護ステーションに自主点検を行わせ、返還同意書等必要な書類の提出を求める。
なお､返還については、指定訪問看護に係る記録等の保存期間が２年間とされていを
ことから、原則２年とする。
②訪問看護ステーションから返還同意書等必要な書類が提出された場合は保険者に通気
する。
③今後支払われる訪問看護療養費がある場合には、地方厚生(支)局が保険者に代わって
支払基金等に対し、今後支払われる訪問看護療養費から返還するよう依頼することがで
きる。
※支払基金等がこれによりがたい場合､支払基金等から当該保険者に連絡し､返還金
相当額を当該訪問看護ステーションから直接当該保険者に返還させることとなる。

④訪問看護ステーションの自主点検の結果､被保険者の利用料に過払いが生じた場合は
適切かつ速やかに被保険者へ返還するよう訪問看護ステーションに指導する
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6-（４）訪問看護ステーションに係る業務（集団指導）

１関係法令等（主たるもの）
（１）法令
・健康保険法（大正１１年法律第70号）第91条
・船員保険法（昭和１４年法律第73号）第65条第１２項
・国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第54条２の２
・高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第帥条

（２）通知
・指定訪問看護事業者等の指導及び監査について

（平成１５年４月１日付け保発第0401006号）

巨一雲霧丙蓉司
集団指導については、関係法令等に基づき、次により行うこととする．

（１）指導形態
「5-(1)各種指導に係る業務（集団指導）」（１１頁）に準じて取り扱う《

（２）実施時期等
「5-(1)各種指導に係る業務（集団指導）」（１１頁）に準じて取り扱う。

（３）実施場所
①原則として、事務所等会議室で実施する。
②指導の規模等により事務所等会議室の使用が困難な場合は、 公的施設等を使用する《

（４）指導担当者
①原則として、事務所等の事務官、保険指導看護師及び都道府県の担当者で行う‘
なお、必要に応じて指導医療官も加える。

②必要に応じて、地方厚生(支)局の医療指導監査担当官も指導に加える。

（５）指導実施通知
指導対象となる訪問看護ステーションに対して、事務所等は次の事項を胃職し文書で搾
導日の１か月前を目途として通知する。
①集団指導の根拠規定及び目的
②指導の日時及び場所
③出席者
④地方厚生(支)局及び都道府県が共同で行うこと

（６）出席者
①集団指導への出席を求める者については、上記（１）の指導形態により決定する‘
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②正当な理由がなく集団指導を拒否した場合は､個別指導を行う

（７）指導方法等
①指導については、講習、講演等の方法で行う
②指導内容については､指定訪問看護の取扱い
護の改定内容、過去の指導事例等とする。

訪問看護療養費請求事務、指定訪問看
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６-（５）訪問看護ステーションに係る業務（個別指導１

１関係法令等（主たるもの
（１）法令
・健康保険法（大正11年法律第70号）第91条
・船員保険法（昭和１４年法律第73号）第65条第１２項
・国民健康保険法（昭和33年法律第192号)第54条２の２
・高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第80条

（２）通知
・指定訪問看護事業者等の指導及び監査について

（平成１５年４月１日付け保発第0401006号）
・指定訪問看護事業者等の指導及び監査の取扱いについて

（平成１５年４月１日付け保医発第0401008号）

尼̅̅棄霧丙蓉司
個別指導については､関係法令等に基づき、次により行うこととする

（１）指導対象となる訪問看護ステーション
①訪問看護指導要綱に基づき選定し、選定委員会に諮り決定する。
②情報提供等により個別指導が必要と認められた訪問看護ステー§情報提供等により個別指導が必要と認められた訪問看護ステーションについては
時選定委員会に諮り決定するo

隈

（２）実施時期
原則として､毎年度４月から実施する。

（３）実施場所
①原則として、事務所等会議室で実施する。
②訪問看護ステーションが遠隔地にある等、事務所等会議室の使用が困難な場合は、公
的施設等を使用する。

（４）指導担当者
「５-(2)各種指導に係る業務（集団的個別指導）」（１３頁）に準じて取り扱う。

（５）指導実施通知
①指導対象となる訪問看護ステーションに対して、事務所等は次の事項を記載した文書
で指導日の３週間前を目途に通知する。
ア個別指導の根拠規定及び目的：
イ指導の日時及び場所
ウ出席者
エ準備すべき書類等
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オ地方厚生(支)局及び都道府県が共同で行うこと
②指導実施通知を送付する場合は、名宛人への到達力確認できる方法により行う．

（６）出席者
①訪問看護ステーションの事業者（又はこれに代わる者）及び管理者の出席を求めるほ
か、必要に応じて指定訪問看瞳担当者及び訪問看隆療養費請求事務担当者等の出席を求
める。

、②事業者（又はこれに代わる者）及び管理者が出席できない場合は、理由書及びそれを
証明できるもの（診断書等）の提出を求め、当該理由が正当な理由と判断される場合は、
指導を延期し、原則として当該年度中に個別指導を実施する。

③正当な理由がなく個別指導を拒否した場合は、監査を行う。

（７）指導方法等
原則として、指導月前の連続した２か月分の訪問看護療養費明細書（以下「明細書」と
いう。）に基づき、関係書類等を閲覧し、面接懇談方式により行う。

（８）指導結果の通知等
①指導終了後、指導担当者は、訪問看護ステーションの事業者（又はこれに代わる者）
及び管理者に対し、口頭で指導結果（指摘事項のみで指導後の措置には言及しない。）
を説明し、後日、別途速やかに指導結果（指摘事項及び指導後の措置）を文書で通知す
るとともに、指導結果の通知後１か月後を期限として改善報告書の提出を求める。

②指導後の措置は、「概ね妥当」、「経過観察」、屑指導」及び「要監査」の４区分
とし、「要監査」の場合は、指導の中止を宣言し、指導結果を通知せず、必要に応じ患
者調査を実施し監査を行う。

（９）経済上の措置
①指導対象となった明細書のうち返還が生じるもの及び返還事項に係る全患者の指導月
前１年分の明細書について、訪問看護ステーションの事業者に自主点検を行わせ、返還
同意書等必要な書類の提出を求める。
なお、過去の個別指導時の指摘事項が改善されていない場合は、遡って自主点検を行
わせる。
※施設基準に係る返還については、「併(3)訪問看震ステーションに係る業務（施設
基準等の適時調査）」（22頁）に準じて取り扱う。
②訪問看護ステーションから返還同意書等必要な書類が提出された場合は保険者に通知
する。
③今後支払われる訪問看護療養費がある場合には、地方厚生(支)局が保険者に代わって
支払基金等に対し、今後支払われる訪問看護療養費から返還するよう依頼することがで
きる。
※支払基金等がこれによりがたい場合､支払基金等から当該保険者に連絡し､返還金
相当額を当該訪問看護ステーションから直接当該保険者に返還させることとなる。

④訪問看護ステーションの自主点検の結果､被保険者の利用料に過払いが生じた場合は、
適切かつ速やかに被保険者へ返還するよう訪問看護ステーションに指導する。
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７地方社会保険医療協膳会に係る業務

（１）法令
・社会保険医療協議会法(昭和25年法律第47号）
・社会保険医療協議会令（平成18年政令第373号）

（２）通知
・日本年金機構法の一部の施行に伴う関係政令の整備に関する政令の施行について

（平成20年９月３０日付け保医発第0930006号）

臣三葉霧丙蓉̅］
地医協の設置及び開催については、関係法令等に基づき､．次により行うこととする。

（１）議事規則
議事規則については、各地医協において定める。

グ ー ■

（２）委員の選定
①委員の構成は次のとおり。
・健康保険、船員保険及び国民健康保険の保険者並びに被保険者､事業主及び船舶所
有 者 を 代 表 す る 委 員 ７ 人
・医師､ ･歯科匿而及び薬剤師を代表する委員７人
． ・ 公 益 を 代 表 す る 委 員 ６ 人

②委員の任期は､２年とし、１年ごとに、その半数を任命する。また、委員に欠員を生
じたとき新たに任命された委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（３）会蟻の開催
①地医協は、正当な理由がある場合を除いては、６か月に１回以上開かなければならな
い。

②会長は、地方厚生(支)局長の賠問があったとき、又は委員の半数以上が審議すぺき事
項を示して招集を請求したときはその諮問又は請求の日から、２週間以内に、地医協
を招集しなければならない。
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各種業務の処理手順等



保険医療機関等の指定申請等に係る業務■■■



１-(1)保険医療機関等の指定申請等に係る業務（業務の流れＩ
保険医療機関等の指定に係る業務毎

辿
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〃

匡呈二二呈室垂三三二二三 ●
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医療樋関等開股者

地方社会保険医療協瞳ヨ

〃 ､

指定通知書の送付及び公示
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②指定等の取消後5年を経過しない医療機関等の再指定等に係る運用基準について

医療機関等及び医師等の再指定・
再登録の申請

3０

.原則として､取消後5年間は再指定･再登録を行わないものとすること。(健康保険
法第65条第３項､第71条第２項）･取消後2年以上5年未満で指定･登録できる場合とは､不正請求の金額又は金額
及び件数の割合が｢軽微｣であると認められる医療機関等であること(H10. 7. 27
付け保発第101号保険局長通知）

｢軽微｣とは通
用基準のアヌ
はイに該当し
留意事項ア、
イのいずれI:
も該当しなし、
ものをいう。



③保険医療機関等の指定変更等に係る業務

蕊弓率坐傘
一一

〈 害 … ”ｲ … … ノ 傍 ” … 卸

¥ ( 

、

31

保険医療機関薯

八 ｍ

申鯖書等書顛の審査
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保脳 医摘機関等管理システムへの入式

１
』『

審査支払機関への連絡



1-(2)保険医療機関等の指定申請等に係る業務(保険医療棚鰐の葡競指定）
◆ 項 目 ◆ 内 容 ◆備考

１ 受 付
（１）受付 行政手続の開始は行政庁への到達時点を始期とす

ることから、その起算点となる受付日を明確にするた
め、申請害及び漆付書類（以下「申請書等」という｡）
の提出があった場合は、その申請書等に受付印を必ず
押印する。
なお、受付印は、提出の種別（窓口、郵送、電子申

鯖）が分かるようにする。
※窓口、郵送、電子申請のいずれかの方法でも受
付を行う。．
※様式については地方厚生(支)局ホームページ
に掲載する。

行手法第７条、第37鼻

受付した申請書等の管理は、「地方厚生(支)局文書
管理規程」に基づき行う。

（２）受付をした申請書
等の管理

電子申請に関する事務処理は、「保険医療機関等管
理システム｣に掲載されている、医療電子申請運用説
明書（第１章から第３章及び補足１，２）に基づき取
り扱うこととする。

（３）画子申請に関する
事務

提出された申鯖書等は､記載内容に不備等がないか
の確認を行う。

健保法第65桑

登録省令様式第１号（123頁！
（４）申鯖書等の確認

登録省令第３条第１項①添付書類
ア病院の場合
・使用許可証の写し
・保険医（管理者を除く｡）の氏名及び保険医

の登録の記号及び番号並びに担当診療科名を
記載した書類
・保険医以外の医師、歯科医師及び薬剤師のそ

れぞれの数を記載した書類
・看護師、准看護師及び看護補助者のそれぞれ

の数を記載した書類
イ診療所の場合

（５）添付書類に関す弓
事項
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・使用許可証又は許可書若しくは届書の写し
・保険医（管理者を除く。）の氏名及び保険眉

の登録の記号及び番号並びに担当診療科名を
記載した書類
・保険医以外の医師、歯科医師及び薬剤師のそ

れぞれの数を記載した書類
・看護師、准看護師及び看護補助者のそれぞホ

の数を記載した書類（療養病床を有する診療所
のみ）

ウ国の開設する病院又は診療所の場合
・承認書又は通知書の写し
・保険医（管理者を除く。）の氏名及び保険医

の登録の記号及び番号並びに担当診療科名を
記載した書類
・保険医以外の医師、歯科医師及び薬剤師のそ

れぞれの数を記載した書類（診療所の場合は禰
養病床を有する診療所のみ）
・看護師、准看護師及び看護補助者のそれぞれ

の数を記載した書類（療養病床を有する診療所
のみ）

エ薬局の場合
・許可証の写し．
・保険薬剤師（管理薬剤師を除く。）の氏名及

び保険薬剤師の登録の記号及び番号を記載し
た書類
・保険薬剤師以外の薬剤師の数を記載した書雰

②提出を義務付けられていない書類の提出依頼
ア申請の際、法令等で規定されていない書面等に
よる確認が必要な場合は、確認を要するに至った
理由を説明し、保険医療機関等に期日を定めて抽
出を依頼する。
イ ロ ■ ■ ■ ■ ■ ■
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２ 審 査
（１）内容の審査 ①提出された申請書等は、関係法令等により定めら

れた基準に基づき審査し、審査の結果、疑義が生じ
た場合は、対面調査、書面等の提出等により確認を
行う。
※健保法第６５条第３項第１号から第６号までの
確認は、１（５）の書類により確認するとともに、
必要に応じ申請者からの聴取等を行うほか、保険
医療機関等管理システムによる確認も行う。

健保法第第65条

登録省令第３条第１項

調剤薬局の取扱いについて

(昭和57年５月２７日付け薬罰

第506号・保発第34号）

調剤薬局の取扱いについて

(昭和57年５月２７日付け薬ゴ

第25号・保険発第４４号）

（２）不備書類の取扱い 提出された申請書等は、関係法令等で定められた記
載事項や添付書類が不備な場合は、返戻し、行政手続
法に基づき、補正を求める。

３遡及指定 保険医療機関等の指定は、地医協に諮問を行った日
以降に行う。
ただし、第三者の権利関係に不利益を与えるおそれ

がなく、かつ、次に揚げる場合はこの限りでない。
①保険医療機関等に指定された後、当該病院若し
くは診療所又は薬局の開設者に異動があった場
合。
なお、開設者の異動とは、次の場合をいう。
ア前開設者の死亡・病気等のため、血族その他
勤務する保険医等が引続き開設者となって診
療を継続する場合
イ個人から法人（法人から個人）に組織替えし
た場合

②同一施設において単に開設者変更(死亡以外の
理由）があったのみで、患者は引続き入院その他
の診療を受けている場合

③保険医療機関等を付近に移転し、同日付で保険
医療機関等を廃止・開設し、入院その他の診療を
引き続き行っている場合（移転後の保険医療機関
等と移転前の保険医療機関等との距離が至近の
場合に限る｡）

「保険医療機関及び保険薬偏

の指定の遡及について」（昭浦

３２年７月１８日付け保険発薗

104号）

「保険医療機関及び保険薬月

の指定期日の遡及について

（昭和３３年８月２１日付け‘

険発第１１０号の２）

指定に当たっては､地医協へ諮問し、答申を受ける。 健保法第８２条地 医 協 へ の 語 間 答

産
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５審査後の処理
（１）保険医療機関等管
理システムへの入力

指定決定後、保険医療機関等の番号を設定し、申請
書に基づき保険医療機関等管理システムに必要項目
を入力するｄ
なお、入力処理に関しては、「保険医療機関等管理
システム運用説明書」を参照。

（２）処理結果の確潔 入力後、処理結果リストを出力し、入力した申請書
の内容チェックを行う。
入力膜りが判明した場合は、補正入力する。

（３）決裁 申請書等は、全ての処理が終了後、「地方厚生(支）
局事務処理規程」に基づき決裁を受ける。

び 公 示 等 ．
（１）指定通知書の送付． 地医協から答申を受け保険医療機関等として指定

した場合には、指定通知書を作成し、保険医療機関等
に送付する｡.．
※・紛失又はき損により「保険医療機関・保険薬局
指定通知書再交付申請書」の提出があった場合
は、速やかに指定通知書を再作成し、保険医療機
関等に送付する。
なお、再交付理由がき損による場合は、き損さ
れた指定通知書の添付を確罷をする。

登録省令第４条
「保険医痕機関等の指定等の
事務取扱いについて｣(昭和３２
年６月1フ日付け保発第53号）
様式１（126頁）

登録政令第１条

登像省令第５条
保険医療機関等を指定した場合、当該保険医療機関
等の名称、所在地及び指定の年月日について、速やか
に地方厚生(支)局等の掲示場に掲示することにより
行う。

（２）指定の公示

(倣蝿等への運|封藤鷲予として航した胎麦腿金等'二
絡
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フ指定の拒否
（１）指定の拒否 保険医療機関等の取消を行った場合は､原則として

取消日より５年間は地医協の雄を経た上で指定しな
いことができる。また、健保法第６５条第３項第２号
から第６号までに該当する場合も地医協の議を経た
上で指定しないことができる。
なお、以下の場合は、同条同項第６号に掲げる「著
しく不適当と認められる場合」に該当する。
①指定を取り消された保険医療機関等の開設者
が別の保険医療機関等として指定申請をしてき
たとき

②取消処分を逃れるために保険医療機関等の指
定を辞退し、その後しばらくして指定申請してき
たとき

③保険医療機関等の指定取消（取消相当を含む｡）
を２度以上｡重ねて受けたとき

④不正請求及び不当請求に係る返還金（加算金を
含む｡）を納付していないとき

指定をしないときは、当該医療機関又は薬局（以下
「医療機関等」という｡）の開設者に対して、弁明す
べき日時、場所及び理由を通知し、弁明の機会を付与

する。

健保法第65条第３項

健保法第67条
国民健康保険法等の一部を改
正する法律の施行に伴う関係
法令の施行について（平成１０
年７月27.日付け老発第４８５
号・保発第101号）

健保法第83号（２）弁明の機会の付与

健保法第67条（３）地医協への諮問 指定をしないときは、地医協に詰問し、護を経た上
で答申を受ける。

（４）指定の拒否の通知 指定をしないときは、当該医療機関等の開設者に対
して、指定拒否の通知を行う。

「指定等の取消後５年を経過
しない医療機関等の再指定に
係る運用基準について」(平成
１５年９月３日付け保医発第
的03001号）

次に該当する医療機関等については､指定申請年月
日が取消処分発効年月日から起算して５年以内であ
っても指定を行うことができる。この場合、あらかじ
め再指定の理由（不正の再発防止策、返還金の納付状
況を含む｡）を示して厚生労働省保険局長に内議を行
う。
なお、地医協への諮問に当たっては、その理由を明
らかにする。（１-（１）一齢照），

５年以内の再指定
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（１）２年未満の再指定 次に掲げる地域を含む市町村（人口５万人以上のも
のを除き、①については離島の地域のみとする｡）に
所在する医療機関等（その指定取消により、当該地域
が無医地区等となるものに限る｡）その他地域医療の
確保を図るために再指定をしないと支障が生じると
認められる医療機関等
①離島振興法（昭和28年法律第７２号)第２条第
１項の規定により離島振興対策実施地域として
指定された離島の地域

②辺地に係る公共的施設の総合整備のための財
政上の特別措置等に関する法律(昭和37年法律第
８８号)第２条第１項に規定する辺地

③山村振興法(昭和40年法律第64号)第７条第１
項の規定により振興山村として指定された山村

④過疎地域活性化特別措置法(平成２年法律第１５
号)第２条第１項に規定する過疎地域

不正請求の金額又はその金額及び件数の割合が軽
微であると認められる医療機関等
※「不正請求の金額又はその金額及び件数の割合
が軽微であると認められる医療機関等」とは、①
のいずれかに該当し、②のいずれにも該当しない
医療機関等をいう。
① 要 件
ア保険医療機関又は保険薬局の指定を取り消
された日より、２年を経過した日から起算し
て過去２年以上５年以内（以下「過去３年未
満」という。）の期間に取消を受けた医療機
関等を、監査時に判明した一月当たりの平均
不正請求金額の多い順に並べた場合におい
て、下位２．５％未満（端数は切り上げとす
る。以下同じ。）に含まれる医療機関等

イ保険医療機関又は保険薬局の指定を取り消
された日より、過去３年未満の期間に取消を
受けた医療機関等を、監査時に判明した一月
当たりの平均診療報酬請求総額に対する一
月当たりの平均不正請求金額の割合の大き
LMI頂に並べた場合において、下位2.   5%未
満に含まれ、かつ、監査時に判明した一月当
たりの平均診療報酬請求総件数に対する一

（２）２年以上５年以内
の再指定
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月当たりの不正請求の件数の割合の大きい
順に並べた場合において、下位２．５％未満
に含まれる医療機関等

②留意事項
ア診療録等の関係書類の改ざん等を伴う虚偽
の記載､報告､届出などを行ったこと､正当な
理由がなく診療録の記載をしなかったこと、
組織的に不正行為を行ったこと､その他意区
的に不正行為を行ったこと。

イ監査等の実施に当たり､診療録等の関係書類
の改ざん、焼却、隠匿、提出拒否、監査拒否
などの監査等の適正な運営の妨害を行った
こと、質問に対する拒否、虚偽の答弁・報告
や関係者への否認要請等不正事実の意図的
な否認を行ったこと。

①指定申請年月日が、取消処分発効年月日から起算
して２年未満の場合で、再指定を容認する場合は、
地方厚生(支)局長の意見を付し、厚生労働省保険局
長あて内議を行う。

②指定申請年月日が、取消処分発効年月日から起算
して２年以上５年以内の場合、あらかじめ文書によ
り厚生労働省医療指導監査室に協議を行い、その結
果、再指定を容認することとなった場合は、地方厚
生(支)局長の意見を付し、厚生労働省保険局長あて
内議を行う。

（３）厚生労働省保険局
長への内議等
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1-(3)保険医療機関等の指定申請等に係る業務(保険医療機関等の指定更新）
◆ 項 目 ◆ 内 容 ◆ 備 考

１ 受 付
（１）受付 (1)から(4)については、「1-(2)保険医療機関等０

指定申論等に係る業務(保険医療機関等の新規指定）
(３２頁)参照（２）受付をした申請書

等の管理

（３）電子申請に関する
事務

（４）申請書等の確認

健保法第６８条

登録省令様式第１長

登蜂省令第３桑‘

①ｧ溌議謹憲州……園Ｊ
の登録の記号及び番号並びに担当診療科名を
配載した書類
・保険医以外の医師、歯科医師及び薬剤師のそ

れぞれの数を記載した書類
・看護師、准看護師及び看護補助者のそれぞれ

の数を記載した書類
イ診療所の場合
・保険医（管理者を除く。）の氏名及び保険医

の登録の記号及び番号並びに担当診療科名を
記載した書類
・保険医以外の医師、歯科医師及び薬剤師のそ

れぞれの数を記載した書類・
・看謹師、准看護師及び看護補助者のそれぞれ

の数を記載した書類(療養病床を有する診療所
のみ）

ウ国の開設する病院又は診療所の場合
・保険医（管理者を除く。）の氏名及び保険医

の登録の記号及び番号並びに担当診療科名を
記載した書類
・保険医以外の医師、歯科医師及び薬剤師のそ

れぞれの数を記載した書類

（５）添付書類に関す愚
事項 (119頁】
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・看護師、准看護師及び看護補助者のそれぞれ

の数を記載した書類（療養病床を有する診療所
のみ）

工薬局の場合
・保険薬剤師（管理薬剤師を除く。）の氏名及

び保険薬剤師の登録の記号及び番号を記載し
た書類
・保険薬剤師以外の薬剤師の数を記載した書類

②その他の書類の提出依頼
ア申請の際、法令等で規定されていない書面等に
よる確認が必要な場合は、確認を要するに至った
理由を説明し、期日を定めて保険医療機関等に提
出を依頼する。
イ■■■■■■■■■■■■■■

（６）健保法第６８条第２
項に基づく指定の更新

①保険医療機関等の指定の効力は、指定された日か
ら起算して６年を経過した時にその効力を失うこ
ととされており（健保法６８条第１項)、引き続き保
険医療機関等となるためには指定の更新処理が必
要である。
ただし、病院又は病床を有する診療所以外の保険

医療機関等であり、厚生労働省令に定めるものにつ
いては、指定の効力を失う６ケ月前から３ケ月前ま
での間に再指定を受けない旨の申出を行わない場
合は、指定の申請があったものとみなされるので留
意すること。

②この取扱いは、「個人開業の保険医療機関等につ
いては、指定更新の手続を簡素化するよう配慮すべ
き」との考えで規定されたものであることから、更
新に際しては更新対象となる保険医療機関等を保
険医療機関等管理システムにより抽出し、前回指定
時以降の、当該保険医療機関等に従事する保険医等
の変更の有無等の確認を行い、変更のあった保険医
療機関等に対しては、更新案内等の配慮を行う。

健保法第６８条第１可

登録省令第９身
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一

２審査
（１）内容の審査 ２(1)から５(3)については、「1-(2)保険医療機関等

の指定申鯖等に係る業務（保険医療機関等の新規指
定)」（34頁)参照（２）不備書類の取扱い

地医協への諮問管

里

４審査後の処理
.（１）保険医療機関等管

理システムへの入力

（２）処理結果の確認
１

（３）決裁

び公示等
（１）指定通知書の送付

（２）指定の公示

（３）支払基金等への連
絡 ．

６指定更新の拒否
（１）指定更新の拒否 国民健庫保険法等の一部を改

正する法律の施行に伴う関係
法令の施行について.(平成１０
年７月２７日付Iﾅ老発第４８５
号・保発第101号
健保法第65条第３項

健保法第67条

次に該当する場合には地医協の膳を経て再指定を
行わないことができる。
①不正請求及び不当請求に係る返還金（加算金を
含む｡）を納付していないとき

②保険医療機関等として指導監査を再三受けて
いるにもかかわらず、指示事項について改善がみ
られず、指定更新時を迎えたとき
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(2)から(4)については、「1-(2)保険医療機関等の
指定申請等に係る業務（保険医療機関等の新規指定)」
(34頁)参照

（２）弁明の機会の付与

（３）･地医協への諮問

（４）指定更新の拒否の
通知
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1-(4)保険医療機関等の指定輔等に係礁務(保険医療機関の指定の変更）
◆備考◆内容◆項目

当該届出は、病床数の変更又は病床の種別変更をする場合に必要となる。

，１受付

（１）受付 (1)から(4)については、「1-(2)保険医療機関等の
指定申請等に係る業務（保険医療機関等の新規指定)」
（３２頁）参照（２）受付をした申請書

等の管理

（３）電子申請に関する
事務

（４）申請書等の確認

健保法第６６条

登録省令第６条

登録省令様式第１号の２

(127頁）

（５）添付書類に関する
事項

①添付書類
ア病院の場合
・使用許可証の写し
・医師及び歯科医師のそれぞれの数を記載した

書類
・看護師、准看護師及び看護補助者のそれぞれ

の数を記載した書類
イ診療所の場合
・使用許可証又は許可書若しくは届書の写し
・医師及び歯科医師のそれぞれの数を記載した

書類（療養病床を有する診療所のみ）
・看護師、准看護師及び看護補助者のそれぞれ

の数を記載した書類
ウ国の開設する病院又は診療所の場合
・承認書又は通知書の写し
・医師及び歯科医師のそれぞれの数を記載した

書類
・看護師、准看護師及び看護補助者のそれぞれ

の数を記載した書類（療養病床を有する診療所
のみ）

②提出を義務付けられていない書類の提出依頼
申請の際、法令等で規定されていない書面等に

よる確認の必要が生じた場合は、確麗を要するに
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至った理由を説明し、期日を定めて保険医療機関
等に提出を依頼する。

２ 審 査
（１）内容の審査 ２(1)から３(3)については、「1-（２）保険医療機関等

の指定申請等に係る業務（保険医療機関等の新規指
定)」（３４頁)参照（２）不備書類の取扱い

３審査後の処理
（１）保険医療機関等管
理システムの入力

（２）処理結果の確認

（３）決裁

（４）指定変更通知書の
送付

指定の変更をした場合には、指定変更通知書を作成
し、保険医療機関に通知する。
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1 - ( 5 )雛畠棚関鋤瀧申鵬に孫る輔(瀧鯨瀬等蛎縮 '菅瀦膿鵬剛雛細の申出｜

◆ 項 目 ◆ 内 容 ◆備考

当該届書及び申出書は、次の場合に必要となる。
①管理者、管理薬剤師、保険医等に異動があった場合
②健保法第80条第７号から第９号までの規定に該当するに至った場合
③前記①､②に掲げるもののほか､登録省令第３条第１項に規定する申請書に記載した事項(指定に
係る病床種別ごとの病床数等を除く。）又は同条第２号に規定する書類に記載した事項に変更があっ
た場合．

④指定の辞退をする場合
⑤保険医療機関等の開設･者に異動があったとき

１ 受 付
（１）受付 １(1)から(4)については、「1-(2)保険医療機関等の

指定申請等に係る業務（保険医療機関等の新規指定)」
(３２頁)参照（２）受付をした届書及

Ｏ

び申出書の管理

（３）電子申鯖に関する
事務

（４）届書及び申出書α
確湧

２ 審 査
（１）内容の審査 ①提出された届書及び申出書は関係法令により定

められた基準に基づき審査し、疑稜が生じた場合
は､､対面調査、書面等の提出等により確麗を行う。

②保険医療機関等から指定を辞退する申出がされ
た場合は、指定辞退予定年月日が申出日より１ヶ月
以上の予告期間を設けているか確認する。．

登録省令第８条（1”頁）

健保法第80条第７号～第９号

登録省令第３条

健保法隻79乗

登録省令第10条（132頁）．。

（２）不備書類の取扱い 「1-(2).保険医療機関等の指定申請等に係る業務
(保険医療機関等の新規指定)」（34頁)参照

及び申出書受選
後の処理

4（



（１）保険医療機関等管
理システムへの入力

３(1)から(3)については、「1-(2)保険医療機関等の
指定申請等に係る業務（保険医療機関等の新規指定)」
(35頁)参照

（２）処理結果の確麗

（３）決裁

保険医療機関等の指定の辞退については、保険医療
機関等の名称、所在地及び辞退の効力発生年月日につ
いて、速やかに地方厚生(支)局等の掲示場に掲示する
ことにより行う。

健保法第79条

登録政令第１条

登録省令第５集

（４）公示

保険医療機関等でなくなった場合は、支払基金等へ
の連絡を行う。

.（５）支払基金等への連
①

絡

０
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唾

保険医等の登録申請等に係る業務２



｢ ２-(1)保険医等の登録申請等に係る業務（業務の流れ）
１保険医等の登録に係る業務．

｡

4７

医師・酋科医師・薬剤０

登録票の交付及び公示◆

再登録申鯖新規登録申副

拒否相当



２保険医等の氏名変更等、登録の抹消及び登録票の再交付に関する業務

『９

一
一

4８

保険医・保険薬剤御

申請書等害類の審茜

Ｐ Ｉ 『 １

●

保険医療機関等管理システムへの入力

１■

保険医 保険薬剤師登録票の送付



２-(2)保険医等の登録申鯖等に係る業務（保険医等の登録）
◆内容◆項目 ◆備考

１ 受 付

（１）受付 (1)から(4)については「1-(2)保険医療機関等の托
定申請等に係る業務（保険医療機関等の新規指定)」
(３２頁)参照（２）受付をした申請菖

等の管理

（３）電子申請に関す：
事務

（４）申請書等の確語

①通常の場合
登録省令様式第２号のみ提出

②健保法第69条によるみなし指定の場合
使用許可証又は許可書若しくは届書の写し

③提出を義務付けられていない書類の提出依頼
申請の際、関係法令で規定されていない書面等Iこ

よる確認の必要が生じた場合は、確認を要するに翌
った理由を説明し、期日を定めて保険医等に提出を
依頼する。
特に昨今無資格者による保険診療問題が発生Ｌ
ていることから、医師、歯科医師又は薬剤師であ眉
ことを、各免許証の原本により確認することに努似
る。

（５）添付書類に関すイ
事項

健保法第64条

登録省令第１２条

登録省令様式第２号（134頁）

健保法第69条

且 審 査
（１）内容の審査 提出された申請書等は、関係法令等により定められ

た基準に基づき審査し、審査の結果、疑義が生じた増
合は、対面調査､書面等の提出等により、確認を行う。
※健保法第７１条第２項第１号から第４号までに
ついての確認は、必要に応じ申請者からの聴取等
を行うぼか、保険医療機関等管理システムによる
確認を併せて行う。

健保法第６４条

登録省令第１２条

健保法第６９条

健保法第７１条第２頑
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（２）不備書類の取扱Ｌ 「1-(2)保険医療機関等の指定申請等に係る業瀞
(保険医療機関等の新規指定)」（34頁)参照

３審査後の処理
（１）保険医療機関等層
理システムへの入力

(1)から（３）については「1-(2)保険医療機関等α
指定申請等に係る業務(保険医療機関等の新規指定)．
(35頁)参照

（２）処理結果の確扇

（３）決童

４登録票の送付及び公
丞笠
（１）登録票の送付 保険医等を登録した場合には、保険医等の登録票を

●

作成し、保険医等に送付する。
登録省令第141条

登録省令様式第３号(136頁)、

第４号（137頁）

行政手続法の施行に伴う実鮒

上の留意事項について(平成（

年９月30日付け老健第280号、

保発第131号）

（２）標準処理時階 登録票の作成を行う場合は、原則として、受付から
１ヶ月以内に行う。
なお、申請書又はその添付書類等に不備があった場

合や、著しく不適当ではないことを確認する必要があ
る場合については､当該補正･確認を適切に実施する。
この場合、不備な申請を補正するための期間は、標

準処理期間に含まれない。

（３）登録の公示 保険医等を登録した場合、保険医等の氏名並びに登
録の記号及び番号、登録年月日について速やかに地方
厚生(支)局等の掲示場に掲示することにより行う。

登録政令第６条

登録省令第21身

、

５登録の拒否
（１）登録の拒否 .保険医等の取消を行った場合は、原則として取消日よ

り５年間は地医協の議を経た上で登録しないこと力
できる。また、健保法第71条第２項第２号から第４
号に該当すると認められる場合も､地医協の議を経た
うえで登録しないことができる｡なお､以下の場合は，
同条同項第４号の「著しく不適当と淫められる場合」
1こ該当する。
①取消処分を逃れるために保険医等の登録を謝

健保法第71条

国民健康保険法等の一部を副

正する法律の施行に伴う閏月

法令の改正について（平成1（

年７月２７日付け老発第４８１

号・保発第101号）

5（



一 一

退し、その後しばらくして登録申請してきたし会
②保険医等の登録取消（取消相当を含む｡）を２
度以上重ねて受けたとき

（２）弁明の機会の付与 灘蝋勇難謬ｼ|瞳･…
（３）地医協への酷間 (鑑鎮駕鰯謡需瀧屋係る業務|"…
(4)登録の拒雷の通麹|通憲震いと書は医師簿に対して登雛香。

６５年以内の再登＆ 次に該当する医師等については登録申諸年月日が
取消処分発効年月日から起算して５年以内であって
も登録を行うことができる。この場合、あらかじめ厚
生労働省保険局長に内継を行う。
．なお、地医協への諮問に当たっては、その理由を明

らかにする。（１-（１）-②参照）

「指定等の取消後５年を経過

しない医擦機関等の再指定に

係る運用基準について」（平月

１５年９月３日付け保医発N

0903001号）

次に掲げる地域を含む市町村(人口５万人以上のも
のを除き、①については離島の地域のみとする。）に
所在する医療機関等に従事する医師等(その登録の取
消により、当該地域が無医地区等となるものに限る｡）
その他地域医療の確保を図るために再登録をしない
と支障が生じると認められる医師等
①離島振興法(昭和28年法律第72号)第２条第１
項の規定により離島振興対策実施地域として指
・定された離島の地域

②辺地に係る公共的施設の総合整備のための財
政上の特別措置等に関する法律(昭和37年法律第
８８号)第２条第１項に規定する辺地
③山村振興法(昭和40年法律第64号)第７条第１
項の規定により振興山村として指定された山村
④過疎地域活性化特別措置法(平成２年法律第１５
号)第２条第１項に規定する過疎地域
※現在は、目的が同じ･である「過疎地域自立
支援特別措置法(平成１２年．３月３１日法律第

（１）２年未満の登録

51



１５号)」

不正請求の金額又はその金額及び件数の割合が軽
微であると認められる保険医等
※「不正請求の金額又はその金額及び件数の割合が
軽微であると認められる保険医等」とは、医療機関
の取扱いに準じることとなるが、要件及び留意事項
については次の点に留意する。
「１-(2)保険医療機関に係る業務（新規指定）８(2)」

（３７頁)参照
①要件については、医師等の区分ごとに判断す
る。

②留意事項については、開設者又は管理者の強要
等があった場合であって、「保険医療機関及び保
険医療養担当規則」（昭和32年４月30日厚生省令
第１５号）、「高齢者の医療の確保に関する法律
の規定による療養の給付等の取扱い及び担当に
関する基準」（昭和58年１月20日厚生省告示第14
号)又は｢保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則」
（昭和32年４月30日厚生省令第16号）の規定を遵
守しようとしたにもかかわらず生じた事情につ
いては、この限りでないこととする。
なお、医師等自らが関与した不正請求の金額及

び件数の割合を正確に把握できない場合におい
ては、当面、当該割合の算出方法として、医療機
関等単位で算出された１月当たりの平均診療報
酬請求総金額又は総件数をそれぞれ医師等の常
勤換算数で除した金額及び件数に対する不正請
求に関与した医師等ごとの監査時に判明した１
月当たりの不正請求の金額及び件数の割合を用
いることができる。また、名義貸しを行った場合
又はこれに関与した場合にあっては、その利得
し、又は利得させた額を不正請求の金額に加える
ものとする。

（２）２年以上５年未満
の登録

①登録申請年月日が､取消処分発効年月日から起算
して２年未満の場合で、再登録を容認する場合は、
再登録の理由を示すとともに地方厚生(支)局長の
意見を付し、厚生労働省保険局長あて内議を行う。

②登録申請年月日が､取消処分発効年月日から起算

（３）厚生労働省保険局
長への内議等

5２



一 一 -

して２年以エ５年以困の零台ば、曇らかじめ又吾に
より厚生労働省医療指導監査室に協議を行い、その〃
結果、再登録を容認するとなった場合は、地方厚生
(支)局長の意見を付し､厚生労働省保険局長あて内
議を行う。

5３



2-(3)保険医等の登録申鯖等に係る集務(保険医等の氏名変更等､登録の抹消及び登録票の再交付）
◆ 項 目 ◆ 内 容 ◆備考

当該届出、申出及び申請は、次の場合に必要となる。
①保険医等の氏名に変更があった場合
②健保法第81条第４号から第６号までの規定に該当した場合
③保険医等が従事する保険医療機関等の所在地に変更があった場合又は、保険医等の住所地の属す
る都道府県に変更があった場合
④紛失又はき損により保険医等の登録票を再交付する場合
⑤保険医等が登録の抹消の申出を受けた場合

1 受 付
（１）受付 (1)から(4)については、「1-(2)保険医療機関等の

指定申請等に係る業務（保険医療機関等の新規指定)」
(３２頁)参照（２）受付をした届書、

申出書及び申請書
の管理

（３）電子申請に関する
事務

（４）届書、申出書及び
申請害等の確認

①保険医等の氏名に変更があった場合
・保険医･保険薬剤師届出事項変更届

②保険医等が健保法第８１条第４号から第６号まで
の規定に該当した場合‘
・保険医･保険薬剤師届出事項変更届
※保険医等の登録票は、登録が取消された場合
は、１０日以内に返納させること。

③保険医等が従事する保険医療機関等の所在地に
変更があった場合又は保険医等の住所地の属する
都道府県に変更があった場合
・保険医･保険薬剤師届出事項変更届

④保険医等が死亡又は失そうの宣告を受けた場合
・保険医･保険薬剤師届出事項変更届

⑤紛失又はき損により保険医等の登録票を再交付
する場合．
・保険医･保険薬剤師の登録票再交付申請書

登録省令第１６桑（138頁）（５）添付書類に関する
事項

登蜂省令第16条（138頁）

登録省令第１６条（138頁）

登録省令第１６条（138頁）

登録省令第１８条（139頁）
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⑥保険医等から登録の抹消の申出を受けた場合
・保険医･保険薬剤師登録抹消申出書

※登録抹消予定年月日終了後、１０日以内に保鵬
医等の登録票を返納させること。

⑦届出、申出及び申請の際、法令等で規定されてし
ない書面等による確認が必要な場合は、確認を要す
るに至った理由を説明し、保険医療機関等に期日署
定めて提出を依頼する。

健保法第79条

登録省令第20条(140頁】

２ 審 査
（１）内容の審査 ①提出された届書、申出書及び申請書は、関係法令

等により定められた基準に基づき審査し、審査の紀
果、疑義が生じた場合は、対面調査、書面等の提仕
等により確浬を行う。

②保険医等から登録を抹消する申出がされた場合
は、登録抹消予定年月日が申出日より１ヶ月以上α
予告期間を設けているか確認する。

健保法第79条

登録省令第20条

「１-(2)保険医療機関等の指定申請等に係る業務

(保険医療機関等の新規指定)」（３４頁)参照
（２）不備書類の取扱い

甲出吾及ひ耳

請書の受理後の処理
（１）保険医療機関等管
理システムへの入
力

(1)から(3)については、「１-(2)保険医療機関等の
指定申請等に係る業務（保険医療機関等の新規指定)」
(３５頁)参照

（２）処理結果の確笛

（３）決裁

①上記１(5)①、③及び⑤の場合ぱ、保険医等登録
票の書換え又は再作成を行い、速やかに当該保険医
等に送付する。

②上記１(5)③の場合は、変更前の保険医等が従事
する保険医療機関等の所在地又は保険医等の住所

（４）登録票の送ｆ
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一
地の属する事務所等より変更後の保険医等が従事
する保険医療機関等の所在地又は保険医等の住所
地の属する事務所等に連絡を行い、変更後の事務所
等において保険医等登録票の書換えを行い、速やか
に当該保険医等に送付する。 登録省令第１５条

（５）標準処理時間 登録票の書き換えを行う場合にあっては受付から
１ケ月、再交付にあっては受付から２週間以内に行
う。

行手法第６条
「行政手続法の施行に伴う実
施上の留意事項について」（平
成６年９月30日付け付け老健
第280号、保発第131号）
登録政令第６条

（６）公示 保険医等の登録の抹消については、保険医等の氏
名、保険医登録の記号･番号及び抹消年月日について、
速やかに地方厚生(支)局等の掲示場に掲示すること
により行う。

登録省令第21条

弱



施設基準等に係る業務３
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施設基準等に係る業務（届出等）Ｏ ′ 、 、
Ｏ一V*.ノ

◆内容◆項目 ◆備考

１ 受 付

（１）受付 （１）から（３）については、「1-(2)保険医療機関等
の指定申鯖等に係る業務（保険医療機関等の新規指

定)」（32頁）に準じて取り扱う。

行手法第７条．３７条

（２）受付をした届出書
等の管理

（３）電子申請に関する
事項

（４）届出書等の確湧 提出された届出書等は､記載内容に不備がないかを
確麗し、添付書類が必要な届出書は、併せて漆付書類
の確麗を行う。
なお、届出書等の種類に応じて次の通数が提出され
ているか確窟する。
①届出書等の部数の確認(先進医療に係るものを除
く ） 正 副 ２ 通

②先進医療の届出（既評価技術に係るもの）の部数
の 確 認 正 副 ２ 通
③保険外併用療養費の（選定療養）に係る報告書

１通

基本基準通知

特掲基準通知

食事療養通知

先進塵客屋出通知

保険外療養貴留意事項通知

①基本診療料の施設基準等に係る届出書及び特掲
診療料の施設基準等に係る届出書については、関係
法令等に記載されている必要書類が添付されてい
るかを確認する。

②入院時食事療養費･入院時生活療養費等届出書に
基づく添付書類については、食事療養通知の別添
（入院時食事療養費及び入院時生活療養の食事の
提供たる療養に係る施設基準等）に定められている
必要書類が添付されているかを確認する。

③先進医療届出書の添付書類については､先進医療
届出通知で定める必要書類が添付されているかを
確盟する。

（５）添付書類に関する
事項

基本基準通知

特掲基準通知

食事療養通知

先進医療届出通知
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④保険外併用療養費（選定療養）の報告の添付書類
については､保険外併用療養費に係る通知に定める
必要書類が添付されているかを確認する。

保険外療養受留意事項通知

２ 審 査
（１）内容の審査 提出された届出書等は、関係法令等に定められた基

準に基づき審査し、審査の結果疑義が生じた場合は、
対面調査、書面等の提出等により確認を行う。

基本基準通知

特掲基準通知

食事療養通知

先進疾獲雇閉涌知

保険外療養費留意事項通知提出された届出書等は、関係法令等に定められた配
載事項又は添付書類に不備がある場合は返戻し、ある
いは補正を求める。

（２）不備書類の取扱い

３審査後の処理
（１）保険医療機関等管
理システムへの入力

施設基準ごとに届出書等に基づき必要項目の入力
を行う。
なお、入力処理に関しては、「保険医療機関等管理
システム運用説明書」による。

入力後、処理結果リストを出力し、入力した届出書
等の内容を確麗する。
入力誤りが判明した場合は､入力内容を補正入力す
る。

（２）処理結果の確認

届出書等は、全ての処理が終了後、「地方厚生(支）
局事務処理規程」に基づき決裁を受ける。

（３）決裁

基本基準通知

特掲基準通知

食事療養通知

審査に要する期間は、２週間を標準とし、遅くとも
楓ね１か月以内（提出者の補正に要する期間を除く）
とする。

（４）標準処理期間

基本基準通知

特掲基準通知

食事療養通知

先進塵窪届出詞知

①施設基準の届出について受理した場合には、受理
通知書を作成し、副本に受理番号を付して保険医療
機関等へ送付する。

②先進医療の届出（新規技術に係るもの）にあって
は、地方厚生(支)局長は厚生労働省から通知（科学
的評価結果）を受けた場合は、速やかに保険医療機
関へ送付する。その後、保険医療機関が先進医療の．
施設基準に適合している場合には、届出を受理した

受理通知書等の発針

釡
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先進医療の届出（既評価技術に係るもの）にあっ
ては、届出について受理した場合には、受理通知書
を保険医療機関へ通知するとともに副本１通及び
受理通知の複写を保険局医療課に送付する。

③受理した各種施設基準については、支払基金等へ
通知する。
また、事務所等において閲覧（地方厚生(支)局の
ホームページ）に供するとともに保険者等に提供す
るよう努める。

④施設基準について不受理とした場合は､速やかに
その旨を保険医療機関に対して通知する。

①月の最初の開庁日より後に受理を行った場合は、
受理日の属する月の翌月１日とする。
②月の最初の開庁白に受理を行った場合は､受理日
の属する月の１日とする。

５算定開始日 基本基準通知

特掲基準通知

食事療養通知

６７月１日報告等の取

基本基準通知

特掲基準通知
､食事疲養通知

'霞≦………|驚鴬擢羅蕊霧
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（32頁）に準じて取り扱う６
②審査については､前年の７月１日から当該年６月
３０日までの間に行った先進医療について遅滞なく
定期報告を受ける。．．
また、先進医療が当該年４月１日以降、保険導入
された場合又は削除された場合には、前年の７月１
日から当該年３月３１日までの間に行った先進医療
について当該年５月末までに定期報告を受ける。．

７変更届の取扱い 保険医療機関等から届出された基準についての変
更届出が提出された場合は、施設基準の届出に関する
手続きを定めた通知により要件審査を行った上で、受
理又は不受理を決定し通知を行う。なお、審査後の処
理､受理通知等の発送及び算定開始日については､上
記３，４，５によるものとする。

基本基準通知

特掲基準通知

食事療養通知

８辞退届の取扱い

（１）受付． 保険医療機関から辞退の申し出があった場合は、辞
退届の提出を求める。
「1-（２）保険医療機関等の指定申請等に係る業務
（保険医療機関等の新規指定)」（32頁）に準じて取り
扱う。

様式３(141頁）

･上記「２審査」（59頁）に準じて取り扱う。（２）内容の審査

上記「３審査後の処理」（５９頁）に準じて取り扱（３）保険医療機関等管
理システムの入力等

一

つ。

上記３「審査後の処理」（５９頁）に準じて取り扱（４）決裁
一

つ。

①施設基準等について､辞退届の受理を決定した場
合には、受理通知書を作成し副本とともに当該保険
医療機関等へ送付する。

②受理した各種施設基準については､支払基金等へ
通知する。

（５）受理通知の発送

ヅ

変更届出書及び辞退届出書の届出遅延については、
その内容について精査を行い、必要に応じて適時嗣査
を実施する。

９留意事項

61



3-(3)施設基準等に係る業務（適時鯛査）
◆内容◆項目 ◆備考

１実施計画
（１）実施計画の策定 ３月中に翌年度の実施計画を策定する。

（２）実施機関の選定 届出書を受理した保険医療機関等について、原則年

■回､受理後■■■以内の実施を目途に実施する。
ただし、各種指導等で対応が困難な場合について

は、次の点を考慮し対象機関の選定を行う。
・情報提供があった保険医療機関等
・施設基準を既に届けている保険医療機関等にお

いて、７月１日現在での報告により施設基準を満
たしていない等の疑義が生じた保険医療機関等

基本基準通知

特掲基準通知

食事療養通知

２事前準備
（１）実施通知 ①保険医療機関等に対して、調査日の３週間前を目

途として実施通知を送付する。
②実施通知には以下の事項を記載する。
ア適時調査の根拠及び目的
イ調査の日時及び場所
ウ準備すべき書類等

③実施通知と合わせて以下の内容について、調査日
までに準備するよう依頼する。
ア医師等の現員数、勤務状況の確認できる書類
イ看護要員の病棟配置状況が確認できる書類
ウその他必要に応じた書類

様式４(142頁）

①既に届出が行われている施設基準の内容につい
て確認する。また、情報提供があった場合について
は、その内容と届出の内容の整合性を確認する。

②当日の調査が効率的に実施できるよう、施設基準
等実施状況調査書等を作成する。なお、作成に当っ
ては、決して一部の施設基準に特化したものとなら
ないよう留意すること。

（２）調査事項等

様式５(143頁）

様式６(144頁）

調査が円滑に実施できるよう、当日の適時調査進行
要領を作成する。

谷考１(165頁）（３）進行要領
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３調査担当者 ①原則として、事務所等の事務官及び保険指導看護
師が調査に当たる。なお、調査の準備を含め、調査
の実施に当たっては非常勤職員の活用に努める。

②調査内容を考慮して医学的､歯科医学的又は薬学
的判断が必要と考えられる場合には、指導医療官を
加える。

③必要に応じて地方厚生(支)局の医療指導監査担
当官も調査に加える。

①学識経験者への立会依頼
実施に当たり、都道府県医師会等の立会依頼は不

要である。
②年度。月次計画書等の事前通知

年度・計画及び実施の事前通知は行わない。

４都道府県医師会等へ
の対応
一

５当日の業務 ①調査の目的・調査の手順の説明
院内視察や書類による確認調査を行うこと。ま
た、調査結果を取りまとめ講評を行う旨を説明す
る。

②院内視察
届出されている施設基準に基づき､’

峠につし

て視察を行い､運用の実態を確認する。
③関係書類に基づく調査
関係書類を■■■､面接懇談方式により調査を実

施する。なお、調査においては、施設基準に関する
届出書（添付書類を含む｡）や過去の報告と矛盾が
ないか十分に確認する。

④調査結果の取りまとめ
調査担当者において調査確認事項等を整理し、取
りまとめる。

⑤調査結果伝達
調査結果について口頭で説明を行う。

６調査後の業務
（１）調査結果の通知 ①調査結果通知を作成するとともに改善報告書、返

還金関係書類を合わせて送付し、期限を定めて報告
等を求める。

②調査結果のうち、指摘事項については、「改善事

様式７(145頁）
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項」と「返還事項」とする。なお、「改善事項」は、
運用内容に適正を欠く部分が認められるものの、施
設基準の状態の維持には特に問題がないものとし、
「返還事項」は、届出・運用内容に適正を欠く部分

が認められ、施設基準を満たしていないものと判断
されるものとする。

③調査結果通知後(虚偽の届出等不正の疑いがない
場合）施設基準の要件を満たしていないものについ
ては、速やかに辞退届の提出を求める。

④保険医療機関等管理システムに必要項目を入力
する。

（２）改善報告書 ①改善報告書は、調査結果の通知後、１か月後を期
限として提出を求める。

②改善報告書の提出に係る進捗管理を行い、改善報
告書が提出されない保険医療機関等については督
促を行う等、適切に指導を行う。

③保険医療機関等から提出された改善報告書につ
いては、指摘事項と突合し改善報告内容を確認す
る。

④改善報告の内容が、指摘に対する改善の効果が期
待できない等、不十分な場合は、保険医療機関等へ
返戻し、再提出を求める。

①施設基準を充足していないことが判明し、届出の
変更又は辞退を求める場合は、施設基準を充足しな
くなった日の属する月の翌月（施設基準を充足しな
くなった日が月の初日の場合は当該月）から現時点
までの返還を求める。
なお、返還については、診療録及びレセプトの保

存期間が５年とされていることから、原則５年とす
る。

②返還金関係書類は調査結果の通知後、診療所及び
薬局は１ヶ月後、病院は２ヶ月後を期限として提出
を求める。

③返還金関係書類の提出に係る進捗管理を行い、返
還金関係書類が提出されない保険医療機関等につ
いては督促を行う等、適切に指導を行う。

④保険医療機関等から返還金同意書等必要な書類
が提出された場合は、適時調査において指摘した事

（３）経済上の措置
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項が全て網羅されているか等確認を行い-保険者に
通知する。
なお、返還同意書等の内容が、調査結果と不整合
である等の場合は、保険医療機関等へ返戻し、再提
出を求める。

⑤今後支払われる診療報酬がある場合には、地方厚
生(支)局が保険者に代わって支払基金等に対し、今
後支払われる診療報酬から返還するよう依頼する
ことができる。
※支払基金等がこれによりがたい場合、支払基金
等から当該保険者に連絡し、返還金相当額を当該
保険医療機関等から直接当該保険者に返還させ
ることとなる。

⑥保険医療機関等の自主点検の結果､被保険者の一
部負担金に過払いが生じた場合は､適切かつ速やか
に被保険者へ返還するよう保険医療機関等に指導
する。

調査において、虚偽の届出や届出内容と実態が相
違し、不当又は不正が疑われる場合には、調査を中
断又は中止し個別指導又は監査の対象とする。この
場合、調査結果の通知はしない。
なお、調査を中止するに際しては、地方厚生(支）
局と協議する等、慎重に判断すること。

（４）個別指導又は監査
への移行
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選定委員会に係る業務４



４選定委員会に係る業務
◆内容◆項巨 ◆備考

①集団的個別指導及び都道府県個別指導の対象と
なる保険医療機関等並びに特定共同指導及び共『
指導の対象候補となる保険医療機関等の選定

②個別指導の対象となる訪問看護ステーションｄ
選定

③指導計画の確認や指導結果の確認等指導に関す
る事項で委員長が必要と認めたこと

１ 所 掌 指導大綱

指導大綱実施要針

訪問看謹指導要綿

２委員構句 ①事務所等に設置する選定委員会
地方厚生(支)局長が指導医療官及び事務官か２

指名する。
なお、選定委員会には都道府県の国民健康保険ヨ

管課及び後期高齢者医療主管課の職員にあって、者
道府県が適当と認める者を委員として参画させる。

②地方厚生(支)局に設置する選定委員会
地方厚生(支)局長が指導医療官及び事務官か２

指名する。
上記①で設置された選定委員会において選定さ

れた結果について公正性を確認し、最終決定する。

指導大綱

指導大綱実施要領

３開催時測 ①翌年度の指導対象保険医療機関等の選定につし、
は、３月中に開催する。

②情報提供等により新たに個別指導が必要と認虻
るものが生じた場合は、必要に応じ随時開催する。

新大綱質問魚

４選定業務
（１）保険医療機関等 ①集団的個別指導の対象保険医療機関等について、

指導大綱及び指導大綱実施要領に基づき、レセプト
１件当たりの平均点数の高い保険医療機関等の上
位８％を選定する。
なお、集団的個別指導又は個別指導を受けた保険

医療機関等は、翌年度及び翌々年度の選定対象から
除外する。

②個別指導の対象保険医療機関等について、指導大
綱及び指導大綱実施要領に基づき、前々年度に集団
的個別指導を受けた保険医療機関等でレセプト１

指導大綱

指導大綱実施要領
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件当たりの平均点数が高い保険医療機関等の上位
から概ね半数以上を選定する。
ただし、次の点に留意すること。
ア情報提供があった場合はこれ一施
する。

イ過去に実施された直近の個別指導の結果､指導
後の措置が「概ね妥当」であり、かつ、現在におい
いても妥当適切な状態が継続しているもの、又は
「経過観察」であり、その後改善が図られていると

認められるものについては､都道府県の支払基金等
に意見を聴いた上で個別指導の対象から除外する
ことができる。
この場合、議事録又は関係書類に指導対象から除

外した理由（根拠）を明らかにしておくこと。
※「意見を聴く」とは、除外の適否を問うこと
ではなく、指導の改善状況に係る審査の状況に
ついて、行政として支払基金等に対して意見を

求め、悪意的要素を排除しようとするものであ
り、最終的には行政庁が判断するものである。

③特定共同指導及び共同指導の対象候補保険医療
機関等を選定する。
なお、次の点に留意すること。

ア特定共同指導の候補選定については、過去の指
導実施状況及び監査実施状況
イ共同指導の候補選定について、全ての保険医療
機関等を対象とすること。
ウ選定に当たり必要と認められるときは、支払基
金等に意見を聴くこと。

保険医療犠関等に対する指導
及び監査の取扱いについて
（平成10年３月18日保険局
医療課指導監査室長内かん）

指導大綱における保険医療機
関等に対する指導の取扱いに
ついて（平成７年１２月２２日
保険発第164号）

新大綱質問集

指導大綱
特定共同指導等の実施に係る
取扱いについて（平成24年３
月１２日保医発0312第２号）

肪問看渡指導要綱個別指導の対象訪問看護ステーションを指導要綱
に基づき選定する。
選定に当たり、必要と認められるときは、支払基金
等に意見を聴くことができる。

（２）訪問看護ステーシ

ョン

選定委員会を開催したときは、議事録を作成し保存
する。

５ 議 事 録

選定委員会で配布した資料のうち、保険医療機関等
の名称等の法人情報が記載された資料については、当
該委員会終了後に回収すること。なお、当該資料は、

資料の管理《畠｝）

萱
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指導・監査業務を実施するうえで必要な資料であるこ
とから都府県事務所等において組織として保管する
こと。
また、議事録については、当該委員会の庶務を担当

する課等において、個人情報等に配慮のうえ保管する
こと。
なお、決裁は、必要最小限の者について仰ぐこと。

保険医療機関等の集団的個別指導及び都道府県個別指導並びに訪問看護ステーションの個別指導の
選定基準

療機関等の ①保険医療機関等の機能､診療科等を考慮したうえ
でレセプトの１件当たりの平均点数が高い保険医
療機関等（ただし、取扱件数の少ない保険医療機関
等は除く。以下「高点数保険医療機関等」という｡）
について１件当たりの平均点数が高い順に選定す
る。
※毎年厚生労働省から送付される類型区分ご
との基礎データによりレセプト１件当たりの
平均点数順に一覧表を作成する。
なお、都道府県の実情に応じ、後期高齢者医

療分のレセプトを使用することが適当と認め
られる場合は、「医療機関別平均値一覧表（医
療保険十後期高齢者保険）の作成について」に
より作成する。

②レセプトの１件当たりの平均点数が各都道府県
の平均点数の一定割合（病院（歯科を除く）にあっ
ては１．１倍、その他にあっては１．２倍）を超え
るものであり、かつ、前年度及び前々年度に集団的
個別指導又は個別指導を受けた保険医療機関等を
除き、類型区分ごとの保険医療機関等の総数の上位
８％の範囲に位置する保険医療機関等を対象とす
る。

指導大綱

団的個別指導

医療指導監害室長補佐事務連
絡（平成24年１月２７日）

指導大綱実施要領

指導大綱集団的個別指導を受けた保険医療機関等のうち、翌
年度の実績においても、なお、高点数保険医療機関等
に該当する上位４％の範囲に位置する保険医療機関
等とする。（ただし、集団的個別指導を受けた後、個
別指導の選定基準のいずれかに該当するものとして
個別指導を受けたものについては、この限りではな

m這婁
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ただし、次に掲げるものを優先する。
①支払基金等、保険者、被保険者等から診療内容
又は診療報酬の請求に関する情報の提供があり、
都道府県個別指導が必要と認められた保険医療
機関等

②個別指導の結果､個別指導後の措置が｢再指導」
であった保険医療機関等又は「経過観察」であっ
て、改善が認められない保険医療機関等

③監査の結果、戒告又は注意を受けた保険医療機
関等

④集団的個別指導の結果､指導対象となった大部
分の診療報酬明細書について、適正を欠くものが
認められた保険医療機関等．

⑤正当な理由がなく集団的個別指導を拒否した
保険医療機関等

⑥その他､特に都道府県個別指導が必要と認めら
れる保険医療機関等

次に掲げる訪問看護ステーションについて、原則と
して全件実施する。
①審査支払機関、保険者、被保険者等から指定訪
問看護等の内容又は訪問看護療養費の請求に関
する情報の提供があり、個別指導が必要と認めら
れた訪問看護ステーション
②都道府県介護保険担当部署との連携により、合
同による個別指導が必要と認められた訪問看護
ステーション

③個別指導の結果、指導後の措置が「再指導」で
あった訪問看護ステーション又は「経過観察」で
あって、改善が震められない訪問看瞳ステーショ
ン ．

④監査の結果､戒告又は注意を受けた指定訪問看
護事業者の当該訪問看護ステーション
⑤正当な理由がなく集団指導を拒否した訪問看
護ステーション

⑥その他､特に個別指導が必要と認められる訪借
看護ステーション

保険医療機関等に対する指導
及び監査の取扱いについて
（平成１０年３月１８日保険局
医療謀指導監杏室長内かん）

訪問看薩指導要綱方間看堕ステーン
ンの個別指導
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5-(1)各種指導に係る業務（業務の流れ）
１保険医療機関等の指導

瞳船個
．法・法法

保
保
保

７医・》４．

第
第
第

条
条
条

３
９
１

(高齢者医療確保法第６６条

●

ｌ
監査実加

’ Ｉ ↓
。

70

新規指買 既 指 定

1 「

新 規
個別指箪 集 団 指 導

新規指定か
ら６月ａ

新規指定 診僚報顔改定時

指定更新時刻

都 道 府 県 個 別 指 湧
●

（ 共 同 指 導 ）

要監査

Ｐ

選 定 委 員 会

高点数保険医療機関等
を選冗

情報の提供、戒告・注意．
その他を選定

再指導

選 定 ． ヨ 員 会
■

共 ． 同 指 導

溌繍１
都道府県個別指導

［
特定共同指導

働省・地方厚生
･都道府県が ］



２集団指導（業務の流れＩ

①指導対象保険医療機関等又は保険医等の選覧

且構湘…魂…識
Ｑ一議i室瞳

Ｕ指軸嚇療機卿柵鴎臆…剛柵

ｎ〉

｣̅｜
へ ＝

･ ・ の確蔑

指導対象保険医療機関等又は保険医等が出席しているか
確認ＵJ̅ｌへ 一

L ） 手 l 順 等 の 説 砂

Ｕ摘切……皇ついて”、
へ 〆

○ 指 導
保険診療の取扱い､､診療報酬請求事務、診療報酬の改ヌ

内容、過去の指導事例等について、講習、講演等の方法可
指導を実施

ｌ

Ｉ
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３集団的個別指導（業務の流れ）

①指導対象保険医療機関等の選冗

Ｕ繍個㈱…に塗っ雛Ｕ
且墓並塞瞳

“蕊妻穿翻…柵、
、／

③指導実施（当日０

Ｕ梼柵陰聯卿《幽席してい"欄｣̅１
- 一

○指導手順等の説匪

Ｏ構の目的繍順等について膜，｣̅１
- 一

指導集団部分）

０ｎ- 一

・保険診療の取扱い等について、議習、講演等の
方法で指導を実施

※個別部分を実施する場岩

○指導（個別部分
・少数のレセプトに基づき、個別に簡便な面接懇圃
方式により指導を実施

a且上導結果の説破
・指導結果について口頭で説砿
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４個別指導・新規個別指導（業務の流れ）

指導対象保険医療機等の選定

Ｕ》皿
ｎ〉 指導大綱に定める選定基準に基づき選定

指導対象保険医療機関等に対して実施通知を発送
都道府県医師会等に立会依頼
レセプトの収集
指導事項等の整理

、
へ 〆

③指導実施（当日の流れ）

○出席者の確記

且 ・出席を求めた者が出席しているか、出席を求めた者以外が
出席していないかを確盟

-

ｌ喜一ｒ一
持参資料の確農

旦馴に連…斜雀涛診…か確“１-Ｊ一
手|順等の説り

・指導の目的、指導手順について説明且一旦
J̅１
- 一

レセプトの内容について、診療録、関係書類等を閲覧し、
面接懇談方式により指導を実施．

１１-」’一ｒ一
指 摘 項 の 剛

Ｏ棚織において柵職蜜……」［
へ 一

指導結果の説叫
指導結果について口頭で説明

Ｕ、へ 〆

④ 指 導 結 果 の . : ’
・指導当日のチェックリスト等の精査、指導結果の決定・通知
・改善事項、返還金の確麗
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5-(2)各種指導に係る業務（集団指導）
◆内容 ◆備考◆項巨

目的及び指導対易 指導大綱に定められた選定基準に基づき、以下の区
分により保険医療機関等及び保険医等を対象に、療担
規則等に定められている保険診療の取扱い、診療報酬
の請求等について周知徹底することを目的として実
施する。
①指定時集団指導
新規指定の保険医療機関等については､概ね１年
以内に全てを対象として実施する。なお、新規指定
前に実施しても差し支えない。．
②改定時集団指導
③更新時集団指導
④保険医等集団指導
なお、②～④は指導の目的、内容等を勘案して実施
する。

指導大灘

「5-(1)各種指導に係る業務（業務の流れ)」（７．
頁）参照：

２業務の流れ

３事前準備
（１）実施通知 ①指導対象保険医療機関等に対して、指導日の１か

月前を目途として実施通知を送付する｡
②実施通知は行政として発簡する。都道府県医師会
等と同時に実施する場合でも連名による案内は行
わない。
③実施通知には以下の事項を記載する。．
ア集団指導の根拠規定及び目的
イ指導の日時及び場所
ウ出席者
エ地方厚生(支)局及び都道府県が共同で行うこ
と

･指導大綱実施要侭
●

･様式８(146頁）

指導大綱

①原則として､事務所等会議室で実施する。指導の
規模等により事務所等会議室の使用が困難な場合
は、公的施設等を使用する。

（２）実施場所
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②都道府県医師会等の会議室は､原則として使用し
ない。

③都道府県医師会等が行う説明会等と同一日に同
じ会場で実施することは可能とするが、会議の位置
付けとしては、指導大綱に基づく集団指導であるこ
とから、行政が行う集団指導と都道府県医師会等が
行う説明会等は明確に分けること。例えば、前半は
行政主催、後半は都道府県医師会等主催とし、行政
主催部分の会場借料等は行政として負担することも

（３）出席者 出席者については、前記１の区分に応じて、指導の
内容等より決定し、出席を求める。

（４）学識経験者への立
会依頼

都道府県医師会等への立会依頼は必要に応じて行
う。

（５）進行要領 指導が円滑に実施できるよう、指導当日の進行要領
を作成する。

４指導当日の業務
（１）当日の流れ 「5-(1)各種指導に係る業務（業務の流れ)」（７１

頁）参照

（２）出欠の確認 出欠状況を確認する。

（３）指導方法等 指導対象となる保険医療機関等又は保険医等を一
定の場所に集めて、以下の内容について講習、講演等
の方法で指導を行う。
①指定時集団指導
・医療保険制度
・保険診療と関係法令
・保険医療機関等の指導・監査
・診療報酬の請求事務等

②改定時集団指導
・診療報酬点数表の改定
・施設基準関係の届出事務等

③更新時集団指導
・医療保険制度
･保険診療と関係法令

指導大綱実施要領
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・保険医療機関等の指導・監査
・診療報酬の請求事務等

④保険医等集団指導
・医療保険制度
・保険診療と関係法令
・保険医等の指導・監査
・診療報酬の請求事務等

※臨床研修病院等について特定共同指導が行わ
れる場合は、集団指導を併せて実施する。
・医療保険制度
・保険診療と関係法令
・保険医療機関等の指導・監査
・診療報酬の請求事務等

５指導後の業篭 出欠状況を保険医療機関等管理システムへ速やか
に入力する。
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５-(3)各種指導に係る業務（集団的個別指導）
◆項目 ◆内容 ◆備考

指導大綱に定められた選定基準に基づき選定した
保険医療機関等を対象に、療担規則等に定められてい
る保険診療の取扱い､診療報酬の購求等について周知
徹底することを目的として実施する｡
※保険医療機関等の選定については、「４選定委
員会に係る業務」（66頁）参照

ヨ的及び指型 ･指導大綱

･指導大綱実施要領
･指導大綱における保険医療
機関等に対する指導の取扱
いについて(平成７年1２月
２２日付け保険発第164号）

２業務の流れ 「５-(1)各種指導に係る業務（業務の流れ)」（７２

頁）参照

３事前準備
（１）実施通知 ①保険医療機関等に対して、指導日の３週間前を目

途として実施通知を送付する。
②実施通知には以下の事項を記載する。
ア集団的個別指導の根拠規定及び目的
イ指導の日時（土曜日及び休日を除く｡）及び場
所
ウ出席者
エ準備すべき書類等
オ地方厚生(支)局及び都道府県が共同で行うこ
と

③実施通知には、「正当な理由がなく集団的個別指
導を拒否した場合は、個別指導を行う｡」旨を教示
する。

指導大綱実施要領

･指導大綱

･様式９（147頁）

･様式10 (148 H)

（２）実施場所 「5-(2)各種指導に係る業務（集団指導)」（74頁）
参照

（３）出席者 原則として、保険医療機関等の管理者に出席を求め
るほか、必要に応じて保険医等、診療報酬購求事務担
当者等の出席を求める。
なお、個別部分を実施する場合においては、指導の

前日までに保険医療機関等の出席者の露を行う。

指導大綱
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・特定共同指導等の実施に係
る取扱いについて（平成２４
年３月１２日付け保医発0312
第２号）
・様式1３（151頁）を参照
指導大綱実施要領

（４）学識経験者への立
会依頼

１

①原則として、都道府県医師会等に対して、指導日
の約１か月前を目途に立会依頼を行う。

②都道府県医師会等が立ち会わない場合で、必要が
あると認めたときは、支払基金等の審査委員に対し
て立会依頼を行う。ただし、この場合、立会に係る
報酬は支払わないこと。
なお、この場合、原則として学識経験者代表（国

保連にあっては公益代表）の審査委員又は審査委員
長若しくは副審査委員長を依頼する。

（５）レセプトの収集及
び指導用レセプトの
抽出

集団部分に引き続き、個別部分を実施する場合は、
以下のとおり保険医療機関等のレセプトを保険者か
ら収集し、少数の指導用レセプトを抽出する。
①全国健康保険協会からレセプトを収集する場合
は、様式１７（155頁）により依頼を行う。なお、
健康保険組合に対しても、必要に応じ収集の協力を
求めるものとする。

②国民健康保険分及び後期高齢者医療分に係るレ
セプトを収集する場合は､都道府県担当部署に依頼
を行う。

③保険者から収集したレセプトの内容を確認の上、
できる限り、投薬・検査等において特徴的な傾向が
見られるもの、高点数のもの等、指導効果が期待で
きるものを指導用レセプトとして抽出する。

指導大綱実施要領

「5-(2)各種指導に係る業務（集団指導)」（７５頁）
参照

（６）進行要領

４指導当日の業務
（１）当日の流れ 「5-(1)各種指導に係る業務（業務の流れ)」（７５

頁）参照

①個別部分を実施する場合において、管理者が出席
できない場合は、理由書及びそれを証明できるもの
（診断書等）の提出を求め、当該理由が正当な理由
と判断される場合は、指導を延期し、原則として次
回の集団的個別指導への出席を求める。

②正当な理由がなく、集団的個別指導を拒否した場
合は個別指導に移行する。．

（２）出欠の確認
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③個別部分を実施する場合において、出席を求めた
者以外の者が出席している場合は退席を求める。

【正当な理由の主な例】〔証明書類〕
①管理者が入院している等､心身の状況に鑑み出席
できない場合■■■

②通知前に海外渡航しており、指導日までに帰国し

新大綱質問集

ない場合

司
③冠婚葬祭(親族等に限る｡'
④天災等により出席できない場合Ｆ 」
【正当な理由として認められないもの】
①連絡もなく指導会場に出席せず､指導開始時刻が
経過した場合（ただし、出席しなかったことについ
て、後日その理由がやむを得ない事情として認めら
れた場合を除く）

②行政が必要として通知した資料の持参が著しく
不足し、指導が困難な場合（ただし、不足分を含め
て、改めて指導を希望する場合を除く｡）

③行政が依頼した立会者は不要である等と主張し、
その必要性に理解を示さず、出席しなかった場合。

④指導会場に来たものの、指導を受ける意思がない
と認められる場合

⑤「通院加療中」等と診断書に記載されているのみ
で、出席することが困難であることが明らかでない
場合

⑥弁護士の帯同ができない（弁護士の日程が空いて
いない、都合が悪い等）ことをもって出席できない
としている場合

⑦弁護士以外の第三者（知り合いの医師等）の帯同
を出席の条件とし、その条件が満たされなければ出
席できないと主張している場合

⑧単に標桧している診療日時であることのみを出
席できない理由としており、緊急Ｉ性がない場合

⑨上記のほか、指導の進行に当たり行政の指示に従
わない場合
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（３）指導方法等 保険医療機関等に対し共通的な事項等について行
い（集団部分)、引き続き個別に面接懇談方式（個別
部分）で行う。

指導大綱実施要綴

(集団部分 集団部分については、以下のとおり実施する。
①保険診療等の取扱い及び診療報酬の請求等にぞ
いて、講習、講演等の方法で行う。

②保険医療機関等に対し、以下のことを説明する。
ア指導大綱第４の３に定める高点数保険医療椴
関等に該当していること

イ高点数を選定対象とした理由は､客観的な選同
方法に基づいて選定したものであること
ウ翌年度の実績においても高点数保険医療機目
等に該当した場合は､翌々年度に個別指導の対身
となること

③具体的な指導例としては、指導対象となった保陽
医療機関等について、保険医療機関等名を伏せた層
点数順の一覧表を作成し、これに基づき診療傾向卓
の特徴を例示して指導する方法、特徴的なレセプト
を用いて指導する方法等が考えられる。

･指導大綱実施要領

･新大綱質問集

(個別部分） 個別部分については､事前に抽出した少数のレセプ
トに基づき、個別に簡便な面接懇談方式で行う。

･指導大綱

･指導大綱実施要ｆ

平成１０年３月１８日付け医弼
指導監杏室長内かん -※個別指導を優先して実施することに伴い、集目

部分のみの実施とすることも差し支えないもα
とされているので留意すること。

（４）指導結果の説明 個別部分を実施した場合は、指導終了後、指導担当
者は指摘事項等の取りまとめを行い、立会者及び保鵬
医療機関等に対し、口頭で指導結果を説明する。

指導大料

５指導後の業務
（１）指導結果の入ﾌ： 指導結果は、保険医療機関等管理システムへ速や力

に入力する。

（２）指導記録の作威 出席者の保険診療に対する認識の度合い、指導内宅
のうち特に必要と認められる事項等について記録し、
今後の指導の参考とする。

指導大綱実施要制
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一 -

指導大綱におIﾅる保険医療機
関等に対する指導の取扱いに
ついて（平成７年１２月亜日
付け保険発第164号）

教育的指導を目的としていることから返還は求め
●

ない。
（３）経済上の措置

指導大綱個別部分を実施した場合で、指導対象となった大部
分のレセプトについて適正を欠くものが認められた
保険医療機関等にあっては、集団的個別指導後、概ね
１年以内に個別指導を行う。．

（４）個別指導への移行
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5-(4)各種指導に係る業務（個別指導）
◆内容◆項目 ◆備考

１目的及び指導対象 鐙導大綱に定められた選定基準に基づき選定した
保険医療機関等を対象に、療担規則等に定められてい
る保険診療の取扱い､診療報酬の請求等について周知
徹底することを目的として実施する。
※保険医療機関等の選定については､｢4選定委員
会に係る業務」(66頁）参照

･指導大網

9保険医療機関等に対する指
導及び監査の取扱いについ
て（平成１０年３月１８日医
疲指導藍害窒昼内かん）
･指導大綱におIﾅる保険医療
検関等に対する指導の取扱
いについて(平成７年1２月
２２日付け保険発第164号）

「5-(1)各種指導に係る業務（業務の流れ)」（７３

頁）参照
２業務の流れ

３事前準瞳
（１）実施通知 ①保険医療機関等に対して、指導日の３週間前(D

PC算定機関は４週間前）を目途として実施通知を
送付する。
②実施通知には以下の事項を記載する。
ア個別指導の根拠規定及び目的
イ指導の日時（土曜日及び休日を除く｡）及び場
所
ウ出席者
工準備すべき書類等（特定共同指導及び共同指導
の例を参考に必要な書類等を記載）

オ地方厚生(支)局及び都道府県が共同で行うこ
と

③実施通知と併せて以下の資料を送付し､指導日前
に提出させる。
ア医科「保険医療機関（医科）の現況」
イ歯科「保険医療機関（歯科）の現況」
ウ薬局「保険薬局の現況」

④実施通知には、「正当な理由なく個別指導を拒否
，した場合には、監査を実施する」旨を教示する。

⑤実施通知を送付する場合は、名宛人への到達が確
認できる方法で行う。

指導大綱実施要領

様式1１（149頁）

禄式1２（150頁）
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（２）実施場所 ①原則として､病院については当該病院内において
実施し、診療所及び薬局については事務所等会議室
で実施する。、

②保険医療機関等の所在地が遠隔地にある等､事務
所等会議室の使用が困難な場合は、公的施設等を使
用する。

③都道府県医師会等の会議室は、原則として使用し
ない。

（３）出席者 原則として、保険医療機関等の開設者（又はこれに
代わる者）及び管理者に出席を求めるぼか、必要に応
じて保険医等、診療報酬請求事務担当者、看護担当者
等の出席を求める。
なお、指導の前日までに保険医療機関等の出席者の

確認を行う。
※「代わる者」とは、当該保険医療機関等内にて
従事する者で、当日指導した内容を責任をもって
開設者その他の従事者に説明できる者とする。

指導大綱

・特定共同指導等の実施に係
る取扱いについて（平成２４
年３月１２日付け保医発0312
第２号）

・様式１３（151頁）

指導大綱実施要領

（４）学識経験者への
立会依頼

①原則として、都道府県医師会等に対して、指導日
の約１か月前を目途に立会依頼を行う。

②都道府県医師会等が立ち会わない場合で、必要が
あると認めたときは、支払基金等の審査委員に対し
て立会の依頼を行う。ただし、この場合、立会に係
る報酬は支払わないこと。
なお、この場合、原則として学識経験者代表（国

保連にあっては公益代表）の審査委員又は審査委員
長若しくは副審査委員長を依頼する。

保険者からレセプトを収集し、内容を確認の上、で
きる限り診療等の傾向・特色が現れているものを指導
用レセプトとして抽出する。
①全国健康保険協会からレセプトを収集する場合
は、様式１７（155頁）により依頼を行う。なお、健
康保険組合に対しても必要に応じて収集の協力を
求めるものとする。

②国民健康保険分及び後期高齢者医療分に係るレ
セプトを収集する場合は､都道府県担当部署に依頼
を行う。

③指導用レセプトの件数は３０人分とする。ただし、

（５）レセプトの収集及
び指導用レセプトの
抽出
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各月のレセプトの件数がこれに満たない保険医療
機関等については、この限りではない。
④指導用ﾚｾﾌﾄの対象月は問わないが､■■■■

⑤指導用レセプトの健康保険分、国民健康保険分、
後期高齢者医療分の割合は問わないが、各区分を網
羅する。

⑥指導用レセプトの入院、入院外の割合は概ね次の
と お り と す る 。 Ｌ
ア医科（入院：入院外）
・一般病院８：２診療所４：６
・ＤＰＣ算定機関

入院DPC 1 5人、出来高９人
入 院 外 ６ 人

イ歯科（入院：入院外）
・病院４：６

⑦院外処方を行っている病院又は診療所の指導に
当たっては、必要に応じて薬局のレセプトも併せて
抽出する。

⑧保険薬局の指導に当たっては、必要に応じて病院
又は診療所のレセプトも併せて抽出する。
⑨

①指導担当者は、抽出したレセプトを分析し、指導
当日の確認事項、指導の分担、指導手順等について
整理する。

②実施通知において保険医療機関等に依頼してい
る事前提出資料について、内容を確認し不備があれ
ば指導前日までに修正等を依頼する。

（６）指導事項等の整理

特定共同指導等の実施に係る
取扱いについて（平成24年３
月１２日付Iﾅ保医発０３１２第２
号）

①指導対象患者名は、指導日の４日前(DPC算定
機関については４週間前に実施通知と併せて送付）
に１５人分、前日に１５人分をファクシミリ等で保険
医療機関等に送付する。なお、送付する際は、事前
に管理者等に対し送付する旨を連絡し、他の者の目
に触れないよう配慮する。

（７）指導対象患者名の
通知
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※４日前又は前日が土曜日、日曜日、休日、休診
日である場合は、その前日（行政機関の開庁日）
とする。．

②ファクシミリ等送付後は必ず保険医療機関等に
着信の確認を行う。

①指導が円滑に実施できるよう、指導当日の進行要
領を作成する。
②進行要領の作成に当たっては、指導を中断又は中
止する場合も想定して準備する。

（８）進行要制 参考２（167頁Ｉ

タ、

４指導当日の業務
（１）当日の流れ 「5-(1)各種指導に係る業務（業務の流れ)」（７３

●

頁）参照

（２）出欠の確蔑 ①開設者（又はこれに代わる者）及び管理者が出席
できない場合は、理由書及びそれを証明できるもの
（診断書等）の提出を求め、当該理由が正当な理由
と判断される場合は、指導を延期し、原則として当
該年度中に個別指導を実施する。
※「正当な理由」及び「正当な理由として認め
られないもの」については、「5-(3)各種指導
に係る業務（集団的個別指導)」（７８頁）参照

②正当な理由がなく、個別指導を拒否した場合は、
監査に移行する。ただし、一度の拒否で即監査に移
行するのではなく、個別指導を受けるよう十分に説
明等を行い、それでも続けて拒否した場合に移行す
る。なお、説明した経過等については、必ず事跡を
記録し保管しておくこと。

③出席を求めた者の出席を確認するとともに、出席
を求めた者以外の者が出席している場合は、その退
席を求める。

①事前に通知した資料を持参しているか確認を行
う。

②持参していない場合､取りに行かせるか又は従美
者に持参させる等の臨機応変な対応を行う。

（３）持参資料の確薗
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（４）指導方法箸 ①保険医療機関等に対して、指導の目的、指導手順
等について説明する。

②事前に抽出したレセプト（原則として指導月前の
連続した２か月分）に基づき、診療録及び関係書類
を閲覧し、面接懇談方式により行う。

③指導に当たって'よ､指導項目のチェックリスト等
を作成し確認事項の漏れがないよう留意する｡

④指導時間は、指導の目的が果たせる時間とし、原
則として診療所及び薬局は２時間、病院は３時間と
する。
なお、指導時間とは、届出事項及びレセプト等に

基づく関係書類等の確認に要する時間を意味し、取
りまとめ及び指導結果の口頭説明に要する時間は
含まない。

⑤情報提供等に基づく指導については、情報提供内
容に特化した指導を行うことなく、当該情報提供に
関する事項はもとより保険診療及び診療報酬請求
全般について行う。

指導大綱

①帯同者については、被指導者から書面をもって委
任を受けた弁護士以外は認めない。

②弁護士の帯同に当たっては、被指導者から委任を
受けていることを確認できる書面の提出を求め、提
出がない場合は帯同を認めない。

③保険医療機関等及び弁護士に対して、弁護士は直
接の答弁をなし得ないこと、及び不穏当な発言によ
り指導の進行に支障を来たし、行政目的を達し得な
いおそれが認められた場合には退席を命ずること
を事前に伝える。

④指導の進行に支障を来たし、退席を命じたにもか
かわらず退席しない場合は、保険医療機関等に対し
て、弁護士が退席しない場合は指導拒否とみなす旨
を伝える。

(帯同者

･保険医療機関及び保険薬局
並びに保険医及び保険薬剤
師に対する個別指導及び監
査における弁護士の帯同が
ある場合の対応について
（平成23年10月26日付け
医療指導監査室長事務連
絡）

（委任を受けた弁護士以外の帯同を認めない理由）
①指導は、保険医療機関等の療養の給付に関し、保
険医等、診療報酬請求事務担当者等に対して行うも
のであり、当事者以外の者が対応することは困難で
あること。

②指導は、診療録等に基づき行うものであり、患者
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のプライバシー保護に万全を期する必要があるこ
と。

(録音） ①保険医療機関等から指導時の録音の許可を求め
られた場合は、録音が必要な理由を確認し、保険医
等自身による指導内容の確認が目的である場合は
録音を認め、行政側も録音することについて保険医
療機関等に伝える。
この場合、「録音内容は患者のプライバシーに関

することも含まれることから、他人に聞かせる等、
保険医等の守秘義務に反する目的での使用はでき
ない」旨を伝える。

②上記以外の理由による場合は、
・指導内容については、後日文書により通知する

こと
・指導は診療録等に基づき行うものであり、患者

のプライバシー保護に万全を期する必要があるこ
と
から、原則として録音は認めない。

①立会者は、指導を実施している机等から離し、指
導内容が十分聞き取れる位置に着席し､額が行わ
れている間は、行政側又は保険医療機関等側のいず
れかに偏った位置となることのないよう配慮する。
②立会者に意見を述べる機会を与えなければなら
ないが、これは行政側の要請に応じて学識経験者と
して意見を述べることを目的としているため、行政
側からの要請がない限り発言することはできない。

③立会者として不適切な行動又は発言を行い、指導
の進行に支障を来す場合は、直ちに立会者に対し注
意し是正を求める。注意後もなお立会者が不適切な
行為を続ける場合は、指導会場から退席を求める。

(学識経験者の立会）

①指導終了後、指導担当者は、指導結果の説明に当
たっての事前打合せを行い、指摘事項を整理する。

②取りまとめ終了後、立会者及び保険医療機関等に
対し、口頭で指摘事項等を説明するとともに､後日、
指導結果を文書により通知することを伝える。

（５）指導結果の説明
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（６）中断の対応 ①依頼した資料を持参せず指導の目的が達し得な
いと判断した場合、又は指導中に診療内容等に疑義
が発生し、指導時間内に保険医療機関等から十分な
説明が得られなかった場合等、予定した時間内に指
導が終了できない場合は、立会者及び保険医療機関
等に理由を説明し指導を中断する。

②診療内容等について更に確認が必要と判断され
る場合は、保険医療機関等の同意を得て、診療録そ
の他関係書類の写しを取得する。

③指導を中断した場合は、日程調整を行うとともに
必要な準備を行い、速やかに指導を再開すること。
なお、監査を実施することとした場合は、この限
りではない。
（参考）「中断」の位置づけ
ア「中断」とは、指導大綱に定める個別指導の
具体的な実施手順の一部であり、予定の時間内
に指導が完了しなかった場合、後日、改めて指
導を行うことを前提に、当日の指導を一旦取り
止めることをいう。
イ「中断」の具体例

等が該当する。

指導中に診療内容又は診療報酬請求について、明ら
かに不正又は著しい不当が疑われる場合は、指導を中
止し、必要に応じ患者調査を実施した上で速やかに監
査を行う。

（７）監査への移行 指導大綱
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５指導後の業務
（１）指導結果の精査
決定

指導当日のチェックリスト等を精査し、指摘事項力
過去の事例と比較して甑館がないか等の確認を行い、
通知すべき指摘事項及び指導後の措置について指麺
担当者等の協議により取りまとめを行う。

（２）指導記録の作句 指導結果通知の作成の基となる指導の日時、場所、
出席者、指導担当者及び当日の指導内容等を詳細に葡
載した指導記録を作成する。

（３）指導結果の通剥 ①指導結果については、「概ね妥当｣、「経過観察」
及び「再指導」の３区分で保険医療機関等に通知
する。
ア「概ね妥当」
・診療内容及び診療報酬の請求に関し、概ね妥

当適切であると認められる場合。
イ「経過観察」〃
・診療内容及び診療報酬の請求に関し、適正を

欠く部分が認められるものの、その程度が軽微
で、診療担当者等の理解も十分得られており、
かつ、改善が期待できる場合。
・指導後の措置を「経過観察」とした場合は、

改善報告書受理後、数か月の間、レセプト又は
その他必要に応じ保険医療機関等から提出を
求める書類により改善状況を確認し、改善が認
められない場合は、次年度の個別指導の対象と
する。

ウ「再指導」
・診療内容又は診療報酬の請求に関し、適正を

欠く部分が認められ、再度指導を行わなければ
改善状況が判断できない場合。
．「再指導」とした場合は、次年度の個別指導

の対象とする。
・不正又は不当が疑われ、患者から受療状況等

の聴取が必要と考えられる場合は、速やかに患
者調査を行う。

②指導結果を通知する際に、改善報告書及び返還同
意書等必要な書類を併せて送付し、期限を定め提出

指導大綱

様式1４（152頁）

様式1５（153頁Ｉ

様式1６（154頁）
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を求める。
③指導結果は、保険医療機関等管理システムへ速や
かに入力する。

①改善報告書は、指導結果の通知後、１か月後を期
限として提出を求める。

②改善報告書の提出に係る進捗管理を行い、改善報
告書が提出されない保険医療機関等については督
促を行う等、適切に指導を行う。

③保険医療機関等から提出された改善報告書につ
いては、指摘事項と突合し改善内容を確認する。

④改善報告の内容が、指摘に対する改善の効果が期
待できない等、不十分な場合は、保険医療機関等へ
返戻し再提出を求める。

（４）改善報告書

①指導対象となったレセプトのうち返還が生じる
もの及び返還事項に係る全患者の指導月前１年分
のレセプトについて、自主点検の上､返還を求める。
※施設基準に係る返還については、「３-(3)施
設基準等に係る業務（適時調査)」（６４頁）参照

②返還同意書等必要な書類は指導結果の通知後、診
療所及び薬局は１か月後、病院は２か月後を期限と
して提出を求める。

③返還同意書等必要な書類の提出に係る進捗管理
を行い、当該書類が提出されない保険医療機関等に
ついては督促を行う等、適切に指導を行う。

④保険医療機関等から返還同意書等必要な書類が
提出された場合は、個別指導において指摘した事項
が全て網羅されているか等確認を行い、保険者に通
知する。
なお、返還同意書等の内容が、指導結果と不整合

である等の場合は、保険医療機関等へ返戻し、再提
出を求める。

⑤今後支払われる診療報酬がある場合には、地方厚
生(支)局が保険者に代わって支払基金等に対し、今
後支払われる診療報酬から返還するよう依頼する
ことができる。
※支払基金等がこれによりがたい場合、支払基金
等から当該保険者に連絡し、返還金相当額を当該
保険医療機関等から直接当該保険者に返還させ

（５）経済上の措置
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ることとなる。
⑥保険医療機関等の自主点検の結果､被保険者の一
部負担金に過払いが生じた場合は､適切かつ速やか
に被保険者へ返還するよう保険医療機関等に指導
する。
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5-(5)各種指導に係る業務（新規個別指導）
◆項目 ◆内容 ◆備考

新規指定から概ね６か月を経過した保険医療機関
等を対象に、療担規則等に定められている保険診療の
取扱い、診療報酬の請求等について周知徹底すること
を目的として実施する。

ヨ 嗣 及 ひ 箔 鷺 ･指導大綱
･保険医窪撞関等に対する指
導及び監査の取扱いについ
て（平成１０年３月１８日医
療指導藍害室長内かん）

２業務の流れ 「5-(1)各種指導に係る業務（業務の流れ)」（７３
頁）参照

ａ事前準備
（１）実施通知 ①保険医療機関等に対して、指導日の３週間前(D

PC算定機関は４週間前）を目途として実施通知を
送付する。

②実施通知には以下の事項を記載する。
ア個別指導の根拠規定及び目的
イ指導の日時（土曜日及び休日を除く。）及び場
所
ウ 出 席 者
工準備すべき書類等（特定共同指導及び共同指導
の例を参考に必要な書類等を記載）

オ地方厚生（支）局及び都道府県が共同で行うこ
と

③実施通知と併せて以下の資料を送付し、指導日前
に提出させる。
ア医科「保険医療機関（医科）の現況」
イ歯科「保険医療機関（歯科）の現況」
ウ薬局「保険薬局の現況」

④個別指導の一形態ではあるが､指導の目的は上記
１のとおりであることから、個別指導の実施通知の
ような監査への移行の教示は行わない。

・指導大綱実施要領

・様式１１（149頁）

・様式１２（150頁）

指導大綱

(2)から(4)については「5-(4)各種指導に係る業務
(個別指導)」（８３頁）参照

（２）実施場所

（３）出席者

（４）学識経験者への立
会依頼

保険医療機関等に対する指導
及び監査の取扱いについて
（平成10年３月18日医療指
導監杏室長内かん）

（５）レセプトの収集及
び指導用レセプトの
抽出

保険者からレセプトを収集し、内容を確認の上、で
きる限り診療等の傾向・特色が現れているものを指導
用レセプトとして抽出する。
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①全国健康保険協会からレセプトを収集する場合
は、様式１７（155頁）により依頼を行う。なお､
健康保険組合に対しても必要に応じて収集依頼の
協力を求めるものとする。

②国民健康保険分及び後期高齢者医療分に係るレ
セプトを収集する場合は､都道府県担当部署に依頼
を行う。

③指導用レセプトの件数は、診療所及び薬局は10
人分程度、病院は２０人分程度とする。ただし、各
月のレセプトの件数がこれに満たない保険医療機
・関等については、この限りではない。
④指導用レセプトの対象月は問わないが､可能な限
り指導月に近い時期のものを選定する６

⑤指導用レセプトの健康保険分、国民健康保険分、
後期高齢者医療分の割合は問わないが､各区分を網
羅する。
⑥指導用レセプトの入院、入院外の割合は問わな
い。

⑦院外処方を行っている病院又は診療所の指導に
当たっては､‘必要に応じて薬局のレセプ・卜も併せて
抽出する。

⑧保険薬局の指導に当たっては、必要に応じて病院
又は診療所のレセプトも併せて抽出する。

⑨

（６）指導事項等の整理 「5-(4)各種指導に係る業務（個別指導)」（84頁）
参照

①指導対象患者名は、指導日の４日前にファクシミ
リ等で保険医療機関等に送付する。なお、送付する
際は、事前に管理者等に対し送付する旨を連絡し、
他の者の目に触れないよう配慮する。
※４日前が土曜日、日曜日、休日、休診日であ
る場合は、その前日（行政機関の開庁日）とす
る。

②ファクシミリ等送付後は必ず保険医療機関等に
着信の確認を行う。

（７）指導対象患者名の
通知

（８）進行要領 「5-(4)各種指導に係る業務（個別指導)」（85頁）
参照

参考２（167頁）
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４指導当日の業務
（１）当日の流れ 「5-(1)各種指導に係る業務（業務の流れ)」（７３

頁）参照

（２）出欠の確認 ①開設者(又はこれに代わる者)及び管理者が出席
できない場合は､理由書及びそれを証明できるもの
（診断書等）の提出を求め、当該理由が正当な理由
と判断される場合は、指導を延期し、原則として当
該年度中に新規個別指導を実施する。
※「正当な理由」及び「正当な理由として認め
られないもの」については、「テ(3)各種指導
に係る業務（集団的個別指導)」（78頁）参照

②正当な理由がなく、新規個別指導を拒否した場合
は個別指導を行う。

③出席を求めた者の出席を確認するとともに、出席
を求めた者以外の者が出席している場合は、その退
席を求める。

（３）持参資料の確認 「5-(4)各種指導に係る業務（個別指導)」（85頁）
参照

①保険医療機関等に対して、指導の目的、指導手顧
等について説明する。
②事前に抽出したレセプト（原則として指導月前の
連続した２か月分）に基づき、診療録及び関係書類
を閲覧し、面接懇談方式により行う。

● 戸

③指導に当たっては､指導項目のチェックリスト等
を作成し確露事項の漏れがないよう留意する。

④指導時間は、指導の目的が果たせる時間とし、原
則として、診療所及び薬局は１時間、病院は２時間
とする。
なお、指導時間とは、届出事項及びレセプト等に
基づく関係書類等の確湧に要する時間を意味し、取
りまとめ及び指導結果の口頭説明に要する時間は
含まない。

（４）指導方法等

指導大綱

「5-(4)各種指導に係る業務（個別指導)」（86頁）
参照

(帯同者）

「5 (̅4)各種指導に係る業務（個別指導)」（87頁）
参 照 。

(録音）

「５-(4)各種指導に係る業務（個別指導)」（87頁）
参照

(学識経験者の立会）

(5)から(7)については、「5-(4)各種指導に係る業
◆

務（個別指導)」（87頁）参照
（５）指導結果の説明

（６）中断の対応
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（７）監査への移行

５指導後の業務
（１）指導結果の精査。、決定 (1)から(4)については、「5-(4)各種指導に係る業

務（個別指導)」（89頁）参照

（２）指導記録の作成

（３）指導結果の通知

（４）改善報告書

①指導対象となったレセプトのうち、適正を欠くも
のについては自主返還を求める。
※施設基準に係る返還については、「3-(3)施設
基準等に係る業務（適時調査)」（６４頁）参照

②返還同意書等必要な書類は指導結果の通知後、１
か月後を期限として提出を求める。

③返還同意書等必要な書類の提出に係る進捗管理
を行い、当該書類が提出されない保険医療機関等に
ついては督促を行う等、適切に指導を行う。

④保険医療機関等から返還同意書等必要な書類が
提出された場合は、新規個別指導において指摘した
事項が全て網羅されているか等確浬を行い、保険者
に通知する。
なお、返還同意書等の内容が、指導結果と不整合

である等の場合は、保険医療機関等へ返戻し、再提
出を求める。

⑤今後支払われる診療報酬がある場合には、地方厚
生(支)局が保険者に代わって支払基金等に対し、今
後支払われる診療報酬から返還するよう依頼する
ことができる。
※支払基金等がこれによりがたい場合、支払基金
等から当該保険者に連絡し、返還金相当額を当該
保険医療機関等から直接当該保険者に返還させ
ることとなる。

⑥保険医療機関等の自主点検の結果、被保険者の一
部負担金に過払いが生じた場合は、適切かつ速やか
に被保険者へ返還するよう保険医療機関等に指導
する。

（５）経済上の措置
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6-(1)訪問看護ステーションに係る業務(業務の流れ）
①新規指定（業務の流れ）
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④指導に係る業務（業務の流れＩ
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6-(2)訪問看瞳ステーションに係る業務（新規指定）
◆項目 ◆内容 ◆備考

ユー受付
（１）受伺 ・1(1)から(4)については、「１-(2)保険医療機関等０

指定申請等に係る業務（保険医療機関等の新規指定）
(32頁)に準じて取り扱う。（２）受付をした申請書

等の管理

（３）電子申請に関す恩
事務

（４）申請書等の確認

健保法第89条

健保法規則第74桑

指定訪問看穫事業を行う事謝
所に係る健康保険法第88条男
１項の規定の基づく指定等⑨
取扱いについて（平成１２年：
月３１日保発第72号、老発勇
400号）

・指定肪問看渡の事菜の人員風
び運営に関する基準について
（平成１２年３月３１日保発側
70号、老発第387号）

(５） 添付書類に関すそ ①添付書類
ア定款・寄附行為の写し（医療法人・社会福祉法
人等の場合）
イ条例の写し（地方公共団体の場合）
ウ申請者が現に他の訪問看護ステーション、病
院､診療所又は介護老人保健施設の開設者である
ときは、その概要を確認できる書類

エ申請者が同時に他の訪問看護ステーション、病
院､診療所又は介護老人保健施設を開設しようと
するときは、その概要を確湧できる書類
オ訪問看護ステーションとなる事業所の平面図、
設備・備品等の概要を記載した書類
力指定訪問看護を受ける者の予定数（１か月間の
延ぺ予定利用者数）を記載した書類
キ訪問看護ステーションとなる事業所の管理者
その他の職員の氏名及び経歴（看護師等について
は免許証の写しを添付すること｡）並びに管理者
の住所を確認できる書類
ク運営規程・
ケ職員の勤務の体制（組織図及び勤務時間割表）
及び勤務形態を確認できる書類（常勤、非常勤琳
務の別を示した書類）
．事業計画（当該訪問看護ステーションにおけを
１か月間の訪問回数等業務の内容の予定を記謁

事噸
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した書類）
サ保健、医療又は福祉サービスとの連携の内容に
ついて確認できる書類
シ指定訪問看護の事業に係る資産の状況（資産の
目録、当該年度の事業計画及び収支予算書）を確
認できる書類

②提出が義務付けられていない書類の提出依頼
・申請の際、法令等で規定されていない書面等に

よる確認の必要が生じた場合は、確認を要するに
至った理由を説明し、期日を定めて訪問看護ステ
ーションに提出を依頼する。

※指定訪問看護事業者の指定を受けることがで
きる者(平成4.2．厚告32)の第一～一三号以外の
者については、指定訪問看護事業者の指定を受け
ることができる者について(平成12.3.31保発７３
号・老発３９９号)の第二に基づき、手続きを進め
ること。

指定肪問看瞳事業者の指定を
受けることができる者につい
て(平成12.3.31保発７３号・
老発399号）

２ 審 査
（１）内容の審査 提出された申請書等は、関係法令等により定められ

た基準に基づき審査し、審査の結果、疑義が生じた場
合は、対面調査、害面等の提出等により確認を行う。
※健保法第８９条第４項第１号から第８号までの
確認は、上記１（５）の書類により確認するとと
もに、必要に応じ申請者からの聴取等を行うほ

．か、保険医療機関等管理システムにより併せて確
認する。
なお、健保法第８９条第４項第１号から第８号に

該当した場合は、返戻する。

健保法第８９条

健保法規則第74条

(158頁～160頁）

「1-(2)保険医療機関等の指定申請等に係る業務

（保険医療機関等の新規指定)」（３４頁)に準じて取り
扱う。

（２）不備書類の取扱い

指定居宅サービス事業者又は指定介護予防サービ
ス事業者の指定があった場合は、訪問看護ステーショ
ンとみなされる。この場合、都道府県知事等から指定
した旨の連絡があるので「３審査後の処理」により
事務処理を行う。
また、地域密着型サービス事業者（訪問看護事業を

（３）指定があったもの
とみなされる場合の
取扱い

健保法第89条第２項

健保法規則第75条の２
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指定訪問看腫の事業の人員及
び運営に関する基準(平成１２
年３月省令80）

行う者に限る）の指定があった場合、市町村長から指
定した旨の連絡があるので、関係法令等により定めら
れた基準に基づき、審査する。
ただし、当該事業者から別段の申出（指定訪問看護

事業を行わない申出害)を受けた場合は､記載事項を
確認し、受理する。

健保法規則第76条(161頁

Ｓ審査後の処理
（１）保険医療機関等管
理システムへの入力

(1)から(3)については、「1-(2)保険医療機関等の
指定申請等に係る業務(保険医療機関等の新規指定)」
(35頁)に準じて取り扱う。

（２）処理結果の確認

（３）決裁

指定通知書の送付囚
び公示等
（１）指定通知書の送付 指定通知書を作成し、訪問看護ステーションに送付

す る 。 ’

行政手続法の施行に伴う実施
上の留意事項について(平成６
年９月30日老健第280号､保
発第131号）

指定通知書の作成を行うにあっては、１か月以内に
●

行う。
（２）標準処理時眉

訪問看護ステーションを指定した場合、当該訪問看
瞳ステーションの指定年月日、指定訪問看謹事業者α
名称及び主たる事務所の所在地；訪問看護ステーショ
ンの名称及び所在地について速やかに地方厚生(支）
局等の掲示場に掲示することにより行う。

健保法第96条

健保法規則第79条
指定訪問看渡事業を行う事莱
所に係る健康保険法第88条第
１項の規定に基づく指定等の
取扱いについて(平成１２年３
月３１日保発第72号､老発第
400号）

（３）指定の公示

訪問看護ステーションとして指定した場合、支払逼
金等に対し通知を行う。

（４）支払基金等への過
白

絡
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6-(3)訪問看瞳ステーションに係る業務（名称変更等）
◆項目 ◆内溶 ◆備考

当該届出は、次の場合に必要となる。
①指定訪問看護ステーションの名称・所在地の変更があった場合
②開設者（法人等の）名称・所在地の変更があった場合
③法人等の代表者の氏名・住所の変更があった場合
④法人等の定款・寄附行為・条例の変更があった場合
⑤法人等が他に開設している介護老人保健施設等の名称・所在地・施設内容の変更、廃止があご
た場合．

⑥管理者の変更（交替)、氏名・住所の変更があった場合
⑦その他の職員の採用（転入)・退職（転出)・死亡、氏名の変更があった場合
⑧運営規程の変更があった場合
⑨、訪問看護事業の休止・廃止・再開があった場合

健保法第93条
「指定訪問看腰事業を行う事
業所に係る健康保険法第88条
第１項の規定の基づく指定等
の取扱いについて』（平成１２
年３月３１日保発第72号、老
発第400号〉

. １ 受 付
（１）受付 (1)から(3)については、「1-(2)保険医療機関等の

指定申請等に係る業務(保険医療機関等の新規指定)」
(３２頁)に準じて取り扱う。（２）受付をした届書等

の管理

（８）電子申請に関する
事務

-

Ｉ

Ｉ

ｌ

ｌ

ｌ

ｉ

ｌ

ｌ

１

ｌ

ｌ

-

健保法規則第77条(163頁】①訪問看護ステーションの名称･所在地の変更があ
った場合
．‘訪問看護事業変更届

②開設者(法人等の)名称･所在地の変更があった
場合
・訪問看護事業変更届

③法人等の代表者の氏名・住所の変更があった場合
・訪問看護事業変更届

④法人等の定款・寄附行為・条例の変更があった場
合
・訪問看護事業変更届

⑤法人等が他に開設している介護老人保健施設等
の名称・所在地・施設内容の変更、廃止があった場
合 ．
・訪問看護事業変更届

（４）変更の届出等

健保法親則第77条(163頁

健保法規則第77条(163頁

健保法規則第77条(163頁

健保法規則第77条(163動
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１

１

Ⅲ

１

１

⑥管理者の変更（交替)、氏名・住所の変更があっ
た場合
・訪問看護事業変更届

⑦その他の職員の採用(転入)・退職(転出)・死亡、
氏名の変更があった場合
・訪問看護事業変更届

⑧運営規程の変更があった場合
・訪問看護事業変更届．

⑨訪問看護ステーションの事業の廃止､休止又は再
開があった場合
・訪問看護事業の休止・廃止・再開届

健保法規則第77条(163頁

健保法規則第77条(163頁

嘘法規則第77条(163頁

健保法規則第78条(164頁

２ 審 査
「指定訪問肴薩事業を行う事
集所に係る健康保険法第88条
第１項の規定の基づく指定等
の取扱いについて」（平成１２
年３月３１日保発第７２号、老
発第判0号）

（１）内容の審査 提出された届書は､関係法令等により定められた茜
準に基づき審査し､審査の結果､疑義が生じた場合は
対面調査、書面等の提出等により確麗を行う。
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（２）不備書類の取扱い ２(2)から３(3)については、「１-(2)保険医療機関昂
の指定申請等に係る業務（保険医療機関等の新規荊
定)」（34頁)に準じて取り扱う。

３届書受理後の処理
（１）保険医療機関等曽
理システムへの入式

』

（２）処理結果の確蔑

（３）決謁

健保法第96条

健保法規則黛79条
訪問看護ステーションの名称及び所在地に変更が
あった場合又は訪問看護の事業所を廃止した場合は、
指定訪問看護事業者の名称及び主たる事業所の所在
地、訪問看護ステーションの名称及び所在地、変更又
は廃止の年月日について、速やかに地方厚生(支)局等
の掲示場に掲示をすることにより行う。

（４）公司
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6-(4)訪問看獲ステーションに係る業務（施設基準の届出）
. ◆ 項 目 ◆ 内 容 ◆ 備 考

･二１-受付

（１）受付 （１）から(3)については､.「1-(2)保険医療機関等
の指定申請等に係る業務（保険医療機関等の新規指
定)」（32頁)に準じて取り扱う。（２）受付をした届出書

等の管理

（３）電子申請に関する
事項

（４）届出書の確認 提出された届出書は、記載内容に不備がないか確認
するとともに、正副２通提出されているかも確麗す
る。

２ 審 査
（１）内容の審査 『訪問看藤賑養費に係る肪問

看瞳ステーションの基準等」
（平成18年厚生労働省告示第
103号）

「訪問看護ステーションの基
準に係る届出に関する手続き
の取扱いに｣(平成１４年３月８
日付け保医発第0308009号）

（１）から(2)については、「3-(2)施設基準等に係る
業務（届出等）（59頁)に準じて取り扱う。．

（２）不備書類の取扱い

ａ審査後の処理
（１）保険医療機関等管
理システムへの入力

（１）から(4)については、「3-(2)施設基準等に係る
業務（届出等)」（59頁)に準じて取り扱う。

（２）処理結果の確認

（３）決裁

（４）標準処理時間

施設基準の届出書について受理した場合は、受理通
知書を作成し、副本に受理番号を付して訪問看護ステ
ーションペ送付する。

笠

・算定関=目 「３-(2)施設基準等に係る業務（届出等)」（60頁）
●

に準じて取り扱う。
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■ ＝ -

_６変更届の取扱ｕ
●

エー留意事項

訪問看護ステーションから届出された基準につい
ての変更届出が提出された場合は､施設基準の届出に
関する手続きを定めた通知により要件審査を行った
上で、受理又は不受理を決定し通知を行う。なお、審
査後の処理、受理通知等の発送及び算定開始日につい
ては、上記３，４，５によるものとする。

「肋間看履療養畳に係る訪問
看瞳ステーションの基準等」
（平成18年厚生労働省告示第
103号）

「肋間看瞳ステーションの基
準に係る届出に関する手続き
の取扱いに｣(平成１４年３月８
日付け保医発第03畑09号）

変更届出書の届出遅延については、その内容につい
て精査を行い、必要に応じて適時調査を実施する。

1 “



6-(5)訪問看護ステーシヨンに係る業務（適時調査）
◆項目 ◆内容 ◆備考

コー実施計画
（１）実施計画の策定 ３月中に翌年度の実施計画を作成する。

「訪問肴瞳ステーションの基
準に係る届出に関する手焼き
の取扱いについて」（平成１４
年３月８日付'十保医発第
0308009号）

（２）実施機関の選定 届出書を受理した訪問看護ステーションについて
は適宜調査を行う。
また、対象訪問看護ステーションの選定にあたって

は、次の点も考慮する。
・情報提供があった訪問看護ステーション
・届出書の記載事項についての報告により確認を

った結果、施設基準を満たしていない疑義が生じ
た訪問看護ステーション

星一室、塞瞳、
（１）実施通知 ①訪問看護ステーションに対して、調査日の３週間

前を目途として実施通知を送付する。
②実施通知には以下の事項を記載する。
ア調査の根拠及び目的
イ調査の日時及び場所
ウ準備すべき書類等

③実施通知と併せて以下の内容について､調査日ま
でに準備するよう依頼する。
ア看護師等の現員数、勤務状況のわかる書類
イ設備に関する事項、運営に関する事項等がわか
る書類

ウその他必要な書類

様式４(142頁)に準じて作成

(2)から(3)については、「３-(3)施設基準等に係る業
務（適時調査)」（６２頁)に準じて取り扱う。

（２）調査事項等 様式５(143頁)に準じて作成

（３）進行要領 参考１(165頁)に準じて作成

「3-(3)施設基準等に係る業務(適時調査)」（６３頁）
■

に準じて取り扱う。
３調査担当者

Ｌ 塑 里 塞 壷 「３-(3)施設基準等に係る業務（適時調査)」（６３頁）
に準じて取り扱う。
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５-調査後の業務
（１）調査結果の通知 式７(145頁)に準じて作成

（２）改善報告書の確認

訪問看穫ステーションの基
に係る届出に関する手続き
取扱いについて」（平成１４
３月８日付け保医発第
08009号）

（３）経済上の措置

(4).個別指導又は監査
への移行
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6-(6)訪問看膜ステーシヨンに係る業務（集団指導）
◆ 項 目 ◆ 内 容 ◆ 備 考

ヨ間及び指聖 訪問看護指導要綱に定められた選定基準に基づき、
以下の区分により訪問看瞳ステーションの事業者及
び看護師等を対象に、指定訪問看護等の取扱い、訪問
看護療養費等の請求等について周知徹底することを
目的として実施する。
①指定時集団指導
新規指定の訪問看賎ステーションについては、振

れ１年以内に全てを対象として実施する。
②指定訪問看護等の費用の改定時における指導
③その他集団指導が必要と霊められる訪問看護ス
テーションに対する指導

訪問看護指導要綱

「５-(1)各種指導に係る業務（業務の流れ)〕（７１
頁）に準じて取り扱う。

-

様式８(各穏様式例(146頁)参
照)に準じて作成①訪問看護ステーションに対して、指導日の１か月

前を目途として実施通知を送付する。
②実施通知には以下の事項を記載する。
ア集団指導の根拠規定及び目的
イ指導の日時及び場所
ウ．出席者
工地方厚生(支)局及び都道府県が共同で行うこ
と

③実施通知には、「正当な理由がなく集団指導を拒
否した場合は、個別指導を行う」旨を教示する。

④実施通知を送付する場合は､名宛人への到達が確
・認できる方法で行う。

訪問看瞳指導要綱

原則として、事務所等会議室で実施する。指導の規
模等により事務所等会議室の使用が困難な場合は､公
的施股等を使用する。

（２）実施場所

（３）出席者 出席者については、上記１の区分に応じて、指導の
内容等により決定し、出席を求める。
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一

Ｉ

４指導当日の業務
（１）当日の流れ 「5-(1)各種指導に係る業務（業務の流れ)」（７１

頁）に準じて取り扱う。

（２）出欠の確罷 ①出席を求めた者が出席できない場合は､理由書及
びそれを証明できるもの(診断書等)の提出を求め、
当該理由が正当な理由と判断される場合は、指導を
延期し、原則として次回の集団指導への出席を求め
る。
※「正当な理由」及び「正当な理由として認め
られないもの」については、「5-(3)各種指導
に係る業務（集団的個別指導)」（78頁）に準じ
て取り扱う。

②正当な理由がなく、集団指導を拒否した場合は個
別指導に移行する。
③出席を求めた者の出席を確認するとともに、出席
を求めた者以外の者が出席"している場合は、その退
席を求める。

訪問看蔑ステーションの事業者及び看護師等を一
定の場所に集めて、指定訪問看護等の取扱い、訪問看
護療養費等請求事務、指定訪問看護等の改定内容、過
去の指導事例等について､譜習､講演等の方法で行う。

（３）指導方法等 訪問看穫指導要綱

出欠状況を保険医療機関等管理システムへ速やか
d

に入力する。
５指導後の業務
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6-(7)訪問看護ステーションに係る業務（個別指導）
◆ 項 目 ◆ 内 容 ◆ 備 考

１目的及び指導対象 訪問看護指導要綱に定められた選定基準に基づき
選定した訪問看護ステーションを対象に、指定訪問看
蔑等の取扱い、訪問看護療養費等の鯖求等について周
知徹底を図ることを目的として実施する。
※指導対象訪問看護ステーションの選定につい
ては､｢４選定委員会に係る業務｣(66頁)に準じ
て取り扱う。

訪問看腫指導要綱

２-業務の流れ 「5-(1)各種指導に係る業務（業務の流れ)」（７３

頁）に準じて取り扱う。

３事前準備
（１）実施通知 ①訪問看瞳ステーションに対して、指導日の３週間

前を目途として実施通知を送付する。
②・実施通知には以下の事項を記載する。
ア個別指導の根拠規定及び目的
イ指導の日時（土曜日及び休日を除く｡）及び場
所
ウ出席者
エ準備すべき書類等
オ地方厚生(支)局及び都道府県が共同で行うこ
と

③実施通知には、「正当な理由なく個別指導を拒否
した場合は、監査を実施する」旨を教示する。

④実施通知を送付する場合は､名宛人への到達が確
認できる方法で行う。

様式1１（149ｍに準じて作成

訪問看護指導要綱

①原則として事務所等会議室で実施する。
②訪問看護ステーションの所在地が遠隔地にある
等、事務所等会議室の使用が困難な場合は、公的施
設等を使用する。

（２）.実施場所

①原則として、訪問看護ステーションの事業者（又
はこれに代わる者）及び管理者に出席を求めるほ
か、必要に応じて指定訪問看護等担当者及び訪問看

（３）出席者
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護療養費等請求事務担当者等の出席を求める。
なお、指導の前日までに訪問看護ステーションの
出席者の確認を行う。
※「代わる者」とは、当該訪問看護ステーショ
ン等内にて従事する者で、当日指導した内容を
責任をもって訪問看護ステーションの事業者
その他の従事者に説明できる者とする。

（４）レセプトの収集及
び指導用レセプトの
抽出

(4)から(7)については、「5-(4)各種指導に係る業
務（個別指導)」（83頁）に準じて取り扱う。

（５）指導事項等の整理

（６）指導対象患者名の
通知

（７）進行要領

４指導当日の業務

（１）当日の流れ 「5-(1)各種指導に係る業務（業務の流れ)」（７３
頁）に準じて取り扱う。．

(2)及び(3)については「5-(4)各種指導に係る業務
(個別指導)」（８５頁）に準じて取り扱う。

（２）出欠の確認

（３）持参資料の確認

①訪問看護ステーションに対して、指導の目的、指
導手順等について説明する。

②事前に抽出したレセプト（原則として指導月以前
の連続した２か月分）に基づき、関係書類等を閲覧
し、面接懇談方式で行う。

③指導に当たっては、指導項目のチェックリスト等
を作成し確認事項の漏れがないよう留意する。

④指導時間は指導の目的が果たせる時間とし、
「5-(4)各種指導に係る業務（個別指導)」（８６頁）
に準じて取り扱う。

⑤情報提供等に基づく指導については､情報提供内
容に特化した指導を行うことなく、当該情報提供に

（４）指導方法等
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関する事項はもとより指定訪問看護等及び訪問看
護療養費等請求全般について行う。

(帯同者）
（録音）

帯同者及び録音については、「5-(4)各種指導に係
守

る業務（個別指導)」（86頁）に準じて取り扱う。

（５）指導結果の説明 (5)から(7)については、「5-(4)各種指導に係る業
務（個別指導)」（87頁）に準じて取り扱う。

（６）中断の対硫

（７）監査への移宿

５指導後の業務
様式14(152頁)、
様式15(153頁>、
様式16(1剥頁)に準じて作成

（１）指導結果 の精査 (1)から(5)については、「5-(4)各種指導に係る業
務（個別指導)」（89頁）に準じて取り扱う。
ただし、施設基準に係る返還については、関係書類

等の保存期間が２年とされていることから、原則２年
とする。

決定

指定肋間看瞳事業者等の指ヨ
及び監査の取扱いについて
（平成15年４月１日付Iﾅ保ｅ
発第0401008号）

（２）指導記録の作成

（３）指導結果の通知

（４）改善報告智

（５）経済上の措橿
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７地方社会保険医療協蟻会に係る業務
◆項自 ◆内容 ◆備考

１地医協（総会）
（１）所掌事務 地医協は、保険医療機関等の指定及び指定の取消並

びに保険医等の登録の取消について、地方厚生(支)局
長の諮問に応じて審議し、及び文書をもって答申する
ほか､自ら地方厚生(支)局長に文書をもって建議する
ことができる。

協猿会法第２条

（２）委員の選定 地医協の委員の構成は、以下のとおりである。
①支払側（１号委員）７名
健康保険､船員保険及び国民健康保険の保険者並
びに被保険者､事業主及び船舶所有者を代表するも
のを委員とする。

②診療側（２号委員）７名
ア医師､歯科医師及び薬剤師を代表するものを委
員とする。
イ委員構成ば、中央社会保険医療協議会と同様に
医師５名、歯科医師１名、薬剤師１名とする。

③公益（３号委員）。６名
公益を代表するものを委員とする。

協康会法第３条

（３）委員の任期 ①委員の任期は２年とし、１年ごとに、その半数を
任命する。

②・委員に欠員を生じたとき、新たに任命された委員
の任期は、前任者の残任期間とする。

捜膳会法第４条

（４）総会の開催 ①正当な理由がある場合を除いては、６かケ月に１
回以上開かなければならない。

②会長は、地方厚生(支)局長の諮問があったとき、
委員の半数以上が審議すべき事項を示して招集を
請求したとき、地方厚生(支)局長の求めがあったと
き、又は会長が必要と認めたときは、その賠問又は
請求の日から２週間以内に地医協を招集しなけれ
ばならない。

③地医協は､委員の半数以上で､かつ､支払側委員、
診療側委員、公益委員の各３分の１以上が出席しな．

協羅会法第６条

協議会法第７条

協膳会令第２条
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ければ、会議を開き、議決することができない。
④地医協の護事は公開とする。ただし、会長は、Ｚ
開することにより公正かつ中立な審議に著しい劃
障を及ぼすおそれがあると認められるときは非型
開とすることができる。
（非公開とできる例）
・患者等のプライバシーを損なうおそれがある靖

合
・公開することにより委員の自由な発言が制限さ

れ､公正かつ中立な審議に著しい支障を及ぼすま
それがある場合

ｑ

（５）総会の流れ ①委員の出席状況の確認を行い､会議が成立してい
るか否かを確認する。

②審議案件について、事務局から内容等を説明し、
委員による審議を行う。

③審議後、採決を行い、諮問のあった案件について
は答申を行う。

④総会の議決は、出席した委員の過半数で決し、可
否同数のときは、会長の決するところによる。

⑤地医協終了後､次の事項を含めた議事要旨を作威
し、公開する。
ア会議の日時及び場所
イ出席した委員、臨時委員、専門委員の氏名
ウ議事となった事項

1

協臓会令第２条

２部会
（１）所掌事務

■

保険医療機関等の指定について審繕する。（ただし
再指定、指定拒否、一部指定、指定変更を除く｡）

①部会に属する委員、臨時委員及び専門委員は、地
医協の承認を経て、会長が指名する。

②委員の構成は次のとおりである。
ア支払側（１号委員）３名
イ診療側（２号委員）３名
ウ 公 益 （ ３ 号 委 員 ） ２ 名

（２）委員の選定 協蟻会令第１胃

①委員の任期は２年とし、１年ごとに、その半数を
任命する。

②委員に欠員を生じたとき、新たに任命された委員

協議会法第４環（３）委員の任灘
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の任期は、前任者の残任期間とする。

（４）部会の開催 ①部会長は、地方厚生(支)局長の諮問があったと
き、委員の半数以上が審溌まぺき事項を示して招集
を請求したとき、地方厚生(支)局長の求めがあった
とき､又は部会長が必要と潔めたときは､その諮問
又は請求の日から、２週間以内に、部会を招集しな
ければならない。

②部会の譲事は公開とする。ただし、部会長は、公
開することにより公正かつ中立な審議に著しい支
障を及ぼすおそれがあると認められるときは非公
開とすることができる。
（非公開とできる例）
・患者等のプライバシーを損なうおそれがある場

合
・公開することにより委員の自由な発言が制限さ

れ、公正かつ中立な審溌に著しい支障を及ぼすお
それがある場合

協臓会法第７条
「日本年金機構法の一部の施
行に伴う関係政令の整備に関
する政令の施行について」(平
成加年９月３０日付け保発第
0930003号）
『日本年金機構法の一部の施
行に伴う関係政令の整備に関
する政令の施行について』(平
成20年９月３０日付け保医発
093000６号）

（５）部会の流れ ①委員の出席状況の確認を行い↓会議が成立してい
るか否かを確麗する。

②審議案件について、事務局から内容等を説明し、
委員による審議を行う。

③審議後、採決を行い、諮問のあった案件について
答申を行う。

④部会の雄決は、出席した委員の過半数で決し、可
否同数のときは、部会長の決するところによる。

⑤地医協は、部会（部会長が委員であるものに限
る｡）の議決をもって地医協の維決とする｡．ただし、
審議事項について反対意見があった場合は、この限
りでない。

⑥地医協は、部会（その部会長が臨時委員であるも
のに限る｡）の議決に関し、会長の決するところに
より地医協の議決とする。ただし、審議事項につい

・て反対意見があった場合は、この限りでない。

⑦部会終了後、次の事項を含めた議事要旨を作成
し、公開する。
ア会議の日時及び場所
イ出席した委員、臨時委員、専門委員の氏名
ウ議事となった事項

協樋会令第２条
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且留意事項 ①地医協において審議する事項のうち、保険医療機
関等の指定をしない場合､病床の全部又は一部を除
いて指定する場合は､地医協の護を経なければなら
ない。
ただし、指定を拒否する議決を求めたにもかかわ

らず、拒否すべきではないとの議決を得た場合は、
指定を拒否することはできない。
なお、指定すべきと考え諮問したにもかかわら

ず、拒否すべきとの答申を得た場合は、指定するこ
とができる。
「諮問する」規定されている場合（例：健保法第

８２条第２項）と異なり、行政庁は､地医協の議決に
従わなければならない。すなわち、地医協の議決に
反した処分をし、または地医協の議決を求めること
なく行った処分は無効なものとなる。

②議事の手続その他地医協議の運営に関し必要な
事項は､･地医協譲会に誇って定める。

憧瀧会令第５条
ｒ日本年金機構法の一部の創
行に伴う関係政令の整備にu
する政令の施行について」(珂
成加年９月３０日付け保医員
第0930006号）
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各 種 様 式 例 零
0

保険医療機関等の指定申請等に係る業務関係．

118

様 式 名 添 付 書 関●

９ 参 考

保険医療機関・保険薬
局指定申請菌

(別様の添付書類Ｉ

《病院の場合】

Ｏ使用許可証の写し

Ｏ保険医の氏名及び保険医（管理者を除く｡）の登録の記号及び番争

担当診療科名を記戦した書類

Ｏ保険医以外の医師、歯科医師のそれぞれの数を記載した書類．

Ｏ看護師、准看謹師及び看穫補助者のそれぞれの数を記載した書麹

《診療所の場合》
Ｏ使用鮮可証又は許可書若しくは届書の写Ｌ

Ｏ保険医の氏名及び保険医（管理者を除く｡）の登録の記号及び番揖

担当診療科名を記載した書翻

Ｏ保険医以外の医師、歯科医師のそれぞれの数を記載した書類

(療養病床を有する診療所

○看護師、准看譲師及び看謝甫助者のそれぞれの数を記載した書類

《国の開設者する病院又は診療所Ｉ

Ｏ承諺書又は通知書の写し

Ｏ保険医の氏名及び保険医（管理者を除く｡）の登録の記号及び番号、

担当診療科名を記載した書翻

Ｏ保険医以外の医師、歯科医師のそれぞれの数を記載した書類

(病院及び療養病床を有する診療所）
Ｏ看護師、准看謹師及び看護補助者のそれぞれの数を記載した書類

《薬局の場合》

Ｏ許可証の写し

Ｏ保険薬剤師の氏名及び保険薬剤師の登録の配号及び番号を記載Ｌ

た書勇

Ｏ保険薬剤師以外の薬剤師のそれぞれの数を記載した書類

登録省令

第３条

ぽ:篇織議；

保険医療機関・保険薬
局指定通知書

様式１



保険医等の登録申請等に係る業務関係、一二

119

保険医療機関指定変更
申請書

(別様の添付書類）

●

《病院の場合】

○使用許可証の写し

Ｏ医師及び歯科医師のそれぞれの数を記載した書類、看護師、准看３

師及び看護補助者のそれぞれの数を記鮫した書類

《診療所】

Ｏ使用許可証又は許可書若しくは届書の写し

Ｏ医師及び歯科医師のそれぞれの数を記載した書類、看渡師、准看別

師及び看護補助者のそれぞれの数を記載した書類

《国の開設する病院又は診療所】

○承麗書又は通知書の写し

Ｏ医師及び歯科医師のそれぞれの数を記載した書類、看瞳師、准看園

師及び看穣補助者のそれぞれの数を肥蔵した書類

登録省令

第６条
〆

登録省令様式

-第１号の２

ｑ

ｊ

保険医療機関・保険薬
●

局届出事項変更（異動）
尼

(別様の附票）

登録省甫

第８条関係

保険医療機関・保険ヨ
局指定辞退申出巷

○指定通知書 登録省令

第１０条関係

保険医療機関・保険罰
●

局指定通知書再交付日

請書

○き損の場合には指定通知書

様式２

様 式 名 、 添 付 害 類 参 考

保険医・保険薬剤師皇
録申請書

《医師､歯科医師､薬剤師のみが診療又は調剤に従事している場
１

合であって保険医又は保険薬剤師の登録申請があった場合】
(病院）

Ｏ使用許可書の写し

(診療所）

○使用許可証又は許可書若しくは届書の写し

(国の開設する病院又は診療所）

○承認書又は通知書の写し

(薬局）

登録省令

第１２条．

匡室翁繍重］



1釦

○許可証の写し

保険医登録男

●

登録省令

第１４条

登録省令様里

-第３号 ）
保険薬剤師登録男 登録省令

第１４条

瞳…
保険医・保険薬剤師児
出事項変更尼

《氏名変更、死亡又は失そう、医師若しくは歯科医師又は薬剤目
の免許の取消に係るもの、管轄区域の変更の場合》．

(保険医の場合）
○保険医登録票

(保険薬剤師の場合）
○保険薬剤師登録票

《氏名変更》
○氏名変更の事実を証する書類

登録省令

第１５条、第１１

条、第１７条関欄

保険医・保険薬剤師畳
録票再交付申請名

《き損の場合》．

(保険医の場合）

○保険医登録票
の

●

(保険薬剤師の場合】

○保険薬剤師登録票

登録省令

第１８条関係

保険医・保険薬剤師量
録抹消申出書

(保険医の場合）

○保険医登録票

(保険薬剤師の場合）

○ 保 険 薬 剤 師 登 録 票 ，

登録省笥

第20条関係



施設基準等に係る業務関係３

各種指導に係る業務関係４

1２

様 式 名 参 考

施設基準に係る辞退尼 様式（

適時調査実施通知伊 様式と

施設基準等実施状況調査善 様式Ｅ

施設基準等実施状況調査書仮 様式６

適時調査結果通知例 様式７

適時調査進行要領例 参考．

様 式 名 参 考

集団指導実施通知例 様式８

集団的個別指導（集団部分）実施通知例 様式９

集団的個別指導（個別部分）実施通知例 様式1 c

個別指導実施通知仮 様式１引

個別指導（再開）実施通知伽 様式１２

立会依頼通知例 様式１２

個別指導（概ね妥当）結果通知伽 様式１』

個別指導（経過観察）結果通知佃 様式１モ

個 別 指 導 （ 再 指 導 ） 結 果 通 知 例 ‘ 様式１〔

レセプト依頼様式個別指導（再開）実施通知仮 様式１フ

司 会 進 行 要 領 （ 個 別 指 導 ･ ( 医 科 の 例 ) ） ． 参考２



-

５指定訪問看護事業者に係る業務関係

＄

122

様 式 名 添 付 書 類 参 渚
指定訪問看護事卦

者の指定申請書
Ｏ甲鯖者の定款、寄付行為又は条例等

Ｏ申鯖者が、現に他の訪問看渡ステーシ言

者であるときは、その凝墓

ン、病院、診療所又は介瞳老人保健施股の開、

●Ｏ申購者が、同時に他の肋間看恵ステーション、病院、診療所又は介腫老人保健施設を用

○

設しようとするときは、その概要

訪問看渡ステーションとなる事業所の平面図並びに設備及び倫品等の概要

Ｏ指定肪問看瞳を受ける者の予定数

Ｏ肪問看穫ステーショ ンとなる事業所の管理者その他の職負の氏名及び経歴（肴腰師等に

ついては、免許書の写しを添付すること．）並びに管理者の住所

Ｏ運営規程

Ｏ職員の勤務の体制及び勤務形態

Ｏ事集計画

Ｏ保健、医療又は福祉サービスの提供主体との連携の内￥

Ｏ指定肪問看履の事某に係る資産の状ヨ

Ｏその他厚生労働大臣が必要と囲める事項

健保法規則

第74条関係

潔定法人等認同

申請善

｡ ●

Ｏ 定 款 、 寄 付 行 為 簿 。

○混在の事集の彼要及び収支状況を示す書鄭
e ●

一．①財産目録②貸借対阻表③収支計算書

Ｏ指定肋間看瞳ステーションとなるべき事業所に関する板』

①申賭者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名及び住月

②肋間看腹ステーションとなる事業所の名称及び所在知
③申鯖者が、現に他の訪問看瞳ステーション、病砺

老人保健施設の開放者であるときは、その祇要

q 診療所又'ま介瞳

④申鯖者が、同時に他の防問肴腹ステーション、病院、診療所又は介
蓮老人保健施設を開設しようとすると倉は、その援要

⑤肪間看腫ステー･シヨンとなる事粟所の平面図並びに段備及び備品等の禄３

⑥指定訪問看腫を受ける者の予定融

⑦運営規程
申 ●

健保法規則
第７４条関個

指定訪問看護事業を行わない旨の申出智
健保法規則

第76条関係

訪問看護事業変更眉
●

健保法規則

第77条関係

訪問看護事業の休止・廃止・再開届
健保法規則

第78条関係
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保険医療機関等の指定申請等に係る業務ｰ
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一

コ登録省令様式第1^一

保 険 医 ． 療 機 関
保 険 薬 局 指 定 申 請 書

トー

院

開設者の氏名及び住所
（法人の場合は、名称、代表者の職氏名及び主たる事務所の所在地）
丁

上記のとおり申請します。
平 成 年 月 二■■■■■ロ

地方厚生(支)局長 殿
印

や■■■宮

く趣話番号

※ 番 号

※医療概関（薬局）コート

① 病 院 ・ 診 療 所 。 薬 局

(プリガナ）
名 称

所 在 地

● ●

② 筈 理 者 。 管 理 薬 剤 師

(フリガナ）
氏 窄

保険医
■

・ 保 険 薬剤師 ‘ その他
保険医ヌ
の登録‘

● Ｐ

③ 診 療 科 楽

④開設者（法人の場合は、代表者
･ 医 師 ・ 歯 科 医 師 ・ 保 険 医

薬剤師・保険薬剤師・その他
保険医頭
の登録ａ

⑤健康保険法第６５条第３項第１号､第
３号から第５号までのいずれか(指冗
欠格事由）に該当

有 ・ 無

ざ

０

該 当 す る 法 律 名
内 容
該 当 年 月 ｆ
処 分 権 者 等

⑥医療法第30条の11の規定による
勧告 有 ・ 無 勧 告 年 月 ［

⑦指定に係る病床種別ごとの病床数等 貝 ( う ち ､ 一 般 病 床 床 ､ 療 養 病 床 床 ､ 精 神 病 床 床 ､ 結 核 病 床 床 ､ 感 染 症 病 床 床
( 特 別 の 療 養 環 境 に 係 る 病 床 床 ( 個 室 ． 床 、 ２ 人 室 床 、 ３ 人 室 床 ､ ４ 人 室 床 ）



ウ ー ■ ■ ■ ー -

(裏面）
肥入上の注意
１標題並びに①、②、④、⑤及び⑥の欄は、咳当の文字を○で囲むこと。
ただし、⑤の柵については、平成18年10月１日前にした行為により嗣金又は禁固以上の刑に処せられた場合は、無を○で囲むこと。

２開設者が管理者又は管理薬剤師であるときは、②の欄に斜線を引くこと。
３③の欄は、病院又は診療所に限り、その標袴する診療科名を記入すること。
４⑤の欄に有と○で囲んだ場合は、該当する法律名を記載すること。
．また、内容欄に非該当となる年月日を記入すること。

健康保険法第65条第８項第３号の場合の咳当法律
・ 健 康 保 険 法 ・ 国 家 公 務 員 共 済 組 合 法
・ 船 員 保 険 法 ・ 国 民 健 康 保 険 法
・ 医 師 法 ・ 薬 事 法
・ 歯 科 医 師 法 ・ 薬 剤 師 法
・ 保 健 師 助 産 師 看 護 師 法 心 地 方 公 務 員 等 共 済 組 合 法
・ 医 療 法 ・ 高 齢 者 の 医 療 の 確 保 に 関 す る 法 律

同項第５号の場合の該当法律
・ 健 康 保 険 法 ・ 船 員 保 険 法
・ 国 民 健 康 保 険 法 ・ 高 齢 者 の 医 療 の 碗 保 に 関 す る 法 律
･ 地 方 公 務 員 等 共 済 組 合 法 ・ 私 立 学 校 教 職 員 共 済 法
･ 厚 生 年 金 保 険 法 ・ 国 民 年 金 法

５⑥及び⑦の欄は、病院又は病床を有する診療所に限り記入すること。
６⑦の欄の特別の療養環境に係る病床とは、その利用について法律の規定に基づく費用の額を超える金額の支払を受ける病床をいうものであること。
※の欄には、記入しないこと。

ｰ

膿

備考この用紙は、Ａ列４番とすること。



保険医療機関・保険薬局指定申請書添付書類

垂錘省令第3条関係
保険医・保険薬剤師の氏名等

産Ｉ頑廐・診涼m¥-のっ̅くIま、官埋壱を除く保険医の氏名等を記載すること。また、薬局にあっては、
管理薬剤師を除く保険薬剤師の氏名等を記載すること｡なお､氏名は戸籍簿に記載されている漢字を
必ず用いること。

注２担当診療科が複数ある場合には、主たる診療科を最初に記載すること。また、科目名の間を-文
字空けて記載すること。

注８欄が足りない場合は、上記の記載事項を記入したもの（様式はA4縦）を別紙として本様式に添
えて提出すること。

１ に 掲 げ る 者 以 外 の 医 師 一 歯 私 医 師 及 び … I 師 の 子 れ 季 れ の 勘 ．

３看護師、准看護師及び看護補助者のそれぞれの数

注病院又は療養病床を有する診療所のみ記載すること。
４診療時間（開局時間）

注保険医療機関（保険薬局）の指定後に予定している診療時間（開局時間）について、通常週（年末｜
年始、祭日がない一週間）の状況が分かるように記載すること｡．

５遡及申請の有無及び区分有。無（有の場合は、下記の該当する番号に○をつけること｡）｜
注それぞれの第三者の利害関係に不利益を与えるおそれが全くないときに限るものであること。
（１）保険医療機関等に指定された後、当該病院若しくは診療所の開設者に異動（死亡等により）があって、新’

たに指定を受ける場合。
（２）同一施設において単に開設者変更が（死亡以外の理由）があったのみで、患者は引き続き入院その他の治

療を受けている場合。なお、開設者の変更とは次の場合である。
①前開設者死亡､病気等のため血族、その他勤務する保険医が引き続き開設者となって診療を継続する場合。
②個人から法人組織に、又は法人組織から個人に変更となった場合。

（３）診療所を至近に移転し、同日付で新旧診療所を開廃して、入院その他の診療を引き続き行っている場合
（移転後の診療所と移転前の診療所との距離が至近の場合に限る｡）

※̅霧院而場合は｢使用群司言]百̅彦添あ塙召ま｢使用許可鉦｣又は｢許可証｣若しくは｢届書｣､国の開設する病院又は診
･療所の場合は「承麗書」又は「通知書｣、薬局の場合は．｢許可服」のそれぞれの写しを添付すること

125

（ フ リ ガ ナ ）
氏 名 医籍等登録番号 保険医又は保険薬剤師

の登録の記号及び番号 常勤･非常勤の別 担 当 診 療 霜

常 勤 ・ 非 常 勤

常 勤 ・ 非 常 勤

常 勤 ・ 非 常 勤

医 罰 歯 科 医 側 薬 剤 罰
人 人 人

看 護 削 准 看 護 師 看 護 補 助 者
人 人 人



- - - ● ｡ 一 一 ● ｡ ● ③ ■ ー ■ 一 ● ■ 合 ﾛ ● 一 ー - - - ① 合 凸 一 一 一 一 一 一 一 面 即 申 ＝ ● ー - - - 一 色 ー ■ ■- - - - ＝ 一 一 一 一 ● - - - 一 ト ー 一 一 一 一 一 一

保険医療機関
指定通知書

保 険 薬 局

ｰ

圏

保険医療機関
上記のとおりとして指定したから通知します。

保 険 薬 局

平 成 年 月 日

様指定申請者

印地方厚生伎)局長
→ ● ■ 凸 ･ Ｌ Ｇ ヴ ー ー ー ー ロ ヰ ■ ● 底 一 ・ 句 ● ｡ -

医療機関コード

指定の期債 ､ 平 成 年 月 日 か ら 平 成 年 月 日 ま で

保険医療機関

又は保険薬局

名

称

所

在

地

● ４

ノ



巳 一 一 ＝ - ■ ■ ← ■ ⑧ ■ ■ 一 - 『 - ⑧ 0一 一 ● ● - - - ■ 1 ｐ ｐ も ｻ ● - 一 一 一 一 ■ 一 一 一 一 ■ ← の ｡ ● ● 一 一 - 一 -
○ 一 一 ロ ー - ● 画 ● ■ 一 色 ■ ● ● 一 一 一 ー

-

の２１
-

登録省令様式第１号

※番 号
保 険 医 療 機 関 指 定 変 更 申 請 書

※医療機関コード

（フリガナ）

名 ． 称

① 病 院 ・ 診 療 所

所 在 地

②医療法第 3 0 条 の 1 1 の 規定
による勧告

勧 告 年 月 日 年有 。 無
ｅ

月』ぱべ

床､療養病床床鰯磯蕊に綴る病※嫌 床 ､ 精 神 病 床 床 ､ 結 核 病 床 床 ､ 感 染 症 病 床
( 個 室 床 、 ２ 人 室 床 ､ ３ 人 室 床 ､ ４ 人 室

③変更後の指定に係る病床
種別ごとの病床数等

･

開設者の氏名及び住所
(法人の場合は、名称、代表者の職氏名及び主たる事務所の所在地１
丁

上記のとおり申請します。
平 成 年 月

地方厚生(支)局長 殿

電話番号



- - ー ▽ Q ● ■ ● ■ . -ー - - 白 早 -
← ■ - - ｮ U - 知 ■ ｡ ～ ● ● ＝ a 弓 ■ 申 一 一 ● ● ー

ー - - 一 ｳ 1 ■ ー T ■ ■ ー ■ ＝ b ● ■ 一 竜 ■

(裏面）
記入上の注意
１①及び②の欄は、該当の文字を○で囲むこと。
２③の欄の特別の療養環境に係る病床とは、その利用について法律の規定に基づく費用の額を超える金額の支払を受ける病床をいうものであること。
※の欄には記入しないこと。
備考この用紙はＡ列４番とすること。

ｰ

路

や- 令 、 ● ● - - タ ー ー 一 宇 G P ･ - - - ． ､ - - ℃ ｡ ' ■ ｡ ｡ 一 ｡ ④ ■



保険医療機関指定変更申請書添付書類
登録省令第６条関係

１医師及び歯科医師のそれぞれの麺

２看護師、准看護師及び看護補助者のそれぞれの数

注病院又は療養病床を有する診療所のみ記載すること‘

※病院の場合は「使用許可証」、診療所の場合は「使用許可証」又は「許可証」若しくは「届書」、
国の開設する病院又は診療所の場合は「承潔書」又は「通知書」のそれぞれの写しを添付すること。

ｉ
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医 闘 歯 科 医 師

人 人

看 謹 師 准 看 護 師 看 護 補 助 者

人 人 人



『

壷 一

保 険 医 療 機 段
保 険 薬 后 届出事項変更（異動）底

｢意露琴蚕頁重砿-１

上記のとおり届け出します。
開設者の氏名及び住所
(法人の場合は、名称、代表者の職氏名及び主たる事務所の所在咽
Ｔ

Ｉ

平 成 年 月

印殿地方厚生㈲局長
己画ロ一■一画ニロ

クロ〃巳匡、電話番号

130

医療機関嘩局）
コード

保険医療機風

保
名

又伺
険薬局‘

称

･変更前

変更後

(／ソ刀ﾌｰﾉ

（フリカナ‘

変 更 年 月 Ｅ

平 成 年 月 Ｅ

開設者謝
又は

代表者４
(法人の場合は法人
名及び代表者職氏名）

変更前

変更後

(比名）
変 更 年 月 日

(フリガナ

(氏名） 平 成 年 月 日

は保険薬剤師
記号及び番号 医籍等登録番号

管 理
又は

者

管理薬剤師

変更前

変更後

( 氏 名 変 更 年 月 日

(フリガナ
( 氏 名 ） ， 平 成 年 月 日

保険医又は保険薬斉
の登録の記号及び樫

師
号 医籍等登録番号

保 険 医
又 は

保険薬剤師

勤務者
(新栽
採用を
含む１

退職者

(フリガナ）
(氏名）

異 動 年 月 日
平 成 年 月 日

保険医又は保険薬剤師．
の登録の記号及び番信 医 籍 等 登 録 番 号

常勤・非常勤の月’ 常勤・非常勤 担 当 診 療 科 名

(フリガナ）
( 氏 名 ‘

異 動 年 月 ド
平 成 年 月 Ｉ

保険医又は保聞
の登録の記号Ｚ

医籍等登録番号

雑翻融
医療機関 区分

理は

廃止・休止・再隣 廃止・休止・再開年月日

平 成 年 月 日

健康保険法80条
第７号から第９号
までのいずれ力
に該当

該当する法律名
内 容
該当する年月日
処 分 権 者 等

平 成 、 年 月 Ｅ

その他の変且
住居表示の変更､診療
科目、診療時間（開局
時間Ｉ

変更前

変更智

変 更 年 月 日

平 成 、 年 月 Ｅ



岳 ﾜ o ③ - - - ｡ ●
● - - ■ ｡ ｒ 一 一 一 由 一 一 一 一 一 ● 亭 ■ 凸 可 『 ト ー ー ー ー ー 一

一 ■ O C ＝ こ ● ● ｡ 一 一 = 斡 一 ● ● ● B ● 0 ① ■ ﾛ r 甲 ■ -
■ ■ ● 一 一Ｂ Ｇ 色 ■ ● 客 ■ ー G - ｡ 一 一 ① ＝ 守 - ０ ● ● 年 . ー ー - Ｑ Ｂ Ｃ 一 一 ｡ ● 写 b ■ D

保 険 医 療 機 隣
保 険 薬 局 届出事項変更（異動）届附勇 ｢ 霊 … 詞●

■

］“Ｐ

保険医又は保陽
・薬剤師の氏名、 医籍等登録番号 保険医又は保険薬剤師

●

の登録の記号及び番号 常勤・非常勤の月’ 担当診療科名 変更年月日 届出の別

(フリガナ）
医・歯・薬

常 勤 ・ 非 常 鳶 平 成 年 月 Ｉ 勤務者・退職者

(プリ識 ‘
医・歯・薬 常 勤 。 非 常 鴬 平 成 年 月 Ｉ 勤務者・退職者

(フリガナ）
医・歯・薬 常 勤 ・ 非 常 質 平 成 年 月 日 勤務者・退職毛

(フグガナ）
医・歯・薬

常 勤 ・ 非 常 鷺 平 成 年 月 ｆ 勤務者・退職製

(フリガナ）
医・歯・薬

ｂ

常 勤 ・ 非 常 堂 平 成 年 月 ’ 勤務者・退職譜

(フリガナ）
医・歯・身

常 勤 ・ 非 常 蔦 平 成 年 月 ’ 勤務者・退職薯

(フリガナ）
医・歯・勇 常 勤 ・ 非 常 鷺 平 成 年 月 『 勤務者・退職者

(フリガナ）
医・歯・勇 常 勤 ・ 非 常 鴬 平 成 年 月 Ｉ 勤務者・退職者

(フリガナ）
医・歯・勇 常．勤。非常貨 平 成 年 月 Ｆ 勤務者･退職者

(フリガナ）
医・歯・薬 常 勤 ・ 非 常 勤 平威

●

句 月 Ｅ 勤務者・退職者



一 一 ａ - ｅ ｃ ｅ ◆ - - - - - - ｡ ｰq ■ ① 一 ● ■ 』 - - - - 口

保 険 医 療 機 僕
●

保 険 薬 屑
指 定 辞 退 申 出 書

届̅

上記のとおり申し出ます。
開設者の氏名及び住所

(法人の場合は、名称、代表者の職氏名及び主たる事務所の所在地）
ー

Ｔ
平 成 年 月 日

地方厚生（支）局長 殿

印
電 話 番 号 （

登録省令第1 0条関智

医療機関(薬局）コード●

(フリガナ）
名 称

● ●

所在・卸

■■■■

Ｔ
● ■

辞退予定年月日及び辞退の事甘 平 成 年 月 Ｅ 事住

召 ■

■



、

＝ 一 一 一 一 一 一

一 毛 ● ● - の 一 ● ●
一 二 一 Ｇ - 一 ● 古 一 ■ -一 一 ② ■ - ＄ 二 一 手 心 ● 叶 昏 ■ ｳ ■ Ｑ Ｂ ｂ - 岳 ■ G 一

宮 一 一 ■ 一 申 ● 一 画 ● ｳ ● ■ ● ● l ■ ● ■ ■ - - - ー - ● - - - ● ■ - ■ 一 一 巳 ■ ｡ ｡ ● ○ 弓 b O 申 0 伊

一■■■■■■■■■一睡
鴬険蟹療華織：指帥審再交榊稲●

医療機関（薬局）コード

（フリガナ）
名 称

＝＝

所 在 地

ｰ

圏

再 交 付 申 鯖 の 理 由 き 損紛 失

※き損の場合は、き損した保険医療機関又は保険薬局の指定通知書を添付すること。

上記のとおり申請します。
開股者の氏名及び住所

(法人の場合は、名称、代表者の職氏名及び主たる事務所の所在地）
一

丁

平 成 年 月 日

地方厚生伎)局長 殿

印
く電話番号



盃

保険医等の登録申請等に係る業務（一二



ー 凸 ● ｰ 一 一 ■ ■

0 ● ■ ● - - 凸 一 一 ● - 句 ● ■ ■ 一 一 一 一 ■ ■ , ー ロ ー ー ー ｡ 。 ■ ■ ･

登録省令様式第２号

保 険 医
保 険 薬 剤 師

登 録 申 請 書

』段

上記のとおり申請します。
平 成 年 月 】’

医師若しくは歯科医師又は薬剤師の住所及び氏名
〒

印
地方厚生伎)局長 殿

‘電話番号

※登録の記号及び番号

※ 壁 録 年 月 日

① 医 師 ・ 歯 科 医 師 銅師
(フリガナ）
氏 名

大
平

●

●

明
昭 年 月 日 生 、男・女

②医籍・歯科医籍・薬剤師名判 登 録 番 号 登 録 年 月 日
明ら大
昭・平 年 月 日

③健康保険の診療・調剤に従事すそ
病院・診療所・薬原

(フリガ戎
名 称

●

所 在 地

担当診療科名

④健康保険法第７１条第２項第１号か
ら第３号のいずれか（登録欠格事由）
に該当

有 ・ 無

該 当 す る 法 律 衆

内 君

該 当 年 月 日

処 分 権 者 雪

年 月 Ｉ



■ ← ● ｰ 一 一 U - q ● ■ 0 - -
◆ ■ 酢 ● ● - - - ･ ー ヰ ■ ③ ● ●

(裏面）
記入上の注意
１①、②、③及び④の欄は、該当の文字を○で囲むこと。
ただし、④の欄については、平成１８年１０月１日前にした行為により罰金又は禁固以上の刑に処せられた場合は、無を○で囲むこと。

２③の欄は､健康保険の診療又は調剤に従事する病院若しくは診療所又は薬局が２以上あるときは、主として従事するものについて記入し、医師にあっては、その担当
診療科名を記入すること。
３④の欄に有と○で囲んだ場合は、該当する法律名を記載すること。
また、内容欄に非骸当となる年月日を記入すること。
健康保険法第71条第２項第２号の場合の該当法律

・ 健 康 保 険 法 ・ 国 家 公 務 員 共 済 組 合 法
・ 船 員 保 険 法 ・ 国 民 健 康 保 険 法
． . ・ 医 師 法 ・ 薬 事 法
・ 歯 科 医 師 法 ・ 薬 剤 師 法
・ 保 健 師 助 産 師 看 護 師 法 ・ 地 方 公 務 員 等 共 済 組 合 法
・ 医 療 法 ・ 高 齢 者 の 医 療 の 確 保 に 関 す る 法 律

同項第５号の場合の骸当法律
・ 健 康 保 険 法 ・ 船 員 保 険 法
･ 国 民 健 康 保 険 法 。 ・ 高 齢 者 の 医 療 の 碓 保 に 関 す る 法 律
・地方公務員等共済組合法・私立学校教職員共済法
・ 厚 生 年 金 保 険 法 ・ 国 民 年 金 法

※の欄には、記入しないこと。

胃い、

備考この用紙は、Ａ列４番とすること。



ｌ

ｌ

Ｉ

ｌ

ｌ

保 険 医 登 録 票

上記のとおり登録したことを証期する《

平 成 年 月 Ｅ

印地方厚生㈲局長

備考この用紙は、Ｂ列７番とすること

13（

登録の記号及Z曜号 登録年月Ｅ

医師・
歯科医師

氏 宅 日生年 月

明
・
大
・
昭
・
平

男・女



保 険 薬 剤 師 登 録 男

●

上記のとおり登録したことを証明する‘

平 成 年 月 ｆ

耳地方厚生(剣局長

備考この用紙は､Ｂ列7番とすること

-

131

登録の記号及び番号 登録年月日

薬剤師 氏弗

Ｐ ４

日生年 月

明

・

大

・

昭

・

平

男・女



保 険保険薬剤嘉剛事項変更(該当)息１

１

’

Ｉ

１

-

ｌ

ｌ

Ｉ

ｉ

ｌ

※保険医又は保険薬剤師の登録票を添付すること。なお、氏名変更の場合には､氏名変更の事実を証する書類を添付す＠こと
り変更（該当）したので届け出します《上配のとお

年 月 ｆ平同

保険医又は保険薬剤師の氏名及び住所
（保険医又は保吹恋瞬の死亡又は失そうの輯合は届出人の住唐、氏名及び挟柄

Ｔ
日

）電話番号
地方厚生伎)局長 島

１

１

131

…令機式第１５条、第１６条、第１７条関似

保

保

険郵
険薬

骨

医

剤師

(フリガナ）
氏 名
生年月日

住 所

医籍等登録番号

保険
薬剤

医又は保険
師

記号Ｚ
の墨
ぴ肴
録の
号

明 治 ・ 大 正 ・ 昭 和 ・ 平 成 年 月 日 目

性 別

男 ． 女
一

丁

登 録
年月Ｅ

明治・大m
昭和・平月 年 月 ’

医

僅

夷

登 録
年月Ｅ

明治・大正
昭和・平成 年 月 １

従 事 す そ
保険 医捌

又胸
機関

保険調剤薬局

(フリガナ】
名 称

所在地
ー

Ｔ

変 更 前 の 氏 名
変 更 年 月 Ｅ

平 成 年 月 Ｅ

変 更 前 の 住 所

一

丁 変 更 年 月 Ｅ

平 成 年 月 日

変更前の
保険医療機僕
又は

保険調剤薬后

名 称

所在地
ー

Ｔ

変 更 年 月 日
１

平 成 年 月 日

保険医又は保
険薬剤師の例
亡又は失そう

事 由

死識失言
● 死 亡 ・ 失 そ

平 成 年 月 日

健康保険法第８１条第４号か噌
第６号までのいずれかに該当

該当する法律采
内 容

該 当 年 月 Ｅ
処 分 権 者

平 成 年 月 Ｅ
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保険医又は保険薬剤師
の登録記号及び番号

医
歯
薬

登 録
年月旧

明治・大正
昭和・平成 年 月 日

医 籍 等 登 録 番 号

(フリガナ
氏 名

生年月Ｉ 明 治 ・ 大 正 ・ 昭 和 ・ 平 成 年 月 日 当

性 別 男・女

雛
機
関
等

の保険

名 利

所在難
ー

丁

紛失又はき損年月眉

句

可

平 成 年 月

紛失又はき損の理庄

※き損の場合は、き損した保険医又は保険薬剤師の登録票を添付すること。

上記のとおり申請しますも

平 成 年 月 ． 日

保険医又は保険薬剤師の氏名及び住所
■■

１

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 長 殿

電話番号 （ ）
印日



一一■一■■一■■■国一登録省令第2 0条関係
保 険保険薬剤馬菱録抹消申出書

医
歯
薬

保険医又は保険薬剤師
登録の記号及び番号 保 険 医

又は
保 険 薬 剤 師

(プリガナ）

氏 名
医 籍 等 登 録 番 号

登録抹消理由

ｰ

台

平 成 年 月 日登録抹消予定年月日

上記のとおり申し出ます。

平 成 年 月 日

保険医又は保険薬剤師の氏名及び住所
〒

殿地方厚生技)局長
印

電 話 番 号 （

(注)登録抹消予定年月日は､健康保険法第７９条の規定により、保険医･保険薬剤師登録抹消申出書の申出日の翌日から１か月以上の予告期間が必要となりますも
なお、予告期間が終了したときは、1 0日以内に保険医又は保険薬剤師の登録票を返納願います。



施設基準等に係る業務（二一〕

、



- - -

【壷国
施設基準に係る辞退届

平成 年 月 ｒ
』
軍

厚生(支)局長殿

医療機関コード

所在地

保険医療機関名称

開設者 印

１施設基準辞退項目

号（ ） 第２ 受 理 番 号

平 成 年 月 日３ 算 定 年 月 日

４ 辞 退 理 由

平 成 年 月 『５ 辞 退 年 月 日
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様式４

Ｏ厚発○○○○第号
平 成 年 月 日 ．

○Ｏ病院
開設者 b o o ｏ様

○○厚生(支】 弓帝

施設基準等に係る適時調査の実施について

社会保険医療行政の推進につきましては､平素から格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、施設基準等に係る適時調査につきましては､､厚生労働省保険局医療課長通知等により、

施設基準の届出を行っている保険医療機関について、その届出内容を調査・確湧するとともに、
施設基準について周知徹底及び適正化を図ることを目的として実施しているところです。
つきましては、貴保険医療機関の施設基準の届出について、下記の日程で調査を実施しますの
で、御協力の程よろしくお願いいたします。
また、関係職員の出席及び調査会場の手配につきまして御配庫いただきますよう併せてお願い
いたします。

記

１ 日 時 平成○○年OQ月○○日（○）
○時○○分から○○時○○分まで
貴病院（貴病院内で行いますので調査会場を御用意願います｡）２ 場 所

３準備していただくもの
※当日準備する書類及び事前に作成を依頼する書類を記載すること。

0ー‘ﾛ■●｡｡｡＝｡■‘一一●●ロローの●●向の●‘･-Ｆ●■●句勾ｐ-口--口の--Ｐ句｡･--■'ご■一一一一一一●｡-●-０,一・,‘-ロゥローロロ■･口｡■‘ﾛ'一一●｡｡一●ｰ一■！

i事務的なお問い合わせ等につきましては､次の連絡先までお願いします。
！（連絡先）

○○厚生(支)局○○事務所○○課○○
〒xxx-xxxx oO市oo町○一○一○
篭話xxx-xxx-xxxx、FAX XXX-XXX-XXXX

L‘._ .__ ._ ._ . . . ‘ . . . . . . ,_ ._ . , ‘…. . . ._- . . - . . . . , . ‘ . ‘…, . ‘ . . . . . . . . ._ . .______‘ ._ .__- . . . . , . . . ‘ . - - - . . - . . . . . - - -．_‘ . ._- - - - . ‘ ._ . . -
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口壷二
施設基準等実施状況調査書

調 査 年 月 日 平 成 年 月 日

調査対応者氏名
対 応 者 職 名

氏 名
病 棟 病 床

改善指示事項

143

病 院 名 剰
(コード番号
､ 所 。 在 地

開 設 箸
管 理 箸
経 営 主 ウ 医 療 法 人 独 立 行 政 法 人 公 立 財 団 法 人 個 人 そ の 他 （ Ｉ

0

●



｡ ■ -

に壷亘．
診療録管理体制加棟の実施状況鯛査書（例）

鯛 壷 年 月 日 平 成 年 月 日鯛査保険医療機関名
飼 査 担 当 者

施設について．
。
◎

１

適・否
適・否

２．
◎ （ ■ 適・否

３．
◎ 適・否

。
◎
。

適・否
適・否
適・否

。
◎

適・否
適・否

指捕事項

返還金の有無
返 還 内 容
返 還 期 間

(有・無）

(平成年月以降既に請求済みのものについて）

口頭指示事項

調査担当者の総合所見
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亡コ壷こ．

○厚発○○○○第○号
平 成 年 月 日

○○病院
開設者○○○○ 様

○○厚生(支)局

施設基準等に係る適時調査の結果について(通知）

平成○○年○○月○○日に実施した施設基準等に係る適時調査に際しましては、御多忙
のところ格別の御協力をいただき厚く御礼申し上げます。
さて、今回の適時調査における調査結果を下記のとおり通知します。
つきましては、当該指摘事項について、速やかに改善され、平成○○年○○月○○日ま
でに適時調査に係る改善報告書を作成の上、下記宛て提出してください。
なお、返還金については、別添の返還金関係書類を作成し、平成○○年○○月○○日ま

でに下記宛て提出してください。

記

１入院基本料の施設基準について
● ● ■ ■ ● ｇ ● ■ の 己 Ｑ

２疾患別リハビリテーション料の施設基準について
● 、 ■ ● ■ ■ ｡ ■ ● ■ 9

改善報告書・返還金同意書等送付先
○○厚生(支)局○○事務所○○課
〒XXX-XXXX
ＯＯ市○○町○一○一○
電話:XXX-XXX-XXXX    FAX:XXX-双X-XXXX

（問い合わせ先：○○厚生(支)局○○事務所○○課○○）
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亡壷亘．
.○厚発○○○○第○号

平 成 年 月 日

○○医院
開設者○○ 様○○

○○厚生㈲

集団指導の実施についてG圏知）

社会保険医療行政の推進につきましては、平素から格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さてざこの度､健康保険法第７３条船員保険法第５９条において準用する場合を含む。）、国民健康保険法
第４１条及び高齢者の医療の確鯛二関する法律第６６条の規定により、下記のとおり○○厚生枝)局と○○県に
よる集団指導を実施いたしますので、出席されるよう通知します。

雪証

１ 目 的
保険医療機関における保険診療等について定められている「保険医療機関及び保険医療養担当規員山騨
局の場合、腺険薬局及び保険薬剤師療養担当規則」）等をさらに理解していただき、保険診療の質的向上
及び適正化を図ることを目的としています。

２日・時平成○○年○○月○○日(○)○時○○分から○時○○分まで

､３場所○○厚生(動局○○事務所○階会議室
〒XXX-X郷○○市○○町○一○一○
電話棚一X凧一xxxx
FA X郷一皿 - x x x x

４出席者○○○，○○○，○○（

|議議室
146
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「廊一
○厘発○○○○第○号
平 成 年 月 日

○○医院
開設者o c ○○＃

OQ厚生(支）

集団的個別指導の実施について樋知

社会保険医療行政の推進につきま
さて、この度､健康保険法第７３
第４１条及び高齢者の医療の確閑ご
よる集団的個別指導を実施いたしま

社会保険医療行政の推進につきましては、平素から格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、この度､健康保険法第７３条船員保険法第59条において準用する場合を含む。）、国民健康保険園
第４１条及び高齢者の医療の確閑二関する法律第６６条の規定により、下記のとおり○○厚生㈲局と○○県に
よる集団的個別指導を実施いたしますので、出席されるよう通知します。
また、指導時には、別途連絡する患者に係る診療内容等を中心に聴取しますので、予め御承知おきください。
なお、正当な理由なく集団的個別指導を欠席した場合は､個別指導の対象となりますので御留意ください。

・記
１ 目 的
保険医療機関における保険診療等について定められている喉険医療機関及び保険医療養担当規則」喋
局の場合、「保憾局及び保険薬剤師療養担当細り｣）等をさらに理解していただき、保険診療の質的向上
及び適正化を図ることを目的としています。

２日時・平成○○年oo月○○日(O)○時OO分から○時○○分まで

○○厚生㈲局○
〒棚一皿Ｘ○〔
電 話 棚 一 棚
FAX   XXX-郷

３ 場 所
双ＸＯＯ市○○町○一○一○
” 一 “ - “
剛X一蹴一xxxx

４出席者○○○，○○○，○○○

０●■̅ ｨ■の ̅● ｡●● ̅ ｡●。●一一｡ .● ｡● ､ｏｏｏｃ●ﾛ●● ｡＝●■ ) ' ■●⑧守●●①｡● ﾛ●●■ -● ﾏ●●ロ●●●｡● ̅●守１

１事務的なお問い合わせ等につきましては､次の連絡先！
｜までお願いします。
ｉ 噸 銅
iOO厚生(支)局○○事務所○o課○○
|〒郷一”○○市○○町○一○一○
|電話糊-xxx-xxxx､FAX郷-剛X-棚Ｘ
･ ● ● ワ マ ● 、 ● ● っ - ● - ● 、 - ● ｡ ● ● ● の - ■ ＝ ロ ● - ｡ ● q ■ ● ● ● 4 ■ ● ｡ ● ・ ● q ■ ● ■ - ● ● ● q ■ ■ ■ Ｄ ｐ - 。 ● - ■ ｡ ● ● - ９ ■ ｡ ｡ ●

０
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凸

０
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日

日
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ｐ

Ｕ

ｇ

①
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ｐ

ｂ

０

●

■
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Ｉ
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集団的個別指導の実施通知例（各科ｼ樋）



● -

&310
O厚発○○○○第○号
平 成 年 月 日

○○医院
開設者ＯＯＯＣ 様

○○厚生伎

集団的個別指導の実施について（通知）

社会保険医療行政の推進につきましては、平素から棚ﾘの御高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、この度､健康保険法第７３条船員保険法第５９条において準用する場合を含む。）、国民健康保険法

第４１条及び高齢者の医療の確閑こ関する法律第６６条の規定により、下記のとおり○○厚生(動局と○○県に
よる集団的個別指導を実施いたしますので、出席されるよう通知します。
なお、正当な理由なく集団的個別指導を欠席した場合は､個別指導の対象となりますので御留意ください。

記

１ 目 的
保険医療機関における保険診療等について定められている「保険医療機関及び保険医療養担当規則」（薬
局の場合、喉険薬局及び保険薬剤師療養担当規則」）等をさらに理解していただき、保険診療の質的向上.及び適正化を図ることを目的としています。

２日時平成○○年○○月○○日(0)0時○○分から○時oo分まで

○○厚生伎)局○○事務所○階会薩室
〒郷一”○○市○○町○一○一○
電話棚一瓶x - x x x x
FAX   XXX-X剛一XXXX'

３ 場 所

４出席者○○○，○○○，○○Ｃ

０● 4 ■ - - - ● ● ● ● ● ̅ b ● 曹 ● ● ロ ロ ・ ● ̅ ● ● ロ ー 一 つ - q ■ ワ ー ■ - - ． ● や ■ ■ ● ● ■ - ｡ - つ ■ ■ ロ ー ■ ● ロ つ ｡ ｡ ■ ｡ d ■ - 4 ■ 白 ､

ｉ事務的なお問い合わせ等につきましては､次の連絡先！
｜までお願いします。
｜ 鱈 ㈱ ‘
iO○厚生伎)局○○事務所○○課○○
!〒xxx-xxxx oo市○○町○-o一○
I電話xxx-xxx-xxxx、FAX XXX-XXX-XXXX
画 ・ 守 ・ - ご q ■ q ■ ロ ー ● ● Ｃ - - ｃ - - - - ４ ■ ・ ■ ■ q ■ q ■ 一 一 一 Ｃ - ｏ ● q ■ ● - ＝ ｡ ■ - ＝ ｡ ｡ ● - ● ● ● ｡ - ● q ■ - ● ■ b - ■ ● q ■ - ■ ｡ ● ● ●
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集団的個別指導（集団部分のみ美澗の実施通知例（各科共通）
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式１１個別指導の実施通知例（各科共通

○厚発○○○○第○号
平 成 年 月 日

○○医院（病院、診療所、薬局
開 設 者 ○ ○ o o 様

○○厚生(支)局長

○○厚 医療担当霜司 及 び ０

の個別指導の実施について（通知）
医科酋科併股の保険医療機関に対して医科又は歯科のし､ずれカーカ”

＝る掛合は、「■劃指導医科）』等と壷示して差し支えない“値思騰導の掛合）ｒ

社会保険医療
さて、この度

健康保険法第４

ましては、平素から格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げます５
３条〈船員保険法第５９条において準用する場合を含む。）、国目
医療の確保に関する法律第６６条の規定により､下配のとおりoc

厚生(支)局及び○○県による個別指導を実施いたしますので通知します。．
なお、正当な理由がなく個別指導を欠席した場合は、監査の対象となりますので御留意ください。

宝 ～
１ 目 的
保険医療機関等における保険診療等について定められている『保険医療機関及び保険医療養担
当規則」（薬局の場合、「保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則」）等をさらに理解していた
だき、保険診療の質的向上及び適正化を図ることを目的としています。

２日時平成○○年○○月○○日(O)    o時○○分から○○時○○分まで

<病院の場合〉
貴病院内で行いますので、指導会場をご用意願います。

<病院以外の場合〉
○○厚生(支)局○○事務所会議室

３ 場 所

出席者○○○ヘ○○○，○○○

当日準備していただく書類等
※特定共同指導等で示している書類を参考に､医療機関等の状況により必要な書類を記載
すること。

４

５

６その他
（１）指導に当たっては、上記以外の資料をお願いすることもありますので、御承知おきくださ

(2)溺添資料を作成して､平成oôoo月oo日(O)までに､oo厚生㈲局oo事務所
まで提出してください。

（３）指導当日は、準備等のため指導開始時刻の30分前までに御来場ください。（病院の場合
等、保険医療機関等が指導会場の場合は記載不要。）

（４）照会連絡先
oo厚生(支)局oo事務所○○課○○
住所、電話番号等
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様式1 2個別指導の実施通知例（再開・各科共通
.○厚発○○○○第○号

平 成 年 月 日

○○医院（病院、診療所、薬局
開 設 者 ○ ○ ○ ○ 様

○○厚生(支)局

ぴ○○県による社会保険医療担当者
について（通知）．

Ｏ
の

蓋藤総驚霊群職淫雷瀦健康保険法第７３条（船
１条及び高齢者の医療の確保’
○○県による中断していた個）
なお、正当な理由がなく個別指導を欠席した ＜ださい

１ 目 的
保険医療機関における保険診療等について定められている｢保険医療機関及び保険医療養担当
規則」（薬局の場合、「保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則」〉等をさらに理解していただ
き、保険診療の質的向上及び適正化を図ることを目的としています。

２日時平成○○年○○月○○日（○）○時○○分から○○時○○分まで

<病院の場合〉
貴病院内で行いますので、指導会場を御用意願います。

<病院以外の場合〉
○○厚生(支)局○○事務所・会議室

３ 場 所

４出席者○○○、○○○、○oc

５当日準備していただく書類等
※特定共同指導等で示している書類を参考に､医療機関等の状況により必要な書類を記載
すること。．

６その他
（１）指導に当たづては､上記以外の資料をお願いすることもありますので、御承知おきくださ

(2) &J添資料を作成して､平成oôoo月OOH (O)までに､oo厚生(支)局｡｡事務所
まで提出してください。

（３）指導当日は、準備等のため指導開始時刻の30分前までに御来場ください。（病院の場合
等、保険医療機関等が指導会場の場合は記載不要。）

（４）照会連絡先
○○厚生(支)局○○事務所ooti oo
住所、電話番号等
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に壷室．
○厚発○○○○第○号
平 成 年 月 日

○○県医師会長様

“ ” 臨 海 電 合 〉

『 ̅ ……の麺に係る立会

ついて ( ” 」 ○○厚生(支)局

枝)局及び○○県による社会保険医療担当者の
刀実施に係る立会について（依頼）個別指導の実施に係る立会について

蹄平素は、社会保険医療の適正かつ円滑な運営につきまして‘ を賜り厚く御礼申し上Iラ
ます･
さて、この度、○○厚生(支)局及び○○県による社会保険医療担当者の個別指導を、下記のとおし
施しますので、健康保険法第７３条第２項（船員保険法第５９条において準用する場合を含む｡）
民健康保険法第４１条第２項及び高齢者の医療の確保に関する法律第６６条第２項の規定に基弓
実施しますので、健康保険法第７３条第２項(I
国民健康保険法第４１条第２項及び高齢者の医
き、貴会の立会方よろしくお願い申し上げます。

記

１対象保険医療機関
（１）名称：○○病院

所在地：○○市○○町○一○一○
（２）名称：医療法人社団○○会○Ｏ医院

所在地：○○市○○町○一○一○

２ 日 時
（１）平成○○年○○月○○日（○）○時○○分から○○時○○分まで
（２）平成○○年○○月○○日(O) o時○○分から○○時○○分まで

３ 会 場
く病院の場合＞
上記各病院内において実施します。

＜病院以外の場合＞
○○厚生伎)局○○事務所会議室において実施します。

照会連絡先
○○厚生伎)局○○事務所○○課oc
･住所、電話番号等

４
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Ｉ

[̅蔭T五一可＝

Ｏ職 “○○第○号
平 成 年 月 ． 日

○○医院(病院､診療所､薬局）
開設者○o o○様

○○厚生㈲局長

医療担当者のぴ【〕Ｏ酉

剛
に際しましては､御多忙のところ格別の御協力をいただき厚く【】【】）【〕月【】【】日ＩＬ７君ロ・Ｐ-

餅L申し上げますｂ
さて、今回の個別才…異診療内容及〔…請調こ関して概ね妥当と思料されます。
今後とも、「保険医療機関及び保険医療養担当錨狽山嘆局の場合腺険薬局及び雛剰鵬嚇担当規員山）等
を卿いただき、保険診療の質的向上及び適正化に努めてください。
また、指摘した事項側膨胴につきましては､早創こ改善していただき、各事項別に｢改善雛書」を作成の
上､平成oo年○○月○○日までに下記宛提出してください。

己点検の上、別添の返還金関係

『 捧 自 … こ 参 v “ 掴 し … 課 る 鋼 ＝ ､ 唾 一

“ 必 ＝ … ご 下 ̅ ぼ く だ さ し ､ 』改善報告書･返還同意書等送付先

○○厚生(刻局○○事務所○○課
〒X剛一凧凧
○○市○○町○一○一○
電話:郷一XXX-XXXX     FAX:鰍一脚一噸瓶

（問い合わせ先：○○厚生(動局○○事務所○○課○○）
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-

(̅扇７百一］
○厚発○○○○第○号
平 成 年 月 日

○○医院(熊､診痴､薬局
儲 殿 者 “ ○ ○ 様

○○厚生(動局彊

医療担当者の
固 岡 | | ﾛ 。 同 塁

御多忙のところ格別の御協力をいただき厚く
鋤L申し上げますｂ
さて、今回の剛ﾘ細結果診療内容及【鯵鯛卿請求に関して適正を欠く部分が認められました力《診療
担当者等の理解も十分得られ改善力測待できるものと思料されますので､経過観察とさせていただくこととします。
今後は､さらに｢雛…及び保険医療養担当規則」嘆局の場合､｢保険薬局
等を御理解いただき、保険診療の質的向上及び適正化に努めてください｡
また､指摘した事項(別ﾎ鯵卿につきましては､早急に改善していただき各事

ﾘ｣Ｉ

また、指摘した事項(別膨卿につきましては､早急に改善していただき各事項別に｢職告劃を作麺
上、平成○○年○○月oo日までに下記宛提出してください。
なお、自主麹ごついては、平成○○年○月から平成○○年○月の全例につき自己点検の上、別添の返還金関儒

こ下肩…してください‘書類を徹℃胃-…○年○○月○○日まで’

篇

改善報告書･…意書等送付先

○○厚生(封局○○事務所○○課
〒 ” 一 伽
○○市oo町○一○一○
電話;脚一脚一双双FAX: XXX-測一双凧

問い合わせ先：○○厚生(詞局○○事務所○○課○○）
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唾 ．
○厚発○○○○第○号
平 成 年 月 日

１

１

．

○Q医院職､診療所､薬局
開設者○○○○様

○○厚生(動局長

医療担当者のひ●●圏によるネョ害．．

個別指卿結果について樋知）̅ ～
平成○○年○○月○○日に実施した標記個別指導に際しましてi主御多忙のところ棚ﾘの御協力をいただき厚く
御礼申し上げますｂ
さて、今回の個別欄の結果､診療内容及び診療報酬の請求に関して適正を欠く部分力露められ､再指導を行わ
なければ改善状沙肋蜘断できないものと思料されますので､改めて個別指導を実施して改善状況を確認していくこ
ととします。
今後は､さらに｢保険医療機関及び保険医療養担当灘仙(薬局の場合､｢保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則｣）
等を御理解いただき、保険診療の質的向上及び適正化に努めてください。
また、指摘した事項側ﾎ鯵照につきましては､早劉こ改善していただき、各事項別に「改善報告書」を作成の

．上、平成O○年○○月○○日までに下記宛提出してください。

ヨ 円 点 の 上 関 ‘〔 Ｘ ） Ｆ 【Ｘ〕画。Ｏ屑

〕０月●●日弓

○○厚生(効局○○事務所○○課
〒 棚 一 郷
○○市○○町○一○一○
電話：棚一蹴一凧瓶FAX: XXX一棚一凧瓶

個い合わせ先：○○厚生(党局○○事務所○○課○○

１

１

1認

再掠 §の例(各科共i勘



､ノ

唾三コF石臨砺詞

○厚発○○○○第○号
●

平成○○年○○月○○日

全国健康保険協会○○支部長殿

○○厚生 ( 支 ) 局 、
○○事務所長

診療報酬明細書（写）等の提供について（依頼１

標記について、健康保険法（大正１．１年法律第7 0号）第7 3条及び健康保
険法第７８条に基づく保険医療機関及び保険薬局並びに保険医及び保険薬剤師
（以下「保険医療機関等」という。）の指導又は報告等に係る業務を実施する
に当たり必要が生じましたので、別紙の保険医療機関等に係る診療報酬明細書
（写）等の必要な情報の提供をお願いします。

I K



(依頼票 様式例）(１）
診療報酬明細書等提供依頼票（１

1弱

項調 医療機関コード 医痕機関等名称 所在鮒 診療月 備考

，

言

』

可

４

５

６

７

８

､

Ｃ
し ●

1C

1１

1２

1３

1４

1［

1６

1７

1８

1９

2C



(依頼票（２）様式例】
診療報酬明細書等提供依頼票（２）

151

項番 保険者番号 妃号番吊 受診者氏４ 医療樋関コード 医療機関等名利 診療月 備勇

◆ ●

１

1（

1１

i ;

1《

1４

1（

1（

1１

1（

1（

2（



訪問看護ステーションに係る業務５



ｩ Ｏ - Ｃ - ● 心 や 今 剖 ﾏ 0 ● ■ G + + ○ 画 ■ や - - ■ ○ 巳 酉 “

指定訪問看護事業者の指定申請書 健保法規則第７４条関係

］、函

上記のとおり申請します
平 成 年 月 日 申請者の名称及び主たる事業所の所在鮒

〒
代表者の職名及び氏粂
亀話番号

殿地方厚生(支)局彊 印

※ 番 号

※指定訪問看護ステーションコ-１

① 訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ シ
名 称

所 在 地

②申請者氏名・法人代表者氏衆
名 称
主たる事業所の所在地
法 人 代 表 者 氏 名

③ 管 理 弔
氏 名

保健師・助産師・看護師
保
登

助産師籍又は看護師籍の

④指定を受けた場合の当該指定に係る
訪問看護等の事業の開始予定年月日 年 月 Ｅ

⑤①の主たる所在地以外の場所で一部勇
施する事業所

名 称
所 在 地
代 表 者 氏 采

健康保険法第８９条第４項第４号
⑥カゼら第７号までのいずれか（指定欠
格事由）に該当

有 。 無

該当する法律楽

内 容

該 当 年 月 日

処分権者等



(裏面）

記入上の注意
１③の欄は､該当の文字を○で囲むこと。
．２⑥の欄は、指定欠格事由に該当しない場合（平成18年10月１日前にした行為により罰金又は禁固以上の刑に処せられた場合を含む｡）

・は無を○で囲み、有を○で囲んだ場合は次の骸当する法律名を記載すること。

また、内容欄には、指定欠格事由の内容及び非該当となる年月日を記入すること。
該当法律

・ 健 康 保 険 法 ・ 国 家 公 務 員 共 済 組 合 法
・ 船 員 保 険 法 ・ 国 民 健 康 保 険 法
・ 医 師 法 ・ 薬 事 法
・ 歯 科 医 師 法 ・ 薬 剤 師 法

４●

・ 保 健 師 助 産 師 看 護 師 法 ・ 地 方 公 務 員 等 共 済 組 合 法
・ 医 療 法 ・ 高 齢 者 医 療 確 保 法
・私立学校教職員共済法

※の欄には、記入しないこと。

〕、、



-

健保法規則第７４条関係

認定法人等麗定申請害

厚生労働大臣
○ ○ ○ ○ 殿

平 成 年 月 日
住所（主たる事業所の所在地）

申請者
名称（法人等の名称及び代表者の職氏名）

印

申請者○○○○（法人等の名称〉を○○都道府県○○市町村oo町○○丁
目○○番地○○号に指定訪問看護ステーションとなるぺ．き事業所を設置しよ
うとする法人等として認定されたい。

【厚生労働大臣の鯉定に必要な書類】
（１）認定法人等認定申請書
（２）定款、寄付行為等
（３）現在の事業の概要及び収支状況を示す書類
① 財 産 目 録
② 貸 借 対 照 表
③ 収 支 計 算 書

（４）指定訪問看護ステーションとなるべき事業所に関する概要．
①申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名
及び住所

②訪問看護ス･テーションとなる事業所の名称及ぴ所在地
③申請者が、現に他の訪問看護ステーション、病院、診療所又は介護
老人保健施設の開設者であるときは、その概要

④申請者が、同時に他の訪問看護ステーション、病院、診療所又は介
護老人保健施設を開設しようとするときは、その概要

⑤訪問看護ステーションとなる事業所の平面図並びに股備及び備品
等の概要

⑥指定訪問看護を受ける者の予定数
⑦ 運 営 規 程
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健保法規則第７６条関係
指定訪問看護事業を行わない旨の申出書

』○』

上記のとおり、指定訪問看護等の事業を行わない旨を申し出します。

申請者の名称及び主たる事業所の所在地
〒

平 成 年 月 日

代表者の職名及び氏名 印地 方 厚 生 ( 支 ) 局 長 殿

（電話番号

※受理番号

① 訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン
名 勅

所 在 地

② 事 業 者 名 ・ 代 表 者 氏 名 等

名 称
ノ

主たる･事業所の所在地

代表者氏妬及び住所 ｑ



(裏面

備考
１申出書は、正副２通提出のこと‘
２※の欄には、記入しないこと。

一

届
画



訪問看護事業変更児

上記のとおり変更の届け出をします。
平 成 年 月 日

指定訪問看謹事業者の
名称・所在地
Ｔ

日代表者の氏名
電話番号

地方厚生(支)局長殿

(注）次の変更事由の場合は、それぞれに掲げる書類を添付すること。
１開設者（法人等）の名称・所在地の変更、代表者の氏名・住所の変更または定款・寄付行為・条例の変更の堤省

は、変更後の定款・寄付行為・条例の写
２開設者（法人等）が他に開設している介瞳老人保健施設等の名称・所在地・施設内容の変更の場合は、変更後０

介護老人保健施設等の擬要表
３管理者・その他の職員を採用した場合は、その者の看護師等の免許証の写し
４運営規程の変更の場合は、変更後の運営規程
この変更届は､･変更の事由が生じたときから1 0日以内に提出すること。
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呂
司 弱係

指定訪問看護事業署
名 希

所在地

訪問看穫ステーション
名 ボ

所在角

旬

変更の事曲 変更の内容
口訪問看護ステーションの名称・所在地の変更
口開設者（法人等）の名称・所在地の変更
ロ法人等の代表者の氏名・住所の変更
口法人等の定款・寄付行為・条例の変更
口法人等が他に開設している介護老人保健施設等の
名称・所在地・施設内容の変更、廃』
口管理者の変更（交替)、氏名・住所の変更
口その他の職員の採用（転入）・退職（転出）・死亡
口その他の職員の氏名の変更
口運営規程の変更

(変更前

●

(変更後

変 更 の 年 月 日 “ 平 成 年 月 Ｅ



健保法規則第78条関係

訪問看護事業の休止・廃止・再開届

上記のとおり変更の届け出をします。
平 成 年 月 日

指定訪問看護事業者の
名称・所在地
〒

代表者の氏名 印

電話番号

地方厚生(支)局長殿
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指定訪問看護事業箸
名 称

所在地

●

訪問看護ステーショニ

Ｉ

名 荊

所在鮒

届 け 出 の 事 日 休 止 ・ ・ 廃 止 ・ 再 儲

休 止 ・ 廃 止 理 日

休止。廃止・再開年月日 平 成 年 月 Ｅ

休止の場合その予定期間 平 成 年 月 日 （ 月 間 〕

休止・廃止の場合、利用
者に対してとった措置等



、

進行要舘



｢̅ 琴署T-１
適時調査進行要領例

1．只今から、○○病院の施設基準に係る適時調査を開始いたします。
本日の調査は、厚生労働省保険局医療課長通知により、届出された施設基準について、適切な

届出がされているか調査・確認を行うことを目的として、実施するものでございます。

２．それでは、本日の調査の担当官を紹介いたします‘
○○厚生(支)局○○事務所

○○保険指導看護師です。
○○医療指導監視監査官です。
○○審査課長補佐です。
○ ○ 事 務 官 で す 。

私は、○○厚生(支)局○○事務所管理係長の○○です。
よろしくお願いします‘

３．次に、○○病院の出席者のご紹介をお願いいたします。
（出席者紹介（病院幹部））

４．それでは、適時調査に当たりまして、調査手順についてご説明をいたします。
最初に院内視察をさせていただきます。
次にお願いしておりました関係書類により確認をさせていただきます。
○○保険指導看護師と○○事務官が入院基本料・看護関係を、
○○医療指導監視監査官と○○事務官が保険医療機関一般事項、及び疾患別リハビリテー
ション関係を、
○○事務官が入院時食事療養関係及び酸素購入関係を確認させていただきます。
それでは、よろしくお願いします。
（※調査に直接関係ない者は退席していただ･〈。）

（調査実施）

５．ここで、少し休憩のため調査を中断いたします。
再 開 は 、 時 分 か ら と し ま す。

６．それでは、只今から本日の調査の取りまとめを行いますので、しばらく中断いたします。
○○病院の方には、しばらくの間別室でお待ちいただきますようお願いいたします。

（調査結果の打ち合わせ）
（※講評時の病院側出席者については、開設者、管理者及び従事者の出席を依頼する。）

16E



７．お待たせしました。それでは、本日の適時調査の講評を担当官からいたします。

なお、本日の適時調査の結果については、○○厚生(支)局○○事務所より後日
文書にて通知いたします。

（ 講 評 ）

８．本日の指摘事項につきましては、後日発送する通知に基づき、「改善報告書」を
提出していただくこととなります。よろしくお願いいたします。
また、只今の講評事項以外にも調査時に担当より口頭でお願いしました事項につき

ましても、今後ご留意いただきますようよろしくお願いいたします。

○○病院の方、何かございませんでしょうか。

以上をもちまして施設基準に係る適時調査を終了いたします。
ご協力ありがとうございました。
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「雇両両̅可 [ﾗー琴薯目̅一］
司会進行要領

１只今から、○○厚生(支)局及び○○県による○○病院（診療所）の個別指導を開始いたします。

２本日の指導につきましては、健康保険法第７３条、船員保険法第５９条、国民健康保険法第４１条及び高
齢者の医療の確保に関する法律第６６条の規定に基づいて行うものです。
また、指導の目的は、保険医療機関等における保険診療等について定められている「保険医療機関及び保
険医療養担当規則」等をさらに理解していただき、保険診療の質的向上及び適正化を図ることを目的として
います。

それでは、本日の指導の担当官を紹介いたします。まず、○○厚生(支)局○○事務所の担当官を紹介いた
します。

○○厚生(支)局○○事務所 ○○所長です。
○○指導課長です。
○○指導医療官です。
○○医療指導監視監査官です。
○○医療事務専門官です。

次に○○県の担当官を紹介いたします。
○ ○ 県 ○ ○ 部 ○ ○ 課 ○ ○

○○
す
す

で
で

私は、○○厚生(支)局○○事務所○○課○○係長の○○です。

また、本日の指導に立会っていただきます方々をご紹介いたします。
○○県医師会の○○副会長です。

○○専務理事です。
○○社保担当理事です。

（非会員の場合、学識経験者の「○○」先生です｡）
（注）立会者が、指導中に交代したり、遅れて到着した場合などは、その都度紹介すること。

病院の場合→それでは、○○病院の出席者のご紹介をお願いします。
（幹部のみ数名）

診療所の場合→それでは、○○診療所の出席者のお名前をお願いします。

３それでは､･指導の開始に当たり．、挨拶と指導手順について○○より説明があります。

それでは、只今から取りまとめをいたしますので、しばらく中断します。
立会いの先生及び○○病院（診療所）の方は、一時別室でご休憩願います。

（ 取 り ま と め ）
お待たせしました。それでは、本日の個別指導の講評を○○からいたします。． （ 講 評 ）

立会いの先生（○○県医師会○○先生)、何かございますか。

４

○○病院（診療所）を代表して院長、何かございますか。

以上をもちまして、個別指導を終了します。ご協力ありがとうございました。
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